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◆大分県のすがた

◆県名の由来

大分県の概要

〇人口
1,074,257人
〇世帯数５００，１１２世帯
〇面積６，３４０．６３㎢
〇市町村数
１４市３町１村

（注） １．人口は令和７年版大分県の人口推計報告による。（令和７年１０月１日現在）
２．面積は国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」による。（令和８年１月１日現在）

総人口と人口増減率

（注）１．大正９年～平成２７年は独立行政法人統計センター「政府統計の総合窓口」による
２．平成３０年以降は大分県の人口推計報告による

県花・県木「豊後梅」 県鳥「めじろ」 県徽章 県旗

土木建築部の組織

１．土木建築部の組織 （令和８年４月１日現在）
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土木建築部の組織

１．土木建築部の組織 （令和８年４月１日現在）
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名 称 所 管 区 域 面積（㎢）人口（人） 所 在 地

❶ 豊後高田土木事務所 豊後高田市（１市） 206. 22 21, 205
〒８７９‐０６２１
豊後高田市是永町３９
TEL（０９７８）２２‐２２８５ FAX（０９７８）２２‐２９２０

❷ 国東土木事務所 国東市、姫島村
（１市１村） 325. 08 25, 118

〒８７３‐０５０４
国東市国東町安国寺７８６‐１
TEL（０９７８）７２‐１３２１ FAX（０９７８）７２‐３１０７

❸ 別府土木事務所 別府市、杵築市、日出町
（２市１町） 478. 68 163, 813

〒８７４‐０８４０
別府市大字鶴見字下田井１４‐１
TEL（０９７７）６７‐０２１１ FAX（０９７７）６７‐６４８０

❹ 大分土木事務所 大分市、由布市（２市） 821. 71 501, 161
〒８７０‐０９０５
大分市向原西１‐４‐２
TEL（０９７）５５８‐２１４１ FAX（０９７）５５２‐５７０１

❺ 臼杵土木事務所 臼杵市、津久見市（２市） 370. 74 46, 645
〒８７５‐００４１
臼杵市大字臼杵字洲崎７２‐２５４
TEL（０９７２）６３‐４１３６ FAX（０９７２）６３‐７８８５

❻ 佐伯土木事務所 佐伯市（１市） 903. 14 60, 497
〒８７６‐０８１３
佐伯市長島町１‐２‐１
TEL（０９７２）２２‐３１７１ FAX（０９７２）２２‐９５４３

❼ 豊後大野土木事務所 豊後大野市（１市） 603. 14 30, 251
〒８７９‐７１３１
豊後大野市三重町市場１１２３
TEL（０９７４）２２‐１０５６ FAX（０９７４）２２‐０９７８

❽ 竹田土木事務所 竹田市（１市） 17, 906477. 53
〒８７８‐００１３
竹田市大字竹田字山手１５０１‐２
TEL（０９７４）６３‐２１０８ FAX（０９７４）６３‐３０３１

❾ 玖珠土木事務所 玖珠町、九重町（２町） 20, 368557. 97
〒８７９‐４４１３
玖珠郡玖珠町大字塚脇１３７‐１
TEL（０９７３）７２‐１１５２ FAX（０９７３）７２‐３０７４

10 日田土木事務所 日田市（１市） 57, 971
〒８７７‐０００４
日田市城町１‐１‐１０
TEL（０９７３）２３‐２１４１ FAX（０９７３）２３‐３１７４

11 中津土木事務所 中津市（１市） 80, 353
〒８７１‐００２４
中津市中央町１‐５‐１６
TEL（０９７９）２２‐２１１０ FAX（０９７９）２２‐２２４４

12 宇佐土木事務所 宇佐市（１市） 48, 969
〒８７９‐０４５４
宇佐市大字法鏡寺２３５‐１
TEL（０９７８）３２‐１３００ FAX（０９７８）３３‐４９５６

計 1, 074, 257

666. 03

491. 38

438. 99

6340. 63

２．地方機関の概況

（１）管内概要

（注）１．人口は令和７年版大分県の人口推計報告による。（令和７年１０月１日現在）
２．面積は国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による。（令和８年１月１日現在）

（２）土木事務所の管轄地域と地方機関所在図

と き め き

おおいた土木未来プラン2024

『選ばれるおおいた』『共生社会おおいた』を支える基盤

大分県土木建築部建設政策課 詳しくは、ホームページをご覧ください
〒８７０‐８５０１ 大分市大手町３丁目１番１号
TEL(097)506-4559 E-mail : a18700@pref.oita.lg.jp ➡

令和７年３月策定

計画の性格・役割

２０２４年（令和６年）９月に策定された大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４～新しいおおいた
の共創～」を補完するとともに、土木建築部が所管する各種計画を推進するにあたっての基本的な考えを示すもので
す。

計画の期間

２０２５年度（令和７年度）を初年度とし、２０３３年度（令和１５年度）までの９年間。

県土づくりの目指す方向

これからの新たな県土づくりでは、これまでの土木建築部長期計画の成果の「継承」と新たなるステージへと「発
展」させるため、大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４～新しいおおいたの共創～」をもとに、
社会情勢の変化や時代の潮流を踏まえた新たな課題に対応する具体的な施策を、安心・元気・未来創造の３つの分野

と き め き

に織り込み、「土木未来」のある県土づくりを進めます。

基本
目標

つ く 土 木 未 来

誰もが安心・元気に暮らし、希望あふれる未来を創造るときめく県土

施策を進めるに
あたっての視点

〇
人
づ
く
り
・
組
織
づ
く
り

〇
変
化
す
る
社
会
課
題
へ
の
対
応

〇
効
果
的
・
効
率
的
な
イ
ン
フ
ラ
整
備

〇
県
民
や
多
様
な
主
体
と
の
協
働

分野１ （１）流域治水の推進
（２）土砂災害対策の推進
（３）地震・津波・高潮対策の推進
（４）交通安全対策の推進
（５）社会インフラの老朽化対策と適切な維持管理
（６）危機管理体制の充実

安心な暮らしを守る

強靱な県土づくり

分野２ （１）快適な都市空間の形成
（２）こどもまんなかまちづくりの推進
（３）快適な住まいづくりと地域共生社会の実現
（４）持続可能な環境づくりの推進
（５）「おんせん県おおいた」のツーリズム支援

元気で快適に暮らせる

地域づくり

分野３ （１）広域道路ネットワークの充実
（２）地域を支える道路ネットワークの充実
（３）選ばれる港に向けた機能強化
（４）インフラ分野のＤＸの推進
（５）建設産業を支える人づくりの推進

おおいたの未来を創造する

ネットワークづくり

お 問 い

合わせ先 おおいた土木未来プラン 検索

土木建築部の長期計画
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土木建築部の予算概要

令和８年度当初予算

（１）部局別一般会計予算額
（単位：千円）歳出予算の各部局分類

（２）土木建築部の一般会計予算額

（単位：千円）財源別分類表
分担金及び負担金 2,407,315(2.46%) 使用料及び手数料 1,448,788（1.48%）

国庫支出金
32,173,718
（32.84%）

財産収入 20,811（0.02%）

寄附金 2,400（0.01%）

繰入金 129,182（0.13%）

諸収入 2,112,812（2.16%）

県債
44,593,000
(45.52%)

一般財源
15,067,067
(15.38%)

総 額
97,955,093
（100%）

総務部
214,483,958
(29.38%)

企画振興部
6,266,465
(0.86%)福祉保健部

115,976,516
(15.88%)

生活環境部 7,731,830 （1.06%)商工観光労働部69,837,964(9.57%)

農林水産部
60,485,786
(8.28%)

土木建築部
97,955,093
(13.42%)

教育委員会
124,667,135
(17.08%)

警察本部 29,848,736(4.09%)
会計管理局

議会・人事委員会・監査委員事務局
2,804,517(0.38%)

総 額
730,058,000

(100%)

 

土木建築企画課 2,933,584（2.99%）

道路建設課
19,567,290
（19.98%）

道路保全課
26,612,721
（27.17%）

河川課
24,349,519
（24.86%）

港湾課 4,795,465（4.89%）

砂防課
9,696,727
（9.90%）

都市・まちづくり推進課
4,884,971（4.99%）

公園・生活排水課 1,804,404（1.84%）
建築住宅課 2,886,120(2.95%)

施設整備課 424,292（0.43%）

総 額
97,955,093

(100%)

課別分類表 （単位：千円）

（３）土木建築部関係予算の事業別推移

平11
（7月補正後）

平12
（当初）

平13
（当初）

平14
（当初）

平30
（当初）

令元
（７月補正後）

令2
（当初）

令3
（当初）

令4
（当初）

令5
（７月補正後）

令6
（当初）

令7
（当初）

令8
（当初）

その他

施設・建築

都市計画・公園生活排水

港湾

河川・砂防

道路
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（７月補正後）

令6
（当初）

令7
（当初）

令8
（当初）

その他

施設・建築

都市計画・公園生活排水

港湾

河川・砂防

道路

8



令和８年度のトピックス

道路建設課　　中九州道横断道路の整備促進

砂防課　　土砂災害避難促進アクションプログラムの効果検証

令和7年度中九州横断道路広域シンポジウムの様子

　中九州横断道路は、大分市と熊本市を結ぶ全長約120kmの高規格道路です。
　現在、国土交通省により、竹田阿蘇道路の竹田久住IC（仮称）付近等で工事が行われており、早期完成に向けて事業が
進められています。また、「大分～犬飼間」では、令和6年4月に「都市計画・環境アセスメントを進めるための調査」へ
移行され、令和8年6月19日から7月21日には、都市計画決定権者である大分県が都市計画案及び環境影響評価
準備書の縦覧を行うなど、事業化に向け国と手続きを進めています。
　これまで大分県では、中九州横断道路建設促進の機運醸成を目的とした
シンポジウムを開催してきましたが、令和8年度は、全線開通に向けた
さらなる機運醸成を図るため、熊本県、両県協議会及び両県期成会との
共催により、地域の期待や思いをアピールする「中九州横断道路建設促進
地方大会」を予定しています。引き続き、大分・熊本両県、関係自治体、
商工団体等の関係者が一丸となって、中九州横断道路の早期全線開通の
必要性を国へ訴え、事業のより一層の促進を強く要望していきます。

　土砂災害避難促進アクションプログラムとは、土砂災害から命を守る避難行動を促すため、行政と住民が一体と
なって取り組む行動計画を整理したものです。
　県では、平成30年度に、住民の避難行動を促進する取組の立案を目的とした「土砂災害に関する避難促進検討会議」を
設置しました。会議で実施した社会調査結果をもとに、地域の防災リテラシーを向上させる取組「砂防大分 命をまもる
プロジェクト」を作成し、県内43地区で実施しました。
　令和7年度に再度会議を開催し、取組効果を社会調査によって検証した結果、防災リテラシーが向上したことが
確認されました。今後も土砂災害から命を守る避難行動の促進に向けて審議を重ね、取組の改善を進めます。

砂防大分 命をまもるプロジェクト 土砂災害に関する避難促進検討会議

河川課　　山国川を特定都市河川に指定

　近年の気候変動の影響により、全国各地で水災害の頻発・激甚化が
進む中、流域治水の本格的な実践に向けて、令和8年3月24日に山国川水系
山国川等の計10河川（大分県）が県内で初めて特定都市河川に指定され
ました。
　特定都市河川に指定されることで、一定規模以上の開発に対して雨水
流出抑制対策が義務付けられることから、流域全体で総合的な浸水被害
対策を推進することが可能となります。
　今回の指定を受け、令和8年度から、河川管理者や流域自治体の長等で
構成する「流域水害対策協議会」を設置し、河川整備等のハード対策に
加え、流域全体で浸水被害対策を計画的に進めるため、流域水害対策
計画の策定を進めていきます。

都市・まちづくり推進課　　庄の原佐野線の整備について

　都市計画道路「庄の原佐野線」は、東九州自動車道や大分市内の
主要幹線道路等と接続し、大分市内の東西骨格軸となる道路で
あり、都市活動の活性化や交通混雑の緩和など重要な役割を
担っています。
　平成29年度より事業化し、令和4年度から工事に着手した
「下郡工区」では、令和9年の開通に向けて、現在、橋梁上部工
などの工事が本格的に進められています。加えて、令和5年度から
事業化した「下郡・明野工区」との一体的な整備により、大分臼杵
線等における慢性的な渋滞の緩和、救急車両の円滑な走行の確保、
災害時の避難・救援ルートの確保といった効果が期待されて
います。

港湾課　　大分港大在地区の新コンテナクレーン整備

　大分港大在地区のコンテナターミナルは、県内唯一の公共
コンテナターミナルとして、平成8年度から供用を開始しました。
2基あるコンテナクレーンは、建設から約30年が経過し、近年は
突発的な故障が増加していたため、令和3年度から港湾機能施
設整備事業による更新工事に着手し、1基目は令和6年12月に、
2基目は令和8年3月に供用を開始しました。
　コンテナクレーンの更新により荷役作業の安全性が確保
されるとともに、荷役作業の効率性が向上することで、コンテナ
取扱貨物量の増加が期待されます。
　引き続き、「九州の東の玄関口」の物流の基幹拠点として、港湾
機能の強化を図るため、ふ頭用地の拡張整備に取り組んでいます。

土木建築企画課／建設政策課　　建設産業の魅力発信

土木建築企画課　高校生等に向けた建設産業の魅力発信（Buildy出前講座）

　令和2年度から実施している建設産業女性活躍事業について、
これまでの事業で積み上げてきたものを、女性（Lady）の仲間たち
（Buddy）と一緒にさらなる女性活躍の場を築く（Build）という想い
を込めて、令和7年度から「Buildy（ビルディ）」へ名称変更しました。
　令和7年度は、従来のスキルアップセミナーや交流会等に加え、
県内の高校・大学等20校で建設産業で働く方による出前講座を
実施し、987名の学生に建設産業の魅力を発信しました。
　令和8年度も引き続き、女性活躍の場を拡大させるとともに、
建設産業の人材確保につながる取組を進めていきます。

令和7年度出前講座の様子

建設政策課 　第５回土木建築フェスタin 大分駅前の開催

　建設業に触れる機会を創出し、県民の皆様に建設業の重要性や
必要性を理解してもらうとともに、小・中学生やその保護者に対し、
建設業の魅力や面白さをアピールすることで、将来の担い手確保に
つなげることを目的としたイベント「土木建築フェスタ in 大分駅前」
を大分県建設業協会青年部会、大分河川国道事務所及び大分県土木
建築部の共催により開催しました。
　5回目となる令和7年度は約 2,700人の方が参加しました。
　引き続き、産学官が協働して開催することで、業界全体の魅力を
幅広く発信し、若年者や女性の入職促進につながるよう取り組んで
いきます。 第5回土木建築フェスタin大分駅前の様子
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土木建築企画課、公共工事入札管理室

１．業務の概要

２．施策の概要（事務の紹介）

土木建築企画課では、土木建築部全体の予算編成執行管理や総務系事務、組織全体に関することなど部全体を総括
するほか、建設業に関する許可や、浄化槽及び解体工事業者登録申請業務、建設業支援に関する事務などを行っている。
また、公共工事入札管理室では入札参加資格の審査のほか、県が発注する公共工事の入札及び契約について、透明

性の確保、公正な競争の促進、不正行為の排除、ダンピング防止のための措置等を講じることにより、公共工事に対
する県民の信頼の確保とこれを請け負う建設業の健全な発達を図っている。また、公共事業総合支援システムの抜本
的な見直しなど土木建築部の電子化推進にも取り組んでいる。

（１）土木建築部の予算執行及び人事に関する事務

（２）建設業に関する事務
ア）建設業者の許可

建設業法の規定に基づき、建設業を営もうとする者に対し、大分県知事の許可事務を行っている。許可業者
数は次のとおりである。

知事許可４，６６２者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別許可業者数
豊後高田 ７６ 国東 ８６ 別府 ５７７ 大分 ２３１１
臼杵 ２２１ 佐伯 ２６３ 豊後大野 １４３ 竹田 ８８
玖珠 １０４ 日田 ２８９ 中津 ２９７ 宇佐 ２０７

イ）建設業者等の経営事項及び入札参加資格の審査
建設業法第２７条の２３により県内建設業者の経常事項に関する審査を行うとともに建設工事関係の競争入札参

加資格について、業種ごとに建設業者等の格付や認定に関する事務を行っている。
ウ）建設業者の指導・育成

各種説明会や研修会、営業所の立入調査等を通じて、建設業法等の遵守の指導を行っている。
エ）建設機械の打刻検認事務

建設機械抵当法に基づき、建設機械の打刻又は検認を行い、抵当権の目的とすることにより建設機械に関す
る動産信用の増進と建設工事の機械化の促進を図っている。
オ）建設工事統計事務

建設工事及び建設業の実態を把握するため、建設業者を対象に受注動態統計調査（毎月１回）及び施工統計
調査（年１回）を実施している。統計法による指定統計である。
カ）大分県建設工事紛争審査会

建設工事の請負契約に関する紛争について、あっせん、調停及び仲裁を行う機関として建設業法に基づき設
置されている。
この審査会は９名の委員で構成している。

土木建築部の業務・事業の概要
土
木
建
築
企
画
課

公
共
工
事
入
札
管
理
室

　土木建築部の予算決算事務は、土木建築企画課で統括して処理しているが、契約等の予算執行事務は各課で
行っている。令和 8年度予算額は、979億 5,509万3千円で、一般会計予算額の約13．42％を占めている。土木建築部
の職員数は802名で、そのほか、業務援助職員として、建設技術センターに 1名の配置を行っている。職種別内訳は、
業務援助職員を除き、事務職員273名、技術職員495名、技能労務職員34名である。

（３）浄化槽工事業に関する事務
浄化槽工事業者の登録及び届出

浄化槽法の規定に基づき、浄化槽工事業を営もうとする者について、登録及び届出の受理事務を行っている。
現在の登録及び届出業者数は次のとおりである。
登録１１１者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別登録業者数
豊後高田 ５ 国東 ３ 別府 ８ 大分 ２７ 臼杵 ２
佐伯 １４ 豊後大野 ６ 竹田 ２ 玖珠 １１ 日田 ９
中津 宇佐 １１１１ 県外 ２

届出４７９者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別届出業者数
豊後高田 国東 １７１０ 別府 ４２ 大分 １０７ 臼杵 ２５
佐伯 ３９ 豊後大野 ２６ 竹田 ３２ 玖珠 １３ 日田 １７
中津 ３６ 宇佐 ３２ 県外 ８３

（４）解体工事業に関する事務
解体工事業者の登録
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の規定に基づき、解体工事業を営もう

とする者（建設業法の土木工事業、建築工事業又は解体工事業に係る許可を受けた者を除く。）について、登
録の受理事務を行っている。現在の登録業者数は次のとおりである。
登録１８１者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別登録業者数
豊後高田 ２ 国東 ５ 別府 １８ 大分 ８１ 臼杵 ８
佐伯 ８ 豊後大野 ７ 竹田 ３ 玖珠 ５ 日田 ８
中津 ９ 宇佐 １０ 県外 １７

（５）建設産業の人材確保・育成等支援に関する事務
建設産業は、近年の建設投資の減少や受注競争の激化等に伴い、建設業者の経営体力が低下し、技能者の処遇

悪化や若年者の就業の減少等厳しい状況に直面している。
このため、建設産業における若手人材の確保・育成支援をはじめ、女性活躍の推進や経営力強化を促す支援な

ど、建設産業の活性化を図る事業に取り組んでいる。
ア）建設産業人材確保・育成支援
・首都圏等で働く建設労働者のUIJターンを促進
・若年技術者の資格取得に要する経費を助成
・高校生向け合同企業説明会の開催
・高校生向け建設業体験学習事業（工事現場等の体験学習会）の実施
・メディア等を活用した若手求職者への建設産業の魅力発信

イ）建設産業就労環境改善・情報発信支援
・就労環境の改善と企業の情報発信の取組経費を助成

ウ）建設産業女性活躍推進
・女性活曜に関するセミナーの開催
・建設産業で働く女性ネットワークの構築
・建設ディレクター資格取得に要する受講経費の助成

エ）経営力強化支援等
・企業合併等に要する経費の助成
・県内建設業者の経営安定化に必要な資金の融資

土 木 建 築 企 画 課
公共工事入札管理室
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土木建築企画課、公共工事入札管理室

１．業務の概要

２．施策の概要（事務の紹介）

土木建築企画課では、土木建築部全体の予算編成執行管理や総務系事務、組織全体に関することなど部全体を総括
するほか、建設業に関する許可や、浄化槽及び解体工事業者登録申請業務、建設業支援に関する事務などを行っている。
また、公共工事入札管理室では入札参加資格の審査のほか、県が発注する公共工事の入札及び契約について、透明

性の確保、公正な競争の促進、不正行為の排除、ダンピング防止のための措置等を講じることにより、公共工事に対
する県民の信頼の確保とこれを請け負う建設業の健全な発達を図っている。また、公共事業総合支援システムの抜本
的な見直しなど土木建築部の電子化推進にも取り組んでいる。

（１）土木建築部の予算執行及び人事に関する事務

（２）建設業に関する事務
ア）建設業者の許可
建設業法の規定に基づき、建設業を営もうとする者に対し、大分県知事の許可事務を行っている。許可業者

数は次のとおりである。
知事許可４，６６２者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別許可業者数
豊後高田 ７６ 国東 ８６ 別府 ５７７ 大分 ２３１１
臼杵 ２２１ 佐伯 ２６３ 豊後大野 １４３ 竹田 ８８
玖珠 １０４ 日田 ２８９ 中津 ２９７ 宇佐 ２０７

イ）建設業者等の経営事項及び入札参加資格の審査
建設業法第２７条の２３により県内建設業者の経常事項に関する審査を行うとともに建設工事関係の競争入札参

加資格について、業種ごとに建設業者等の格付や認定に関する事務を行っている。
ウ）建設業者の指導・育成
各種説明会や研修会、営業所の立入調査等を通じて、建設業法等の遵守の指導を行っている。

エ）建設機械の打刻検認事務
建設機械抵当法に基づき、建設機械の打刻又は検認を行い、抵当権の目的とすることにより建設機械に関す

る動産信用の増進と建設工事の機械化の促進を図っている。
オ）建設工事統計事務
建設工事及び建設業の実態を把握するため、建設業者を対象に受注動態統計調査（毎月１回）及び施工統計

調査（年１回）を実施している。統計法による指定統計である。
カ）大分県建設工事紛争審査会
建設工事の請負契約に関する紛争について、あっせん、調停及び仲裁を行う機関として建設業法に基づき設

置されている。
この審査会は９名の委員で構成している。

土木建築部の業務・事業の概要
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木
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　土木建築部の予算決算事務は、土木建築企画課で統括して処理しているが、契約等の予算執行事務は各課で
行っている。令和 8年度予算額は、979億 5,509万3千円で、一般会計予算額の約13．42％を占めている。土木建築部
の職員数は802名で、そのほか、業務援助職員として、建設技術センターに 1名の配置を行っている。職種別内訳は、
業務援助職員を除き、事務職員273名、技術職員495名、技能労務職員34名である。

（３）浄化槽工事業に関する事務
浄化槽工事業者の登録及び届出

浄化槽法の規定に基づき、浄化槽工事業を営もうとする者について、登録及び届出の受理事務を行っている。
現在の登録及び届出業者数は次のとおりである。
登録１１１者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別登録業者数
豊後高田 ５ 国東 ３ 別府 ８ 大分 ２７ 臼杵 ２
佐伯 １４ 豊後大野 ６ 竹田 ２ 玖珠 １１ 日田 ９
中津 宇佐 １１１１ 県外 ２

届出４７９者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別届出業者数
豊後高田 国東 １７１０ 別府 ４２ 大分 １０７ 臼杵 ２５
佐伯 ３９ 豊後大野 ２６ 竹田 ３２ 玖珠 １３ 日田 １７
中津 ３６ 宇佐 ３２ 県外 ８３

（４）解体工事業に関する事務
解体工事業者の登録
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の規定に基づき、解体工事業を営もう
とする者（建設業法の土木工事業、建築工事業又は解体工事業に係る許可を受けた者を除く。）について、登
録の受理事務を行っている。現在の登録業者数は次のとおりである。
登録１８１者（Ｒ８．３．３１現在）
管内別登録業者数
豊後高田 ２ 国東 ５ 別府 １８ 大分 ８１ 臼杵 ８
佐伯 ８ 豊後大野 ７ 竹田 ３ 玖珠 ５ 日田 ８
中津 ９ 宇佐 １０ 県外 １７

（５）建設産業の人材確保・育成等支援に関する事務
建設産業は、近年の建設投資の減少や受注競争の激化等に伴い、建設業者の経営体力が低下し、技能者の処遇
悪化や若年者の就業の減少等厳しい状況に直面している。
このため、建設産業における若手人材の確保・育成支援をはじめ、女性活躍の推進や経営力強化を促す支援な
ど、建設産業の活性化を図る事業に取り組んでいる。
ア）建設産業人材確保・育成支援
・首都圏等で働く建設労働者のUIJターンを促進
・若年技術者の資格取得に要する経費を助成
・高校生向け合同企業説明会の開催
・高校生向け建設業体験学習事業（工事現場等の体験学習会）の実施
・メディア等を活用した若手求職者への建設産業の魅力発信
イ）建設産業就労環境改善・情報発信支援
・就労環境の改善と企業の情報発信の取組経費を助成
ウ）建設産業女性活躍推進
・女性活曜に関するセミナーの開催
・建設産業で働く女性ネットワークの構築
・建設ディレクター資格取得に要する受講経費の助成
エ）経営力強化支援等
・企業合併等に要する経費の助成
・県内建設業者の経営安定化に必要な資金の融資

土 木 建 築 企 画 課
公共工事入札管理室
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（６）入札・契約制度に関する事務
ア）入札・契約制度の改正

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）及び公共工事の品質確保の
促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）により、「透明性」「公正性」「競争性」を確保した一般競争入札
の適正な運用を行っている。価格に加えて価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式の充実や公共工事の品質確保に支障（工事の手抜き、下請けへのしわ寄せ等）が生じるおそれのあるダン
ピング受注（低入札）の排除などに取り組んでいる。
（令和７年度実績）
一般競争入札 ４，０００万円以上 （４７５件）
うち総合評価落札方式 （５，０００万円以上）（３３５件）
低入札価格調査制度
対象 予定価格３億円以上または総合評価落札方式適用工事 ３３５件 うち、調査実施件数 １件

イ）大分県入札監視委員会
入札・契約手続における適正な執行を図るために設置。県が発注する工事に対し、入札参加資格及び指名業
者の選定理由等について審議する。（委員は、法律の専門家等で５名以内をもって構成）
ウ）大分県総合評価落札方式審査委員会

中立かつ公正な審査・評価の確保を図るために設置。県が発注する総合評価落札方式における入札参加業者
の技術提案等に対し、発注者が行う評価の方法及び技術資料等の審査・評価に対して意見を述べる。（委員は、
学識経験者等で７名以内をもって構成）
エ）大分県共同利用型電子入札システム

大分県と県下全ての市町村とで共同利用するシステム。入札手続のみならず、入札情報サービスにて発注見
通し、指名及び入札結果、契約内容の公表も行い、入札・契約手続きの透明性確保に取り組んでいる。
オ）公共事業総合支援システム

工事等の箇所付けから精算までを、一元的に管理するシステム。事務の効率化、簡素化、迅速化に取り組ん
でいる。

土 木 建 築 企 画 課
公共工事入札管理室
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建設政策課、工事検査室

１．業務の概要

２．施策の概要

建設政策課は、県のプロジェクトを円滑に進めるために土木建築部内外のパイプ役としての総合企画及び調整をす
る重要な役割のほかに、公共施設を建設する土木技術向上のための指導を行うとともに、社会資本の効率的な整備、
環境との共生を図るための調整を行っている。
工事検査室では、土木建築部及び農林水産部等が発注した工事の適正な執行と公共施設の品質を確保するために工

事検査を担当し、設計通りに完成しているかを厳正にチェックしている。

（１）管理調整班

大規模自然災害等に備えて、事前防災及び減災、その他迅速な復旧復興を目的とし、各部局等と連携して、強

イ）社会資本整備総合交付金等の取りまとめに関すること
社会資本整備総合交付金、地域未来交付金に関する取りまとめを行う。

と き め き

ウ）地域協働型土木行政推進事業（土木未来チャレンジ事業）に関すること
社会資本の整備や維持管理、防災等について、地域に直接関わっている土木事務所等の職員が、地域特性に応

じた地域住民等との協働事業を企画・実行し、地域住民等との継続的な協働体制を構築していく。
※令和７年度事業一覧は「資料編」81ページに記載

（２）企画・アセットマネジメント推進班
ア）部の施策の総合企画と連絡調整に関すること

地域のニーズに根ざした効率的で透明性のある事業を推進するため、土木建築部の政策の企画・立案及び各課
の施策の総合調整を行うとともに、他部局や関係機関との調整を行う。
・政府予算等に関する提言の取りまとめと国に対しての提言活動

と き め き

・土木建築部長期計画（おおいた土木未来プラン）の進行管理
・各種団体からの要望への対応

と き め き

・土木建築部の行動指針（土木未来行動指針）に基づき、県民に信頼される土木建築行政を推進
と き め き

※土木未来行動指針については６ページに記載

イ）公共土木施設のアセットマネジメントの推進に関すること
施設の点検を着実に進めながら、適切なタイミングで補修・補強・更新を行う戦略的なマネジメントを推進する。

ウ）津波防災地域づくりに関すること
津波災害の防止・軽減のため、市町村や防災部局等と連携してハード・ソフト両面から津波防災地域づくりを

推進する。
エ）土木建築部の危機管理体制に関すること

災害発生時における土木建築部の応急対策を迅速かつ的確に実施するため、危機管理マニュアル等により、組
織、職員のリスクマネジメントを推進する。

オ）土木技術職員の研修に関すること
・若手土木技術職員の資質と技術力の向上を目的とした各地方機関で実施する職場研修
・土木職員の更なる技術力向上を目的とした大分県建設技術センターが実施する専門技術研修
・高度な技術力の養成を目的とした国土交通大学校や全国建設研修センター等への派遣研修
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（６）入札・契約制度に関する事務
ア）入札・契約制度の改正
公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）及び公共工事の品質確保の

促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）により、「透明性」「公正性」「競争性」を確保した一般競争入札
の適正な運用を行っている。価格に加えて価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式の充実や公共工事の品質確保に支障（工事の手抜き、下請けへのしわ寄せ等）が生じるおそれのあるダン
ピング受注（低入札）の排除などに取り組んでいる。
（令和７年度実績）
一般競争入札 ４，０００万円以上 （４７５件）
うち総合評価落札方式 （５，０００万円以上）（３３５件）

低入札価格調査制度
対象 予定価格３億円以上または総合評価落札方式適用工事 ３３５件 うち、調査実施件数 １件

イ）大分県入札監視委員会
入札・契約手続における適正な執行を図るために設置。県が発注する工事に対し、入札参加資格及び指名業

者の選定理由等について審議する。（委員は、法律の専門家等で５名以内をもって構成）
ウ）大分県総合評価落札方式審査委員会
中立かつ公正な審査・評価の確保を図るために設置。県が発注する総合評価落札方式における入札参加業者

の技術提案等に対し、発注者が行う評価の方法及び技術資料等の審査・評価に対して意見を述べる。（委員は、
学識経験者等で７名以内をもって構成）
エ）大分県共同利用型電子入札システム
大分県と県下全ての市町村とで共同利用するシステム。入札手続のみならず、入札情報サービスにて発注見

通し、指名及び入札結果、契約内容の公表も行い、入札・契約手続きの透明性確保に取り組んでいる。
オ）公共事業総合支援システム
工事等の箇所付けから精算までを、一元的に管理するシステム。事務の効率化、簡素化、迅速化に取り組ん

でいる。

土 木 建 築 企 画 課
公共工事入札管理室
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建設政策課、工事検査室

１．業務の概要

２．施策の概要

建設政策課は、県のプロジェクトを円滑に進めるために土木建築部内外のパイプ役としての総合企画及び調整をす
る重要な役割のほかに、公共施設を建設する土木技術向上のための指導を行うとともに、社会資本の効率的な整備、
環境との共生を図るための調整を行っている。
工事検査室では、土木建築部及び農林水産部等が発注した工事の適正な執行と公共施設の品質を確保するために工

事検査を担当し、設計通りに完成しているかを厳正にチェックしている。

（１）管理調整班

大規模自然災害等に備えて、事前防災及び減災、その他迅速な復旧復興を目的とし、各部局等と連携して、強

イ）社会資本整備総合交付金等の取りまとめに関すること
社会資本整備総合交付金、地域未来交付金に関する取りまとめを行う。

と き め き

ウ）地域協働型土木行政推進事業（土木未来チャレンジ事業）に関すること
社会資本の整備や維持管理、防災等について、地域に直接関わっている土木事務所等の職員が、地域特性に応
じた地域住民等との協働事業を企画・実行し、地域住民等との継続的な協働体制を構築していく。

※令和７年度事業一覧は「資料編」81ページに記載

（２）企画・アセットマネジメント推進班
ア）部の施策の総合企画と連絡調整に関すること

地域のニーズに根ざした効率的で透明性のある事業を推進するため、土木建築部の政策の企画・立案及び各課
の施策の総合調整を行うとともに、他部局や関係機関との調整を行う。
・政府予算等に関する提言の取りまとめと国に対しての提言活動

と き め き

・土木建築部長期計画（おおいた土木未来プラン）の進行管理
・各種団体からの要望への対応

と き め き

・土木建築部の行動指針（土木未来行動指針）に基づき、県民に信頼される土木建築行政を推進
と き め き

※土木未来行動指針については６ページに記載

イ）公共土木施設のアセットマネジメントの推進に関すること
施設の点検を着実に進めながら、適切なタイミングで補修・補強・更新を行う戦略的なマネジメントを推進する。

ウ）津波防災地域づくりに関すること
津波災害の防止・軽減のため、市町村や防災部局等と連携してハード・ソフト両面から津波防災地域づくりを
推進する。
エ）土木建築部の危機管理体制に関すること

災害発生時における土木建築部の応急対策を迅速かつ的確に実施するため、危機管理マニュアル等により、組
織、職員のリスクマネジメントを推進する。
オ）土木技術職員の研修に関すること
・若手土木技術職員の資質と技術力の向上を目的とした各地方機関で実施する職場研修
・土木職員の更なる技術力向上を目的とした大分県建設技術センターが実施する専門技術研修
・高度な技術力の養成を目的とした国土交通大学校や全国建設研修センター等への派遣研修

建
設
政
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カ）部のDXの推進に関すること
・大分県DX（デジタルトランスフォーメーション）推進戦略のうち、土木建築部に関するDX施策を推進する。

（３）建設技術情報班
ア）発注者の技術力確保に関すること
１）技術管理に関すること
・土木工事の調査・設計、施工関係の基準や要綱の改定
・新技術・新工法の活用促進
２）積算基準の改定に関すること
・土木工事標準歩掛の改訂
・公共事業労務費調査、資材単価調査、施工形態動向調査

イ）事業の進行管理に関すること
・公共事業の執行計画と進行管理
ウ）働き方改革の推進、生産性向上の取組に関すること
・週休２日工事、工事書類の簡素化、ICT活用工事、CIM、遠隔臨場、情報共有システム試行工事等
エ）公共事業業務システムの運用改善及び保守に関すること
・大分県共同利用型積算システムなどの総合的な運用・管理
オ）公共事業の価値向上（バリュー・エンジニアリング）に関すること
・VE研修、設計VEや契約後VEの取組み

（４）事業・環境評価対策班
ア）公共事業評価の推進
・公共事業の効率化、重点化、事業実施過程における透明性の向上を図るための公共事業評価に関する調整や指導
・大分県事業評価監視委員会（第三者機関）、庁内判定会議（部外機関）、検討部会（部内機関）の開催及び運営
イ）環境影響評価等に関する調整
・土木建築部が実施する公共事業の環境アセスメント等に関する生活環境部との調整
・土壌汚染対策法、自主的環境配慮指針の部内発注機関への周知及び指導
ウ）文化財調査に関する調整
・公共事業の円滑な執行と文化財の適切で調和のとれた保存のため、文化課及び埋蔵文化財センターとの調整
・文化財保護法の部内発注機関への周知及び指導
エ）建設リサイクルの推進
・建設リサイクル法に基づく工事届出、通知業務の総括
・分別解体、再資源化に対する指導
・建設発生土の情報交換
オ）共生のまち整備事業
・歩道段差解消や信号機の視覚障がい者用音響装置の設置等、県が設置管理する公共施設のバリアフリー化等を推進

※令和８年度事業計画は「資料編」８０ページに記載

カ）地域の安心基盤づくりサポート事業
・道路を除く県管理の公共施設において、小規模な損壊や施設機能の維持に支障等が発生した場合、住民からの
要請に応じて迅速に修繕・支障の除去等を行う。

※令和８年度事業計画は「資料編」８０ページに記載

建設政策課
工事検査室
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（５）工事検査室
（工事検査第一班・工事検査第二班）
土木建築部および農林水産部等が発注した工事の適正な執行と、公共施設の安全と品質を確保し、土木技術と建

築技術等の向上を図るための工事監督・検査に係る業務を行う。
ア）本庁発注工事及び地方機関発注工事のうち土木建築部は設計金額８，０００万円以上、農林水産部は設計金額５，０００
万円以上の完成検査、出来形確認、中間検査及び指定部分完成検査

イ）設計金額２，０００万円以上の本庁発注委託及び地方機関発注委託の完了検査及び部分完了検査
ウ）工事の品質管理試験を行う試験場の指定、生コンクリートの工場検査及びコンクリート二次製品の工場検査
エ）工事の監督基準、検査基準及び工事成績評定等の指導
オ）委託業務の監督基準、検査基準及び委託業務等成績評定の指導
カ）工事の管理、監督、検査に関する調査、研究及び技術職員等の指導並びに研修
キ）土木工事の共通仕様書、施工管理基準及び検査基準の改定
ク）土木建築部における建設工事・委託業務の優良業者の表彰（土木建築部長表彰）

建設政策課
工事検査室
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カ）部のDXの推進に関すること
・大分県DX（デジタルトランスフォーメーション）推進戦略のうち、土木建築部に関するDX施策を推進する。

（３）建設技術情報班
ア）発注者の技術力確保に関すること
１）技術管理に関すること
・土木工事の調査・設計、施工関係の基準や要綱の改定
・新技術・新工法の活用促進

２）積算基準の改定に関すること
・土木工事標準歩掛の改訂
・公共事業労務費調査、資材単価調査、施工形態動向調査

イ）事業の進行管理に関すること
・公共事業の執行計画と進行管理

ウ）働き方改革の推進、生産性向上の取組に関すること
・週休２日工事、工事書類の簡素化、ICT活用工事、CIM、遠隔臨場、情報共有システム試行工事等

エ）公共事業業務システムの運用改善及び保守に関すること
・大分県共同利用型積算システムなどの総合的な運用・管理

オ）公共事業の価値向上（バリュー・エンジニアリング）に関すること
・VE研修、設計VEや契約後VEの取組み

（４）事業・環境評価対策班
ア）公共事業評価の推進
・公共事業の効率化、重点化、事業実施過程における透明性の向上を図るための公共事業評価に関する調整や指導
・大分県事業評価監視委員会（第三者機関）、庁内判定会議（部外機関）、検討部会（部内機関）の開催及び運営
イ）環境影響評価等に関する調整
・土木建築部が実施する公共事業の環境アセスメント等に関する生活環境部との調整
・土壌汚染対策法、自主的環境配慮指針の部内発注機関への周知及び指導

ウ）文化財調査に関する調整
・公共事業の円滑な執行と文化財の適切で調和のとれた保存のため、文化課及び埋蔵文化財センターとの調整
・文化財保護法の部内発注機関への周知及び指導

エ）建設リサイクルの推進
・建設リサイクル法に基づく工事届出、通知業務の総括
・分別解体、再資源化に対する指導
・建設発生土の情報交換

オ）共生のまち整備事業
・歩道段差解消や信号機の視覚障がい者用音響装置の設置等、県が設置管理する公共施設のバリアフリー化等を推進

※令和８年度事業計画は「資料編」８０ページに記載

カ）地域の安心基盤づくりサポート事業
・道路を除く県管理の公共施設において、小規模な損壊や施設機能の維持に支障等が発生した場合、住民からの
要請に応じて迅速に修繕・支障の除去等を行う。

※令和８年度事業計画は「資料編」８０ページに記載
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（５）工事検査室
（工事検査第一班・工事検査第二班）
土木建築部および農林水産部等が発注した工事の適正な執行と、公共施設の安全と品質を確保し、土木技術と建
築技術等の向上を図るための工事監督・検査に係る業務を行う。
ア）本庁発注工事及び地方機関発注工事のうち土木建築部は設計金額８，０００万円以上、農林水産部は設計金額５，０００
万円以上の完成検査、出来形確認、中間検査及び指定部分完成検査
イ）設計金額２，０００万円以上の本庁発注委託及び地方機関発注委託の完了検査及び部分完了検査
ウ）工事の品質管理試験を行う試験場の指定、生コンクリートの工場検査及びコンクリート二次製品の工場検査
エ）工事の監督基準、検査基準及び工事成績評定等の指導
オ）委託業務の監督基準、検査基準及び委託業務等成績評定の指導
カ）工事の管理、監督、検査に関する調査、研究及び技術職員等の指導並びに研修
キ）土木工事の共通仕様書、施工管理基準及び検査基準の改定
ク）土木建築部における建設工事・委託業務の優良業者の表彰（土木建築部長表彰）

建設政策課
工事検査室
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年度別工事検査件数

令和７年度土木建築部事務所別工事検査件数

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
土木建築部 270 401 482 416 533 466 525
農林水産部 260 337 335 306 290 251 230
他部局等 15 9 2 7 5 5 8
合 計 545 747 819 729 828 722 763

建設政策課
工事検査室

建
設
政
策
課

工
事
検
査
室

※他部局（公社、芸術文化短期大学、看護科学大学）

令和７年度 委託検査件数 ６６件
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合計 525件

7

26

43

23

9

1818

73

48

4

24

6

21

71

152

用地対策課

１．業務の概要
用地対策課では、土木建築部の事業に必要となる土地「事業用地」を取得するために、用地買収や物件補償に関す

る指導事務を行っている。
また、土地収用法に関する事務（収用委員会や、市町村等事業の事業認定）を行っている。

（１）用地補償
土地の提供や物件の移転等に伴って通常生じる損失は、原則として金銭をもって補償することになっている。こ

れを「用地補償」という。
用地補償は、一部の権利者に過分の利得をもたらすものであってはならない一方で、不当な受忍を強いるもので

もあってはならない。すなわち「正当な補償」であることが求められる。
このため、大分県では「大分県が施行する公共事業に伴う損失補償基準」を定め、この基準に基づいて適正で公

平な用地補償を行っている。
（主な業務）
・適正で公平な補償を行うため、損失補償基準の適正な運用と補償理論や補償事例の研究・調査に取り組み、各土
木事務所等を指導している。

・公共事業を円滑に遂行するため、計画的な用地の確保を目指し、各土木事務所等の用地取得を支援している。
・土地の所有者など関係する方々に、安心して土地を提供していただけるよう、信頼される用地職員の育成に取り
組んでいる。

（２）土地収用制度
補償金の額などにより権利者の同意が得られない場合や、土地の所有権や境界について争いがあるため、話し合

いでは事業用地を取得することができない場合がある。
このような場合には、事業施行者は土地収用法に定められた手続を経て、土地所有者や関係者に適正な補償をし

たうえで、土地の収用を行っている。
（主な業務）
・法律、経済及び行政の各分野から選ばれた７人の委員で構成された収用委員会が、土地収用の裁決申請に基づい
て、事業施行者と土地所有者等との間の損失の補償などの争いを中立の立場で公正に審理し、裁決を行っている。

用
地
対
策
課
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年度別工事検査件数

令和７年度土木建築部事務所別工事検査件数

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
土木建築部 270 401 482 416 533 466 525
農林水産部 260 337 335 306 290 251 230
他部局等 15 9 2 7 5 5 8
合 計 545 747 819 729 828 722 763

建設政策課
工事検査室
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※他部局（公社、芸術文化短期大学、看護科学大学）

令和７年度 委託検査件数 ６６件
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用地対策課

１．業務の概要
用地対策課では、土木建築部の事業に必要となる土地「事業用地」を取得するために、用地買収や物件補償に関す

る指導事務を行っている。
また、土地収用法に関する事務（収用委員会や、市町村等事業の事業認定）を行っている。

（１）用地補償
土地の提供や物件の移転等に伴って通常生じる損失は、原則として金銭をもって補償することになっている。こ
れを「用地補償」という。
用地補償は、一部の権利者に過分の利得をもたらすものであってはならない一方で、不当な受忍を強いるもので
もあってはならない。すなわち「正当な補償」であることが求められる。
このため、大分県では「大分県が施行する公共事業に伴う損失補償基準」を定め、この基準に基づいて適正で公
平な用地補償を行っている。
（主な業務）
・適正で公平な補償を行うため、損失補償基準の適正な運用と補償理論や補償事例の研究・調査に取り組み、各土
木事務所等を指導している。
・公共事業を円滑に遂行するため、計画的な用地の確保を目指し、各土木事務所等の用地取得を支援している。
・土地の所有者など関係する方々に、安心して土地を提供していただけるよう、信頼される用地職員の育成に取り
組んでいる。

（２）土地収用制度
補償金の額などにより権利者の同意が得られない場合や、土地の所有権や境界について争いがあるため、話し合
いでは事業用地を取得することができない場合がある。
このような場合には、事業施行者は土地収用法に定められた手続を経て、土地所有者や関係者に適正な補償をし
たうえで、土地の収用を行っている。
（主な業務）
・法律、経済及び行政の各分野から選ばれた７人の委員で構成された収用委員会が、土地収用の裁決申請に基づい
て、事業施行者と土地所有者等との間の損失の補償などの争いを中立の立場で公正に審理し、裁決を行っている。
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２．大分県の状況
ア）用地及び補償の実績（令和７年度）

※端数処理のため各欄の合計値と計欄とが一致しない場合がある。

イ）用地費及び補償費の推移

ウ）裁決申請等件数の推移

取得筆数（筆） 取得面積（㎡） 用地費（千円） 補償費（千円） 合 計（千円）

道路 ５１１ １１７,８４４ ４０３,８５３ ２,４５７,９３４ ２,８６１,７８７

６９ １４,４４６ ６３,４７１ ４４９,２９７ ５１２,７６９

４８０ １１６,２９３ １１９,６４１ ２９１,７８３ ４１１,４２３

０ ０ ０ ２１８,６０９ ２１８,６０９

９５ ７,００８ ３４２,７５７ １,２１３,８３５ １,５５６,５９２

２４１ ４３,４３３ １２,８０８ １３７,７７０ １５０,５７８

１,３９６ ２９９,０２４ ９４２,５３０ ４,７６９,２２７ ５,７１１,７５７

河川

砂防

港湾

街路

その他

計

前年度からの
繰越件数

申請件数
処理状況

計
翌年度への
繰越件数裁決件数 和解件数 取下げ件数

平成２９年度 １ ０ １ ０ ０ １ ０

平成３０年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和元年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和３年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和４年度 ０ ３ １ ０ ２ ３ ０

令和５年度 ０ １ ０ ０ ０ ０ １

令和７年度 ２ １ ３ ０ ０ ３ ０
令和６年度 １ ２ １ ０ ０ １ ２

用地対策課

用
地
対
策
課

H29

1,0411,041

3,2553,255 2,9842,984

5,5095,509
6,4456,445 5,9115,911

4,5614,561

6,5696,569

1,0411,041

5,1935,193

677677

4,7694,769

9429421,0231,023
2,2352,2351,9081,9081,6791,6791,1241,124

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

道路建設課、道路保全課

１．業務の概要

２．大分県長期道路整備計画『おおいたの道構想2024』

「安心・元気・
未来創造ビジョン

2024」

「おおいた
と き め き

土木未来プラン
2024」

「おおいたの道構想
2024」 『豊ちゃく』毎年更新

大分県長期総合計画 大分県土木建築部長期計画 大分県長期道路整備計画

▲計画の位置づけ

３．道路施設のアセットマネジメント

道路建設課では、道路事業全般の調整や、県が管理する国道及び県道の（主に）改良に係る調査、計画及び工事の
施工に加え、高速道路事業や国直轄事業の促進及び連絡調整に関する業務などを行っている。
道路保全課では、県が管理する国道及び県道の管理業務や道路関係法令に基づく業務に加え、維持及び補修、交通

安全、無電柱化、防災、災害復旧などに係る調査、計画及び工事の施工、市町村事業に関する業務などを行っている。

近年、九州各地における半導体関連投資の活発化などによる企業立地や産業集積が進むなど、産業や物流を支える
広域道路ネットワークの整備の重要性がさらに高まっている。また、ＡＩやドローン、自動運転など様々な先端技術
の開発・普及が進んでおり、人々の生活や経済活動のあり方が大きく変化している。さらに、道路における賑わい空
間の創出や自転車活用の推進といった道路に求められるニーズの多様化、脱炭素化によるグリーン社会の実現に向け
た取組など、道路を取り巻く情勢が変化している。
このような状況の中、大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４」（令和６年９月）及び大分県土

と き め き

木建築部長期計画「おおいた土木未来プラン２０２４」（令和７年３月）の策定を踏まえ、新たな長期道路整備計画「お
おいたの道構想２０２４」を令和７年３月に策定した。

本計画を踏まえ、「安心・元気・未来創造」の３本の柱に対応した「生活の安全・安心を高める道路整備」、「元
気で快適に暮らせる地域づくりを支える道路整備」、「おおいたの未来創造に向けた道路整備」の各分野における道
路整備を推進する。

※詳細は「資料編」に記載（Ｐ８３～）
「豊ちゃく」は、道路事業の今後５年間での開通目標を示す取組で、毎年公表している。これは、「おおいたの道

構想２０２４」を具体にするための年度単位でのＰＤＣＡサイクルにあたるものである。
開通時期を明確にすることにより、予算の重点配分や目標達成に向けた事業の進捗管理、説明責任の向上に資する

ことを目的としている。
令和７年度の達成状況は、目標３１区間約６.１kmの開通目標に対して３１区間、約６.９kmを開通することができた。
令和８年度の開通目標は、２６区間、約５.７kmとしている。
＜主な開通区間＞
一般県道栃野西大山線（中津江工区）約０.７５km、一般国道４４２号（宗方拡幅）約０.２０kmなど

＜主な開通予定区間＞
一般国道217号（戸穴バイパス）約１.１０km、一般国道３２６号（小坂工区）約０.１３kmなど

わが国では高度経済成長期に集中的に整備された橋梁やトンネル等の社会インフラの老朽化が進行している。そこ
で、公共サービスの最適化を達成するため、現在ある資産を適正に評価し、それを将来にわたって安全かつ快適に維
持するとともに、限られた財源等の資源を有効に活用しながら、適切な公共サービスを提供することを目的としてい
る。
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２．大分県の状況
ア）用地及び補償の実績（令和７年度）

※端数処理のため各欄の合計値と計欄とが一致しない場合がある。

イ）用地費及び補償費の推移

ウ）裁決申請等件数の推移

取得筆数（筆） 取得面積（㎡） 用地費（千円） 補償費（千円） 合 計（千円）
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４８０ １１６,２９３ １１９,６４１ ２９１,７８３ ４１１,４２３

０ ０ ０ ２１８,６０９ ２１８,６０９

９５ ７,００８ ３４２,７５７ １,２１３,８３５ １,５５６,５９２

２４１ ４３,４３３ １２,８０８ １３７,７７０ １５０,５７８

１,３９６ ２９９,０２４ ９４２,５３０ ４,７６９,２２７ ５,７１１,７５７

河川

砂防

港湾

街路

その他

計

前年度からの
繰越件数

申請件数
処理状況

計
翌年度への
繰越件数裁決件数 和解件数 取下げ件数

平成２９年度 １ ０ １ ０ ０ １ ０

平成３０年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和元年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和３年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

令和４年度 ０ ３ １ ０ ２ ３ ０

令和５年度 ０ １ ０ ０ ０ ０ １

令和７年度 ２ １ ３ ０ ０ ３ ０
令和６年度 １ ２ １ ０ ０ １ ２

用地対策課

用
地
対
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道路建設課、道路保全課

１．業務の概要

２．大分県長期道路整備計画『おおいたの道構想2024』

「安心・元気・
未来創造ビジョン

2024」

「おおいた
と き め き

土木未来プラン
2024」

「おおいたの道構想
2024」 『豊ちゃく』毎年更新

大分県長期総合計画 大分県土木建築部長期計画 大分県長期道路整備計画

▲計画の位置づけ

３．道路施設のアセットマネジメント

道路建設課では、道路事業全般の調整や、県が管理する国道及び県道の（主に）改良に係る調査、計画及び工事の
施工に加え、高速道路事業や国直轄事業の促進及び連絡調整に関する業務などを行っている。
道路保全課では、県が管理する国道及び県道の管理業務や道路関係法令に基づく業務に加え、維持及び補修、交通

安全、無電柱化、防災、災害復旧などに係る調査、計画及び工事の施工、市町村事業に関する業務などを行っている。

近年、九州各地における半導体関連投資の活発化などによる企業立地や産業集積が進むなど、産業や物流を支える
広域道路ネットワークの整備の重要性がさらに高まっている。また、ＡＩやドローン、自動運転など様々な先端技術
の開発・普及が進んでおり、人々の生活や経済活動のあり方が大きく変化している。さらに、道路における賑わい空
間の創出や自転車活用の推進といった道路に求められるニーズの多様化、脱炭素化によるグリーン社会の実現に向け
た取組など、道路を取り巻く情勢が変化している。
このような状況の中、大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４」（令和６年９月）及び大分県土

と き め き

木建築部長期計画「おおいた土木未来プラン２０２４」（令和７年３月）の策定を踏まえ、新たな長期道路整備計画「お
おいたの道構想２０２４」を令和７年３月に策定した。

本計画を踏まえ、「安心・元気・未来創造」の３本の柱に対応した「生活の安全・安心を高める道路整備」、「元
気で快適に暮らせる地域づくりを支える道路整備」、「おおいたの未来創造に向けた道路整備」の各分野における道
路整備を推進する。

※詳細は「資料編」に記載（Ｐ８３～）
「豊ちゃく」は、道路事業の今後５年間での開通目標を示す取組で、毎年公表している。これは、「おおいたの道

構想２０２４」を具体にするための年度単位でのＰＤＣＡサイクルにあたるものである。
開通時期を明確にすることにより、予算の重点配分や目標達成に向けた事業の進捗管理、説明責任の向上に資する

ことを目的としている。
令和７年度の達成状況は、目標３１区間約６.１kmの開通目標に対して３１区間、約６.９kmを開通することができた。
令和８年度の開通目標は、２６区間、約５.７kmとしている。
＜主な開通区間＞
一般県道栃野西大山線（中津江工区）約０.７５km、一般国道４４２号（宗方拡幅）約０.２０kmなど

＜主な開通予定区間＞
一般国道217号（戸穴バイパス）約１.１０km、一般国道３２６号（小坂工区）約０.１３kmなど

わが国では高度経済成長期に集中的に整備された橋梁やトンネル等の社会インフラの老朽化が進行している。そこ
で、公共サービスの最適化を達成するため、現在ある資産を適正に評価し、それを将来にわたって安全かつ快適に維
持するとともに、限られた財源等の資源を有効に活用しながら、適切な公共サービスを提供することを目的としてい
る。
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４．施策の概要・主な当年度事業

①インフラ点検の着実な推進
交付金の活用等により、橋梁、トンネル等のインフラ
点検を実施

②施設毎の長寿命化計画等の策定
点検結果を踏まえ、対策の内容や時期等を長寿命化計
画等として順次策定

③補修対策の実施
計画に基づき優先順位を定めて適切なタイミングで対
策を実施

④維持管理コストの低減に資する新技術の導入
道路照明のLED化の推進、日常パトロールにおいて、
スマートフォンの加速度センサーを用いた路面状況調
査を実施

（１）道路改良
ア）高規格道路

広域道路ネットワークの充実・強化を図る。
①東九州自動車道４車線化

・津久見ＩＣ～佐伯ＩＣの一部
・大分宮河内ＩＣ～臼杵ＩＣ付近

②中九州横断道路
【国事業】竹田阿蘇道路
③中津日田道路
【国事業】三光本耶馬渓道路
【県事業】耶馬溪山国道路・日田山国道路

イ）一般国道（直轄管理区間）
渋滞緩和や交通機能の確保等を進めるため道路改良事業の促進を図る。
・一般国道１０号（高江拡幅）
・一般国道２１０号（横瀬拡幅）
・一般国道２１０号（川下改良）
・一般国道２１０号（池ノ原橋床板取替）

ウ）一般国道（県管理区間）・県道
地域間の交流を図るとともに都市部の渋滞緩和や交通機能の確保、地方部の生活道路の改善等を図るため道
路改良事業を推進する。
①一般国道（県管理区間）
・一般国道１９７号（鶴崎拡幅）・一般国道２１２号（日田拡幅）・一般国道２１７号（平岩松崎バイパス）ほか
令和８年度は、一般国道217号（戸穴バイパス）など３区間約１.５kmの開通を予定している。

施設名 道路施設数 単位 総数

橋梁 橋梁橋 ２，５３４
橋橋道歩断横 ４３

トンネル トンネル本体 本 ２６１
㎞装舗装舗 ３，１４１

道路のり面
工・土工構
造物等

擁壁（補強土壁、混合擁壁） 箇所 １，０８８
高盛土（２段以上） 箇所 ５９５

所箇ーカンア １６４
モルタル・コンクリート吹付 箇所 ３，６７４

所箇枠法 ７３２
落石防止柵、落石防止網 箇所 ２，０８６
函渠（ｗ＝５ｍ以上） 箇所 ６１
ロックシェッド（覆道） 箇所 ７

道路付属物
基板報情路道 １６７
所箇明照路道 ７，４４３
基識標路道 ２，０９７

道路建設課
道路保全課

道路施設数

道
路
建
設
課

道
路
保
全
課

（各長寿命化計画より）

②県道
・主要地方道中津高田線（江須賀～金屋工区）・一般県道梶寄浦佐伯線（吹浦工区）
・一般県道三重新殿線（牟礼前田工区）・主要地方道玖珠山国線（立羽田工区）ほか
令和８年度は、一般県道床木海崎停車場線（海崎２工区）など６区間約１.４㎞の開通を予定している。

（２）県単独事業
一般改良事業、地域振興道路改良事業、高規格関連事業などにより、生活に密着した道路の改良事業を推進する。
・主要地方道大分臼杵線（末広工区）・主要地方道耶馬溪院内線（鴫良工区）
・一般県道四浦港津井浦線（大浜２工区）・一般県道弓立上戸次線（中野工区）ほか
令和８年度は、一般県道岩戸五馬日田線（小坪尻工区）など１０区間約１.７kmの開通を予定している。

（３）交通安全
交通安全施設（歩道、自転車歩行者道、防護柵、道路照明灯、道路標識等）の整備を推進し道路交通の安全の確

保と円滑化を図る。
平成２４年度に全国で多発した通学児童の交通事故を契機に、毎年、学校関係者や警察と連携し、通学路の合同点

検を実施している。合同点検で抽出した危険箇所の解消や法指定通学路の歩道整備を中心に交通安全事業を推進す
る。
・一般国道326号（小坂工区、自転車歩行者道）
・一般県道下時枝今津停車場線（富山工区、歩道）
・一般国道500号（明礬２工区、歩道）
・一般県道国東安岐線（つつじヶ丘工区、歩道）ほか
令和8年度は、一般県道朝田日田線（銭花工区）など、５区間約０.４kmの開通を予定している。

（４）道路の維持・管理
ア）維持・補修

道路の機能を常に良好な状態に保ち、安全かつ円滑な交通の確保と沿道の生活環境の保全を図るために、施
設の点検や道路パトロールを実施し、舗装補修、橋梁補修、トンネル補修、街路樹管理等により、施設の適切
な維持管理等を行う。
・橋梁補修 主要地方道天瀬阿蘇線（天筌橋）ほか
・舗装補修 主要地方道大在大分港線（大分市萩原）ほか

イ）改善
道路利用者の利便性及び安全性向上を図るため、「小規模改築」と「修繕」を組み合わせた事業を実施する。

・身近な道改善事業 主要地方道安心院湯布院線（宇佐市安心院町鳥越）ほか
ウ）防災対策

落石等の自然災害を未然に防止し、地域の安全な生活を支えるとともに大規模な地震が発生した場合にも、
橋梁の落橋・倒壊など重大な被害が生じないように橋梁の耐震化を行う。
・主要地方道別府一の宮線（別府市大字南立石）ほか
・主要地方道大在大分港線（家島橋（下り））ほか

エ）管理
道路法に基づく許可事務、境界確認、消耗品の交換等の事務を行っている。主な許可事務は以下のとおり。

・道路工事施行承認（法第２４条）～歩道の切り下げ、法面の埋土 等
・道路占用許可（法第３２条）～電柱、水道管、工事用の足場 等
・特殊車両通行許可（法第４７条の２）～一般的制限基準を超える車両の通行許可
また、災害が発生した場合に緊急車両等の通行を確保するため、平成２９年７月から道路法第３７条に基づき緊
急輸送道路上の電柱の新設を原則として禁止。

道路建設課
道路保全課
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４．施策の概要・主な当年度事業

①インフラ点検の着実な推進
交付金の活用等により、橋梁、トンネル等のインフラ
点検を実施

②施設毎の長寿命化計画等の策定
点検結果を踏まえ、対策の内容や時期等を長寿命化計
画等として順次策定

③補修対策の実施
計画に基づき優先順位を定めて適切なタイミングで対
策を実施

④維持管理コストの低減に資する新技術の導入
道路照明のLED化の推進、日常パトロールにおいて、
スマートフォンの加速度センサーを用いた路面状況調
査を実施

（１）道路改良
ア）高規格道路

広域道路ネットワークの充実・強化を図る。
①東九州自動車道４車線化

・津久見ＩＣ～佐伯ＩＣの一部
・大分宮河内ＩＣ～臼杵ＩＣ付近

②中九州横断道路
【国事業】竹田阿蘇道路

③中津日田道路
【国事業】三光本耶馬渓道路
【県事業】耶馬溪山国道路・日田山国道路

イ）一般国道（直轄管理区間）
渋滞緩和や交通機能の確保等を進めるため道路改良事業の促進を図る。

・一般国道１０号（高江拡幅）
・一般国道２１０号（横瀬拡幅）
・一般国道２１０号（川下改良）
・一般国道２１０号（池ノ原橋床板取替）

ウ）一般国道（県管理区間）・県道
地域間の交流を図るとともに都市部の渋滞緩和や交通機能の確保、地方部の生活道路の改善等を図るため道

路改良事業を推進する。
①一般国道（県管理区間）
・一般国道１９７号（鶴崎拡幅）・一般国道２１２号（日田拡幅）・一般国道２１７号（平岩松崎バイパス）ほか
令和８年度は、一般国道217号（戸穴バイパス）など３区間約１.５kmの開通を予定している。

施設名 道路施設数 単位 総数

橋梁 橋梁橋 ２，５３４
橋橋道歩断横 ４３

トンネル トンネル本体 本 ２６１
㎞装舗装舗 ３，１４１

道路のり面
工・土工構
造物等

擁壁（補強土壁、混合擁壁） 箇所 １，０８８
高盛土（２段以上） 箇所 ５９５

所箇ーカンア １６４
モルタル・コンクリート吹付 箇所 ３，６７４

所箇枠法 ７３２
落石防止柵、落石防止網 箇所 ２，０８６
函渠（ｗ＝５ｍ以上） 箇所 ６１
ロックシェッド（覆道） 箇所 ７

道路付属物
基板報情路道 １６７
所箇明照路道 ７，４４３
基識標路道 ２，０９７

道路建設課
道路保全課
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（各長寿命化計画より）

②県道
・主要地方道中津高田線（江須賀～金屋工区）・一般県道梶寄浦佐伯線（吹浦工区）
・一般県道三重新殿線（牟礼前田工区）・主要地方道玖珠山国線（立羽田工区）ほか
令和８年度は、一般県道床木海崎停車場線（海崎２工区）など６区間約１.４㎞の開通を予定している。

（２）県単独事業
一般改良事業、地域振興道路改良事業、高規格関連事業などにより、生活に密着した道路の改良事業を推進する。
・主要地方道大分臼杵線（末広工区）・主要地方道耶馬溪院内線（鴫良工区）
・一般県道四浦港津井浦線（大浜２工区）・一般県道弓立上戸次線（中野工区）ほか
令和８年度は、一般県道岩戸五馬日田線（小坪尻工区）など１０区間約１.７kmの開通を予定している。

（３）交通安全
交通安全施設（歩道、自転車歩行者道、防護柵、道路照明灯、道路標識等）の整備を推進し道路交通の安全の確
保と円滑化を図る。
平成２４年度に全国で多発した通学児童の交通事故を契機に、毎年、学校関係者や警察と連携し、通学路の合同点

検を実施している。合同点検で抽出した危険箇所の解消や法指定通学路の歩道整備を中心に交通安全事業を推進す
る。
・一般国道326号（小坂工区、自転車歩行者道）
・一般県道下時枝今津停車場線（富山工区、歩道）
・一般国道500号（明礬２工区、歩道）
・一般県道国東安岐線（つつじヶ丘工区、歩道）ほか
令和8年度は、一般県道朝田日田線（銭花工区）など、５区間約０.４kmの開通を予定している。

（４）道路の維持・管理
ア）維持・補修

道路の機能を常に良好な状態に保ち、安全かつ円滑な交通の確保と沿道の生活環境の保全を図るために、施
設の点検や道路パトロールを実施し、舗装補修、橋梁補修、トンネル補修、街路樹管理等により、施設の適切
な維持管理等を行う。
・橋梁補修 主要地方道天瀬阿蘇線（天筌橋）ほか
・舗装補修 主要地方道大在大分港線（大分市萩原）ほか

イ）改善
道路利用者の利便性及び安全性向上を図るため、「小規模改築」と「修繕」を組み合わせた事業を実施する。

・身近な道改善事業 主要地方道安心院湯布院線（宇佐市安心院町鳥越）ほか
ウ）防災対策

落石等の自然災害を未然に防止し、地域の安全な生活を支えるとともに大規模な地震が発生した場合にも、
橋梁の落橋・倒壊など重大な被害が生じないように橋梁の耐震化を行う。
・主要地方道別府一の宮線（別府市大字南立石）ほか
・主要地方道大在大分港線（家島橋（下り））ほか

エ）管理
道路法に基づく許可事務、境界確認、消耗品の交換等の事務を行っている。主な許可事務は以下のとおり。
・道路工事施行承認（法第２４条）～歩道の切り下げ、法面の埋土 等
・道路占用許可（法第３２条）～電柱、水道管、工事用の足場 等
・特殊車両通行許可（法第４７条の２）～一般的制限基準を超える車両の通行許可
また、災害が発生した場合に緊急車両等の通行を確保するため、平成２９年７月から道路法第３７条に基づき緊

急輸送道路上の電柱の新設を原則として禁止。
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（５）令和８年度事業計画

国庫補助事業 （単位：千円）

県単独事業 （単位：千円）

要概額算予名業事

道 路 改 良 事 業 費 １５，０３２，９８４
高速道路を補完する循環型高速交通ネットワークを整備するととも
に、まちなかの渋滞対策、主要な道路や地域産業・観光交流を促進
する基幹道等の整備を実施する。

交 通 安 全 事 業 費 ２，３４９，２４２ 歩道や自転車歩行者道の設置、交差点の改良等の交通安全対策や緊
急輸送道路等の無電柱化工事を実施する。

道 路 防 災 事 業 費 １，７０６，４１２
防災拠点等を結ぶ啓開ルートや孤立集落対策区間における道路法面
の崩壊・落石対策を重点的に推進し、道路ネットワーク及び利用者
の安全を確保する。

道 路 施 設 補 修 事 業 費 ７，４９８，２０７
定期点検の結果、早期対策が必要とされた橋梁、トンネル等の補修
対策を行うとともに、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震化を計画的
に実施する。

国 直 轄 道 路 事 業 負 担 金 ３，０２９，８１０

国 庫 補 助 事 業 計 ２９，６１６，６５５

要概額算予名業事

交 通 安 全 事 業 費 ５０３，２００
交通安全施設の新設や更新等を行い、交通事故を未然に防止し、道
路利用者の安全確保とサービス向上、高齢者や子どもなどのいわゆ
る「交通弱者」の「安全で安心して暮らせる社会」の実現を図る。

道 路 防 災 事 業 費 ９２４，５００
防災拠点等を結ぶ啓開ルートや孤立集落対策区間における道路法面
の崩壊・落石対策を重点的に推進し、道路ネットワーク及び利用者
の安全を確保する。

身 近 な 道 改 善 事 業 費 ８００，０００
住民の生活に密着した道路の利便性・安全性を低コストかつ短期間
で向上させるため、路肩の拡幅や簡易歩道整備等の小規模な改良や
通学路安全対策を実施する。

側 溝 整 備 事 業 費 ９１，６１５ 道路側溝の未整備箇所、破損箇所について、順次整備を行い、交通
の安全性向上を図る。

道 路 施 設 補 修 事 業 費 ２，７５９，０２８
定期点検の結果、早期対策が必要とされた橋梁や舗装の補修対策を
行うとともに、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震化を計画的に実施
する。

道 路 改 良 事 業 費 ４，０７５，０８０ 集落から病院へのアクセス、通学・買い物等の利便性の向上など生
活の安全・安心を高めるための道路を整備する。

橋 梁 整 備 事 業 費 １２２，９００ 交通需要の増大、車両の大型化等に伴って緊急に整備の必要がある
橋梁の新設または架替えを行う。

そ の 他 ３，８０８，５９２

県 単 独 事 業 費 計 １３，０８４，９１５

合 計 （ 補 助 ＋ 県 単 ） ４２，７０１，５７０
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道路管理費、市町村指導監督事務費、道路橋梁調査費、道路維持修
繕費、クリーンロード支援事業費、道路関係受託事業費、安全・安
心な道路環境創出事業費、高速自動車建設促進事業費、路面標示緊
急補修事業費

河 川 課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

河川課では、県民の生命や財産を洪水や高潮などの被害から守るため堤防や護岸等の整備や治水ダム等の建設を進
めるとともに、自然環境や生活環境に配慮した水辺づくりにも取り組んでいる。また、災害復旧、河川の堆積土の除
去や草刈り等の維持管理、河川や海岸に関する許認可の審査、広域利水の調整並びに水資源の開発及び国等の建設す
るダムの連絡調整、水資源地域の振興対策に関することなどを担当している。

河川課所管の業務は、大きく施設の建設と維持管理に大別される。
施設の建設は、次の方針により定めた計画（※）に基づき事業を推進する。

（１）安全で安心して暮らせる豊の国の川づくり
（２）清らかな水と健全な水循環を構築する川づくり
（３）自然と共生し、生き物にやさしい川づくり
（４）新たな文化の創造と地域づくりと一体となった川づくり
（５）海岸浸食、高潮等に対して安全で美しい海岸づくり
維持管理では、河川、治水ダム、海岸等の許認可事務等を行い公共財産の適正な維持管理を行う。
また、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、流域内のあらゆる関係者が協働して、流域全体で行う治水

対策「流域治水」を、総合的・多層的に推進する。
※川ビジョンおおいた２０２１、河川整備計画、海岸保全基本計画等

（１）河川
県内を流れる一級河川は、６水系３７４河川２，０７７km（うち国土交通大臣管理区間１９７km）、二級河川は、９３水
系２１１河川９８９kmで、合計９９水系５８５河川３，０６６kmである。
この一、二級河川の合計延長は九州で一番長く、全国１２番目の長さで、そのうち県管理延長は全国で１０番目に

あたる。
このほか市町村管理の河川として、一級水系３２８河川３９５km、二級水系２２０河川２２４km、単独水系５１河川４５km
の合計５９９河川６６４kmが準用河川に指定されている。

区 分 水 系 名 河川数（本） 河川延長（㎞）
管理区分（延長）（㎞）
国 県

一級河川

筑後川 ８０ ４４９．５ ６１．３ ３８８．２
五ヶ瀬川 ２５ １２５．０ － １２５．０
番匠川 ５２ ２６３．６ ３３．８ ２２９．８
大野川 １３５ ８１０．３ ３２．３ ７７８．０
大分川 ４９ ２５６．６ ３２．６ ２２４．０
山国川 ３３ １７１．８ ３６．５ １３５．３

計 ６ ３７４ ２，０７６．８ １９６．５ １，８８０．３
二級河川 ９３ ２１１ ９８８．７ － ９８８．７
計 ９９ ５８５ ３，０６５．５ １９６．５ ２，８６９．０

県下河川・数・延長・管理区分

令和７年４月３０日
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（５）令和８年度事業計画

国庫補助事業 （単位：千円）

県単独事業 （単位：千円）

要概額算予名業事

道 路 改 良 事 業 費 １５，０３２，９８４
高速道路を補完する循環型高速交通ネットワークを整備するととも
に、まちなかの渋滞対策、主要な道路や地域産業・観光交流を促進
する基幹道等の整備を実施する。

交 通 安 全 事 業 費 ２，３４９，２４２ 歩道や自転車歩行者道の設置、交差点の改良等の交通安全対策や緊
急輸送道路等の無電柱化工事を実施する。

道 路 防 災 事 業 費 １，７０６，４１２
防災拠点等を結ぶ啓開ルートや孤立集落対策区間における道路法面
の崩壊・落石対策を重点的に推進し、道路ネットワーク及び利用者
の安全を確保する。

道 路 施 設 補 修 事 業 費 ７，４９８，２０７
定期点検の結果、早期対策が必要とされた橋梁、トンネル等の補修
対策を行うとともに、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震化を計画的
に実施する。

国 直 轄 道 路 事 業 負 担 金 ３，０２９，８１０

国 庫 補 助 事 業 計 ２９，６１６，６５５

要概額算予名業事

交 通 安 全 事 業 費 ５０３，２００
交通安全施設の新設や更新等を行い、交通事故を未然に防止し、道
路利用者の安全確保とサービス向上、高齢者や子どもなどのいわゆ
る「交通弱者」の「安全で安心して暮らせる社会」の実現を図る。

道 路 防 災 事 業 費 ９２４，５００
防災拠点等を結ぶ啓開ルートや孤立集落対策区間における道路法面
の崩壊・落石対策を重点的に推進し、道路ネットワーク及び利用者
の安全を確保する。

身 近 な 道 改 善 事 業 費 ８００，０００
住民の生活に密着した道路の利便性・安全性を低コストかつ短期間
で向上させるため、路肩の拡幅や簡易歩道整備等の小規模な改良や
通学路安全対策を実施する。

側 溝 整 備 事 業 費 ９１，６１５ 道路側溝の未整備箇所、破損箇所について、順次整備を行い、交通
の安全性向上を図る。

道 路 施 設 補 修 事 業 費 ２，７５９，０２８
定期点検の結果、早期対策が必要とされた橋梁や舗装の補修対策を
行うとともに、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震化を計画的に実施
する。

道 路 改 良 事 業 費 ４，０７５，０８０ 集落から病院へのアクセス、通学・買い物等の利便性の向上など生
活の安全・安心を高めるための道路を整備する。

橋 梁 整 備 事 業 費 １２２，９００ 交通需要の増大、車両の大型化等に伴って緊急に整備の必要がある
橋梁の新設または架替えを行う。

そ の 他 ３，８０８，５９２

県 単 独 事 業 費 計 １３，０８４，９１５

合 計 （ 補 助 ＋ 県 単 ） ４２，７０１，５７０

道路建設課
道路保全課

道
路
建
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課
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道路管理費、市町村指導監督事務費、道路橋梁調査費、道路維持修
繕費、クリーンロード支援事業費、道路関係受託事業費、安全・安
心な道路環境創出事業費、高速自動車建設促進事業費、路面標示緊
急補修事業費

河 川 課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

河川課では、県民の生命や財産を洪水や高潮などの被害から守るため堤防や護岸等の整備や治水ダム等の建設を進
めるとともに、自然環境や生活環境に配慮した水辺づくりにも取り組んでいる。また、災害復旧、河川の堆積土の除
去や草刈り等の維持管理、河川や海岸に関する許認可の審査、広域利水の調整並びに水資源の開発及び国等の建設す
るダムの連絡調整、水資源地域の振興対策に関することなどを担当している。

河川課所管の業務は、大きく施設の建設と維持管理に大別される。
施設の建設は、次の方針により定めた計画（※）に基づき事業を推進する。

（１）安全で安心して暮らせる豊の国の川づくり
（２）清らかな水と健全な水循環を構築する川づくり
（３）自然と共生し、生き物にやさしい川づくり
（４）新たな文化の創造と地域づくりと一体となった川づくり
（５）海岸浸食、高潮等に対して安全で美しい海岸づくり
維持管理では、河川、治水ダム、海岸等の許認可事務等を行い公共財産の適正な維持管理を行う。
また、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、流域内のあらゆる関係者が協働して、流域全体で行う治水

対策「流域治水」を、総合的・多層的に推進する。
※川ビジョンおおいた２０２１、河川整備計画、海岸保全基本計画等

（１）河川
県内を流れる一級河川は、６水系３７４河川２，０７７km（うち国土交通大臣管理区間１９７km）、二級河川は、９３水
系２１１河川９８９kmで、合計９９水系５８５河川３，０６６kmである。
この一、二級河川の合計延長は九州で一番長く、全国１２番目の長さで、そのうち県管理延長は全国で１０番目に

あたる。
このほか市町村管理の河川として、一級水系３２８河川３９５km、二級水系２２０河川２２４km、単独水系５１河川４５km
の合計５９９河川６６４kmが準用河川に指定されている。

区 分 水 系 名 河川数（本） 河川延長（㎞）
管理区分（延長）（㎞）
国 県

一級河川

筑後川 ８０ ４４９．５ ６１．３ ３８８．２
五ヶ瀬川 ２５ １２５．０ － １２５．０
番匠川 ５２ ２６３．６ ３３．８ ２２９．８
大野川 １３５ ８１０．３ ３２．３ ７７８．０
大分川 ４９ ２５６．６ ３２．６ ２２４．０
山国川 ３３ １７１．８ ３６．５ １３５．３

計 ６ ３７４ ２，０７６．８ １９６．５ １，８８０．３
二級河川 ９３ ２１１ ９８８．７ － ９８８．７
計 ９９ ５８５ ３，０６５．５ １９６．５ ２，８６９．０

県下河川・数・延長・管理区分

令和７年４月３０日

河
川
課
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沿岸数 海岸総延長 海岸保全
区域延長

うち、水管理・国土保全局所管

海 岸 数 地区海岸数 海岸総延長 海岸保全
区域全長 既施設延長

２ ７６９㎞ ３４７．５㎞ ２６ ４２ ２６３㎞ ５５．１㎞ ４５．１㎞

４．施策の概要

（２）ダム
県内のダム（補助）は、多目的ダムとして芹川、北川、野津の３ダム、治水ダムとして安岐、黒沢、青江、床
木、行入、稲葉、玉来の７ダムの計１０ダムを管理している。

（３）海 岸
県内の海岸は、豊前豊後沿岸、豊後水道西沿岸の２沿岸から構成されており、海岸数は２６、海岸線の延長は７６９

kmで、全国総海岸延長の２．２％にあたり、このうち国土交通省水管理・国土保全局所管海岸は、２６３kmで総延長
の３４％を占めている。

（令和８年３月３１日現在）

（１）河川改修事業
気候変動による水災害の頻発化・激甚化を踏まえ、安全・安心な社会を実現するために河川毎に計画的な整備
を実施する。また、激甚な水害の発生や床上浸水の頻発により、人命被害や県民の生活に大きな支障が生じた地
域等においては、集中的に再度災害防止対策を実施する。
加えて、河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有
している生物の生息環境及び多様な河川景観を保全・創出する。

（２）治水ダム建設事業
令和６年度より、国東市安岐町の二級河川安岐川において「安岐ダム再生
事業」を開始した。
本事業は、安岐川の根本的な治水対策として現在の安岐ダム（昭和４６年完

成）の嵩上げ等、既存施設の治水機能を増強し、下流域の浸水被害を防止す
るものである。

（３）ダムメンテナンス事業
管理ダムにおいて、設備等の老朽化により、機能の維持に支障があるもの、又はそのおそれがあるものについ
て、ダム機能の回復または向上を図るため、長寿命化計画に基づき、老朽化対策を実施している。

（４）海岸事業
高潮、波浪等による自然災害に対する県土基盤の安全性を図るため、国土交通省水管理・国土保全局所管の国
東海岸（小原地区）にて海岸環境整備事業を実施している。

河 川 課
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（５）災害復旧事業
河川、海岸、砂防、道路等の国土交通省水管理・国土保全局所管公共土木施設の災害は、県民生活に重大な影

響を及ぼすため、早期復旧を図るとともに、再度災害の防止と安全度の向上を図るための災害復旧助成事業や河
川等災害関連事業等の改良復旧事業を促進し、併せて市町村災害復旧事業の指導、監督等を行っている。

（６）障害防止対策事業
日出生台演習場内は著しく荒廃し、場内からの流出土砂、洪水流量の増加等により、下流の住民、耕地等に被

害を与えているため、障害を防止する目的で大分川の障害防止対策事業を実施している。

（７）水防
水害を未然に防止し、被害を最小限にするためには「ハード整備」と「ソフト対策」が一体となった「減災体

制の確立」及び「自助」「共助」「公助」がバランス良く機能した「減災対策」が必要である。このことから、
水災時の迅速かつ的確な水防活動を可能とするため、河川情報基盤緊急整備事業を実施し、河川水位局、雨量局
の自動観測設備の整備を行い、洪水予報河川や水防警報河川において氾濫警戒情報の発表を行っている。
また、洪水時、住民が的確に避難行動がとれるように、中小河川における「洪水浸水想定区域図」の作成や、

カメラ映像から洪水危険度を視覚的に確認できる量水標設置などに取り組んでいる。

（８）河川及び海岸の管理
河川法及び海岸法に基づき、一級河川の指定区間並びに二級河川及び水管理・国土保全局海岸の適正な管理を

行っている。
・河川監理員（令和８年度 ２１８名）

（９）ダムの管理
発電のある芹川ダム、北川ダムは、企業局と共同で管理しており、安岐ダム、黒沢ダム、青江ダム、床木ダム、

行入ダム、野津ダム、稲葉ダム、玉来ダムは土木事務所が管理を行っている。

（１０）水利使用
発電用、工業用、飲料用、動力用、潅漑用、養殖魚用等の水利使用の申請について、許認可等の事務を行って

いる。

（１１）河川及び海岸産出物の処分
砂利、土、粘土、栗石、あし、かや、竹木、芝等の採取について、河川管理施設を損傷しないように留意し、

治水上支障のないよう許可している。なお砂利採取の許認可事務は、砂利採取法に基づき河川砂利のほか、海砂
利、山砂利等についても行っている。

（１２）河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管海岸の公有水面埋立て
河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管海岸保全区域及び一般公共海岸区域の公有水面埋立法に基づく埋

立ての許認可事務を行っている。

河 川 課
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沿岸数 海岸総延長 海岸保全
区域延長

うち、水管理・国土保全局所管

海 岸 数 地区海岸数 海岸総延長 海岸保全
区域全長 既施設延長

２ ７６９㎞ ３４７．５㎞ ２６ ４２ ２６３㎞ ５５．１㎞ ４５．１㎞

４．施策の概要

（２）ダム
県内のダム（補助）は、多目的ダムとして芹川、北川、野津の３ダム、治水ダムとして安岐、黒沢、青江、床

木、行入、稲葉、玉来の７ダムの計１０ダムを管理している。

（３）海 岸
県内の海岸は、豊前豊後沿岸、豊後水道西沿岸の２沿岸から構成されており、海岸数は２６、海岸線の延長は７６９

kmで、全国総海岸延長の２．２％にあたり、このうち国土交通省水管理・国土保全局所管海岸は、２６３kmで総延長
の３４％を占めている。

（令和８年３月３１日現在）

（１）河川改修事業
気候変動による水災害の頻発化・激甚化を踏まえ、安全・安心な社会を実現するために河川毎に計画的な整備

を実施する。また、激甚な水害の発生や床上浸水の頻発により、人命被害や県民の生活に大きな支障が生じた地
域等においては、集中的に再度災害防止対策を実施する。
加えて、河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有

している生物の生息環境及び多様な河川景観を保全・創出する。

（２）治水ダム建設事業
令和６年度より、国東市安岐町の二級河川安岐川において「安岐ダム再生

事業」を開始した。
本事業は、安岐川の根本的な治水対策として現在の安岐ダム（昭和４６年完

成）の嵩上げ等、既存施設の治水機能を増強し、下流域の浸水被害を防止す
るものである。

（３）ダムメンテナンス事業
管理ダムにおいて、設備等の老朽化により、機能の維持に支障があるもの、又はそのおそれがあるものについ

て、ダム機能の回復または向上を図るため、長寿命化計画に基づき、老朽化対策を実施している。

（４）海岸事業
高潮、波浪等による自然災害に対する県土基盤の安全性を図るため、国土交通省水管理・国土保全局所管の国

東海岸（小原地区）にて海岸環境整備事業を実施している。

河 川 課
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（５）災害復旧事業
河川、海岸、砂防、道路等の国土交通省水管理・国土保全局所管公共土木施設の災害は、県民生活に重大な影
響を及ぼすため、早期復旧を図るとともに、再度災害の防止と安全度の向上を図るための災害復旧助成事業や河
川等災害関連事業等の改良復旧事業を促進し、併せて市町村災害復旧事業の指導、監督等を行っている。

（６）障害防止対策事業
日出生台演習場内は著しく荒廃し、場内からの流出土砂、洪水流量の増加等により、下流の住民、耕地等に被
害を与えているため、障害を防止する目的で大分川の障害防止対策事業を実施している。

（７）水防
水害を未然に防止し、被害を最小限にするためには「ハード整備」と「ソフト対策」が一体となった「減災体
制の確立」及び「自助」「共助」「公助」がバランス良く機能した「減災対策」が必要である。このことから、
水災時の迅速かつ的確な水防活動を可能とするため、河川情報基盤緊急整備事業を実施し、河川水位局、雨量局
の自動観測設備の整備を行い、洪水予報河川や水防警報河川において氾濫警戒情報の発表を行っている。
また、洪水時、住民が的確に避難行動がとれるように、中小河川における「洪水浸水想定区域図」の作成や、
カメラ映像から洪水危険度を視覚的に確認できる量水標設置などに取り組んでいる。

（８）河川及び海岸の管理
河川法及び海岸法に基づき、一級河川の指定区間並びに二級河川及び水管理・国土保全局海岸の適正な管理を
行っている。
・河川監理員（令和８年度 ２１８名）

（９）ダムの管理
発電のある芹川ダム、北川ダムは、企業局と共同で管理しており、安岐ダム、黒沢ダム、青江ダム、床木ダム、

行入ダム、野津ダム、稲葉ダム、玉来ダムは土木事務所が管理を行っている。

（１０）水利使用
発電用、工業用、飲料用、動力用、潅漑用、養殖魚用等の水利使用の申請について、許認可等の事務を行って
いる。

（１１）河川及び海岸産出物の処分
砂利、土、粘土、栗石、あし、かや、竹木、芝等の採取について、河川管理施設を損傷しないように留意し、
治水上支障のないよう許可している。なお砂利採取の許認可事務は、砂利採取法に基づき河川砂利のほか、海砂
利、山砂利等についても行っている。

（１２）河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管海岸の公有水面埋立て
河川及び国土交通省水管理・国土保全局所管海岸保全区域及び一般公共海岸区域の公有水面埋立法に基づく埋
立ての許認可事務を行っている。
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５．主な当年度事業
（１）河川改修事業

既往洪水による浸水被害状況や沿川の状況などを考慮し、河川改修（河道掘削、引堤、堤防嵩上げなど）や川
の流れを阻害している河川内の横断工作物（橋梁、堰など）の改築を行い、河道の流下能力の向上を図る。
さらに、水害時の迅速かつ的確な水防活動及び警戒・避難行動に繋げるため、河川水位局等の自動観測設備の
整備を行う。

〇代表事業箇所
玖珠川（日田市）、野上川（九重町）、山国川（中津市）など

（２）治水ダム建設事業
安岐川流域の抜本的な治水対策として、既存の安岐ダムの治水機能を増強し、下流域の浸水被害を防止する目
的で令和６年度から地質調査や概略設計、環境調査等に着手している。
引き続き工事実施に向けて必要となる詳細測量や各種調査、施設設計および関係機関協議を進める。

（３）ダムメンテナンス事業
県管理ダムにてライフサイクルコストの縮減、新技術等の活用が図れるよう、長寿命化計画の見直しを行うと
ともに、その計画に沿ったダム本体、放流設備、関連設備、貯水池等の改良工事を実施する。

（４）緊急河床掘削事業（県単独事業）
洪水等による土砂堆積で流下能力が低下した河川について、人命に密接に関わる（人家・学校等）箇所の河床
掘削をすることにより、早期の流下能力の改善を図り、安全で安心して暮らせる災害に強い県土づくりを行う。

（５）国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業

※詳細は「資料編」Ｐ９３に記載

河 川 課

河
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　令和７年発生災害にかかる全国の国土交通省所管の公共土木施設関係の被災箇所は、５,５６７箇所、被害額は、
約２,３３９億円となっている。うち、九州全域では、３,４０１箇所、約１,１３２億円の被害額となっている。
　このうち、本県の被災箇所は１１１箇所、被害額は約２６億２千万円である。

港 湾 課

１．業務の概要

２．施策の方向

港湾課の業務は大きく「港湾事業」と「海岸事業」に分かれており、大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造
ビジョン２０２４」で取り組んでいる「九州の東の玄関口としての港湾機能の強化」や「地震・津波・高潮対策」などを
推進している。
港湾事業…人流、物流拠点としての機能強化に向けて、船舶の大型化や貨物量の増加に対応した港湾施設の整備、

大規模地震時の緊急輸送拠点となる耐震強化岸壁や緑地の整備、既存施設の延命化を図る岸壁の補修・補強、にぎわ
い空間の創出などの港湾整備を行う。

海岸事業…津波、高潮、高波等の被害から県土を守る一方、高度経済成長期以降の国土開発により、沿岸域の埋立
てが進められてきたことなどから自然海岸が減少し、環境の悪化や住民の憩いの場が少なくなり、環境や利用に配慮
した海岸整備が求められるようになってきた。このようなことから、「大分県海岸保全基本計画」を策定し、「美し
く、安全で、いきいきした大分の海岸」を次世代へ継承していくことを基本理念とし、海岸に生息する貴重な動植物
や美しい海岸の景観などを保全し、「防護」「環境」「利用」の調和のとれた海岸づくりを行う。

１）九州の東の玄関口として人流・物流機能を十分に発揮できるよう、港湾機能の強化を進める。特に、人流拠点
としての別府港におけるフェリー大型化への対応やにぎわい空間創出、物流拠点としての大分港大在地区におけ
るＲＯＲＯ船等、海上輸送ニーズの増加への対応として、港湾施設の整備を重点的に進める。
また、県南の経済活動を支える佐伯港における岸壁の老朽化対策及びふ頭用地の整備、臼杵港における新たな

フェリーふ頭の整備、自動車関連産業を支える中津港の整備なども着実に進める。

２）経済活動の基盤となる港湾の利活用を進めるため、航路の誘致や貨物量増大に向けたポートセールスに積極的
に取り組む。また、遊休化している港湾施設や用地等の積極的な利活用を進め、使用料収入等の増大を図る。
さらに、大分県の港湾の競争力を高めるため、施設使用料を弾力的に設定するとともに、ポートラジオ等の活

用により、より高度な港湾サービスを提供する。

３）港湾区域内の放置艇を解消するため、プレジャーボート等の適正管理を進め、係留保管の秩序を維持する。

４）高潮・津波等の災害から防護する機能を、長期的に確保することにより、港湾・海岸における防災機能を高め
る。また、港湾・海岸における自然環境を保全するため、自然再生型の事業を進める。
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５．主な当年度事業
（１）河川改修事業

既往洪水による浸水被害状況や沿川の状況などを考慮し、河川改修（河道掘削、引堤、堤防嵩上げなど）や川
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整備を行う。
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玖珠川（日田市）、野上川（九重町）、山国川（中津市）など
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安岐川流域の抜本的な治水対策として、既存の安岐ダムの治水機能を増強し、下流域の浸水被害を防止する目

的で令和６年度から地質調査や概略設計、環境調査等に着手している。
引き続き工事実施に向けて必要となる詳細測量や各種調査、施設設計および関係機関協議を進める。

（３）ダムメンテナンス事業
県管理ダムにてライフサイクルコストの縮減、新技術等の活用が図れるよう、長寿命化計画の見直しを行うと

ともに、その計画に沿ったダム本体、放流設備、関連設備、貯水池等の改良工事を実施する。

（４）緊急河床掘削事業（県単独事業）
洪水等による土砂堆積で流下能力が低下した河川について、人命に密接に関わる（人家・学校等）箇所の河床

掘削をすることにより、早期の流下能力の改善を図り、安全で安心して暮らせる災害に強い県土づくりを行う。

（５）国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業

※詳細は「資料編」Ｐ９３に記載
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約２,３３９億円となっている。うち、九州全域では、３,４０１箇所、約１,１３２億円の被害額となっている。
　このうち、本県の被災箇所は１１１箇所、被害額は約２６億２千万円である。
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１．業務の概要

２．施策の方向

港湾課の業務は大きく「港湾事業」と「海岸事業」に分かれており、大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造
ビジョン２０２４」で取り組んでいる「九州の東の玄関口としての港湾機能の強化」や「地震・津波・高潮対策」などを
推進している。
港湾事業…人流、物流拠点としての機能強化に向けて、船舶の大型化や貨物量の増加に対応した港湾施設の整備、

大規模地震時の緊急輸送拠点となる耐震強化岸壁や緑地の整備、既存施設の延命化を図る岸壁の補修・補強、にぎわ
い空間の創出などの港湾整備を行う。

海岸事業…津波、高潮、高波等の被害から県土を守る一方、高度経済成長期以降の国土開発により、沿岸域の埋立
てが進められてきたことなどから自然海岸が減少し、環境の悪化や住民の憩いの場が少なくなり、環境や利用に配慮
した海岸整備が求められるようになってきた。このようなことから、「大分県海岸保全基本計画」を策定し、「美し
く、安全で、いきいきした大分の海岸」を次世代へ継承していくことを基本理念とし、海岸に生息する貴重な動植物
や美しい海岸の景観などを保全し、「防護」「環境」「利用」の調和のとれた海岸づくりを行う。

１）九州の東の玄関口として人流・物流機能を十分に発揮できるよう、港湾機能の強化を進める。特に、人流拠点
としての別府港におけるフェリー大型化への対応やにぎわい空間創出、物流拠点としての大分港大在地区におけ
るＲＯＲＯ船等、海上輸送ニーズの増加への対応として、港湾施設の整備を重点的に進める。
また、県南の経済活動を支える佐伯港における岸壁の老朽化対策及びふ頭用地の整備、臼杵港における新たな
フェリーふ頭の整備、自動車関連産業を支える中津港の整備なども着実に進める。

２）経済活動の基盤となる港湾の利活用を進めるため、航路の誘致や貨物量増大に向けたポートセールスに積極的
に取り組む。また、遊休化している港湾施設や用地等の積極的な利活用を進め、使用料収入等の増大を図る。
さらに、大分県の港湾の競争力を高めるため、施設使用料を弾力的に設定するとともに、ポートラジオ等の活
用により、より高度な港湾サービスを提供する。

３）港湾区域内の放置艇を解消するため、プレジャーボート等の適正管理を進め、係留保管の秩序を維持する。

４）高潮・津波等の災害から防護する機能を、長期的に確保することにより、港湾・海岸における防災機能を高め
る。また、港湾・海岸における自然環境を保全するため、自然再生型の事業を進める。
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３．大分県の港湾の現状

数港名湾港別種
重 要 港 湾 中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港 ５
地 方 港 湾
（ ５６ 条 港 湾 ）

高田港、臼野港、堅来港、羽根港、姫島港、国東港、守江港、日出港
佐賀関港、下ノ江港、臼杵港、浦代港、丸市尾港
（真玉港）（小高島港）

１５

計 ２０

港湾一覧表

（１）定期航路の状況（大在公共ふ頭）
外貿コンテナ 令和８年５月２６日現在

国際フィーダーコンテナ

港湾名
係留施設

船種 船名
積載
能力

（TEU）

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便数 寄港地 航路

開設岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港

大在
１０ｍ岸壁 ．１００ １７０

フルコン
テナ船

MOJI
EXPRESS/
HANSUNG
WEIHAI

４２８ ５, 095 ８.５０１２６.０

１３,７０３

１, 09１１３,７１４ ８.５２１４６.０

１３,７１５

１, 0２０１２,３１０ ８.２３１４３.０

１, 0２０１２,２７４ ８.２３１４３.０

１, 0４８１２,４５４ ８.２１１４６.２

１,００３１２,４０２ ８.２１１４１.０

１,１１４１３,７９８ ８.５０ １４７.９

１,１０３１１,７７５ ８.５０１４１.０

週１便 大分～志布志～細島～釜山～伊万里～大分 Ｒ１．７

フルコン
テナ船

INTEGRATIVE
EARTH
BLOOMING
EARTH
REGAINING
EARTH
SCARLET
ARROW

週１便

大分～上海～志布志～
福山～水島～広島～
天津～大連～青島～
福山～水島～広島～
志布志～寧波～上海～
伊万里～福山～水島～
広島～細島～大分

Ｈ９．７

フルコン
テナ船

ITX
EHIME

週１便
大分～志布志～那覇～
基隆～台中～高雄～
那覇～八代～釜山～
松山～大分

Ｈ２８．２
ITX
HIGO

大在
１４ｍ岸壁 １４．０ ２８０

フルコン
テナ船

STAR
VOYAGER 週１便 大分～釜山～東京～横浜～名古屋～大分 Ｈ７．６

フルコン
テナ船

CONTSHIP
WAY 週１便

大分～門司～博多～
光陽～釜山～志布志～
大分

Ｈ１３．４

フルコン
テナ船

SUNNY
CALLA 隔週１便

大分～蔚山～釜山～
大阪～神戸～水島～
福山～広島～大分

Ｒ３．１

港湾名
係留施設

船種 船名
積載
能力

（TEU）

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便数 寄港地 航路

開設岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港 大在
１４ｍ岸壁 １４．０ ２８０

フルコン
テナ船

てんま １４６ １，４３８ ３．７０ ８０．０
週１便 大分～神戸 Ｈ１１．２

だいこく １８９ ２，０００ ３．８０ ９５．５

フルコン
テナ船

しげのぶ
さくら
さがみ

４０２ ３，８５０ ５．３０１１２．０ 週１便 大分～神戸 Ｈ１９．８

フルコン

フルコン

テナ船

テナ船

エメラルド１

豊昌丸

おおぎ他

青龍

２９

４８

８ ５，４０

１，６０

０ ４．２

０ ４．７

０１１８．０

０ ７５．５

週１便 大分～神戸 Ｈ２６．１０

週１便 大分～ひびき
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８．４R

４．施策の概要

ＲＯＲＯ船 令和８年６月１日現在

県全体港湾貨物量の推移

※その他の資料は「資料編」に記載（Ｐ９５～）

補助事業

港湾名
係留施設

サービス
名 船名 船 種

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便 数 寄港地 線路開設

年月岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港
大在
‐９．０ｍ
岸壁

９ ２４０
RORO船 さんふらわあはかた他 RORO船 ６，２０４ ６．６３ １６６．９０ 週３便 大分～東京～博多 Ｈ３１．４

RORO船 豊王丸 RORO船 ６，５９７ ７．１４ １７３．３４ 週３便 大分～清水 Ｈ２８．１０

所箇定予施実容内名業事
重要港湾改修事業 ・物流の拠点である港湾の基本となる航路、泊地、防波堤、

岸壁、臨港道路の新設や補修
中津港、別府港、大分港、
津久見港

地方港湾改修事業
・物流の拠点である港湾の基本となる航路、泊地、防波堤、
岸壁、臨港道路の新設や補修
・臨海部における緑地に関する施設の新設

国東港、守江港、臼杵港、
佐賀関港

港湾改修統合補助事業 ・老朽化した港湾施設の維持補修や小規模な施設の新設 佐伯港、臼杵港、臼野港、
大分港、高田港、守江港

津 波 危 機 管 理
対 策 緊 急 事 業 ・既存施設の緊急的な防災機能確保及び避難対策を推進

守江港海岸（住吉浜地区）
別府港海岸（的ヶ浜地区）
高田港海岸（久兵衛地区）

浸 食 対 策 事 業 ）区地田向（岸海港東国ぐ防を害被るよに食浸の岸海・
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R6

48,63448,634

40,72640,726

25,19625,196

114,555114,555

R7

48,81748,817

42,52242,522

25,55825,558

116,897116,897

R5

52,83352,833

42,56542,565

23,88423,884

119,282119,282

R4

53,23653,236

43,57043,570

22,52922,529

119,335119,335

R3

54,16654,166

42,31142,311

22,16222,162

118,639118,639

R2

52,66952,669

40,18340,183

21,49521,495

114,347114,347

R1

55,22255,222

42,89742,897

24,41724,417

122,536122,536

H30

54,35454,354

23,80723,807

120,988120,988

42,82742,827

H29

48,65748,657

45,48945,489

23,00323,003

117,149117,149

H28

47,33247,332

48,39748,397

21,87621,876

117,605117,605
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３．大分県の港湾の現状

数港名湾港別種
重 要 港 湾 中津港、別府港、大分港、津久見港、佐伯港 ５
地 方 港 湾
（ ５６ 条 港 湾 ）

高田港、臼野港、堅来港、羽根港、姫島港、国東港、守江港、日出港
佐賀関港、下ノ江港、臼杵港、浦代港、丸市尾港
（真玉港）（小高島港）

１５

計 ２０

港湾一覧表

（１）定期航路の状況（大在公共ふ頭）
外貿コンテナ 令和８年５月２６日現在

国際フィーダーコンテナ

港湾名
係留施設

船種 船名
積載
能力

（TEU）

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便数 寄港地 航路

開設岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港

大在
１０ｍ岸壁 ．１００ １７０

フルコン
テナ船

MOJI
EXPRESS/
HANSUNG
WEIHAI

４２８ ５, 095 ８.５０１２６.０

１３,７０３

１, 09１１３,７１４ ８.５２１４６.０

１３,７１５

１, 0２０１２,３１０ ８.２３１４３.０

１, 0２０１２,２７４ ８.２３１４３.０

１, 0４８１２,４５４ ８.２１１４６.２

１,００３１２,４０２ ８.２１１４１.０

１,１１４１３,７９８ ８.５０ １４７.９

１,１０３１１,７７５ ８.５０１４１.０

週１便 大分～志布志～細島～釜山～伊万里～大分 Ｒ１．７

フルコン
テナ船

INTEGRATIVE
EARTH
BLOOMING
EARTH
REGAINING
EARTH
SCARLET
ARROW

週１便

大分～上海～志布志～
福山～水島～広島～
天津～大連～青島～
福山～水島～広島～
志布志～寧波～上海～
伊万里～福山～水島～
広島～細島～大分

Ｈ９．７

フルコン
テナ船

ITX
EHIME

週１便
大分～志布志～那覇～
基隆～台中～高雄～
那覇～八代～釜山～
松山～大分

Ｈ２８．２
ITX
HIGO

大在
１４ｍ岸壁 １４．０ ２８０

フルコン
テナ船

STAR
VOYAGER 週１便 大分～釜山～東京～横浜～名古屋～大分 Ｈ７．６

フルコン
テナ船

CONTSHIP
WAY 週１便

大分～門司～博多～
光陽～釜山～志布志～
大分

Ｈ１３．４

フルコン
テナ船

SUNNY
CALLA 隔週１便

大分～蔚山～釜山～
大阪～神戸～水島～
福山～広島～大分

Ｒ３．１

港湾名
係留施設

船種 船名
積載
能力

（TEU）

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便数 寄港地 航路

開設岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港 大在
１４ｍ岸壁 １４．０ ２８０

フルコン
テナ船

てんま １４６ １，４３８ ３．７０ ８０．０
週１便 大分～神戸 Ｈ１１．２

だいこく １８９ ２，０００ ３．８０ ９５．５

フルコン
テナ船

しげのぶ
さくら
さがみ

４０２ ３，８５０ ５．３０１１２．０ 週１便 大分～神戸 Ｈ１９．８

フルコン

フルコン

テナ船

テナ船

エメラルド１

豊昌丸

おおぎ他

青龍

２９

４８

８ ５，４０

１，６０

０ ４．２

０ ４．７

０１１８．０

０ ７５．５

週１便 大分～神戸 Ｈ２６．１０

週１便 大分～ひびき

港 湾 課

港
湾
課

８．４R

４．施策の概要

ＲＯＲＯ船 令和８年６月１日現在

県全体港湾貨物量の推移

※その他の資料は「資料編」に記載（Ｐ９５～）

補助事業

港湾名
係留施設

サービス
名 船名 船 種

重量
トン数
（D/W）

喫水
（ｍ）

船長
（ｍ） 便 数 寄港地 線路開設

年月岸壁名 水深
（ｍ）

延長
（ｍ）

大分港
大在
‐９．０ｍ
岸壁

９ ２４０
RORO船 さんふらわあはかた他 RORO船 ６，２０４ ６．６３ １６６．９０ 週３便 大分～東京～博多 Ｈ３１．４

RORO船 豊王丸 RORO船 ６，５９７ ７．１４ １７３．３４ 週３便 大分～清水 Ｈ２８．１０

所箇定予施実容内名業事
重要港湾改修事業 ・物流の拠点である港湾の基本となる航路、泊地、防波堤、

岸壁、臨港道路の新設や補修
中津港、別府港、大分港、
津久見港

地方港湾改修事業
・物流の拠点である港湾の基本となる航路、泊地、防波堤、
岸壁、臨港道路の新設や補修
・臨海部における緑地に関する施設の新設

国東港、守江港、臼杵港、
佐賀関港

港湾改修統合補助事業 ・老朽化した港湾施設の維持補修や小規模な施設の新設 佐伯港、臼杵港、臼野港、
大分港、高田港、守江港

津 波 危 機 管 理
対 策 緊 急 事 業 ・既存施設の緊急的な防災機能確保及び避難対策を推進

守江港海岸（住吉浜地区）
別府港海岸（的ヶ浜地区）
高田港海岸（久兵衛地区）

浸 食 対 策 事 業 ）区地田向（岸海港東国ぐ防を害被るよに食浸の岸海・

港 湾 課

港
湾
課

R6

48,63448,634

40,72640,726

25,19625,196

114,555114,555

R7

48,81748,817

42,52242,522

25,55825,558

116,897116,897

R5

52,83352,833

42,56542,565

23,88423,884

119,282119,282

R4

53,23653,236

43,57043,570

22,52922,529

119,335119,335

R3

54,16654,166

42,31142,311

22,16222,162

118,639118,639

R2

52,66952,669

40,18340,183

21,49521,495

114,347114,347

R1

55,22255,222

42,89742,897

24,41724,417

122,536122,536

H30

54,35454,354

23,80723,807

120,988120,988

42,82742,827

H29

48,65748,657

45,48945,489

23,00323,003

117,149117,149

H28

47,33247,332

48,39748,397

21,87621,876

117,605117,605
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港湾海岸管理事業 港湾区域及び海岸保全区域における占用、土砂採取等の規
制ならびに使用料の徴収、その他管理業務 大分港、中津港等

港湾維持修繕事業 等港分大、港府別繕修持維のめたるす持保を能機設施
港 湾 改 良 事 業 佐伯港、大分港等等良改の設施いなた満に件要択採助補

港湾機能施設整備事業 岸壁等の港湾施設が機能を発揮するための埠頭用地の整備 別府港、大分港、津久見港、
佐伯港、臼杵港

港湾施設維持修繕事業 上屋・野積場など特別会計施設の維持修繕 大分港、別府港等
港 湾 調 査 事 業 港湾計画改訂の調査や埋立に関する調査等 大分港、国東港海岸等

５．主な当年度事業

県単独事業

港湾事業
１）別府港（重要港湾）
・フェリー岸壁の老朽化解消、災害発生時の幹線貨物輸送、上屋や二次交通機能の統合及びにぎわい空間の
創出等を図るため、別府港のフェリーターミナルの整備を行う。

港 湾 課

別府港石垣地区（イメージパース）

港
湾
課

臼杵港下り松地区（イメージパース）区地松り下港杵臼

守江港海岸住吉浜地区

２）臼杵港（地方港湾）

海岸事業
守江港海岸住吉浜地区 津波危機管理対策緊急事業

既存の海岸保全施設の緊急的な防災機能の推進及び避難対策を推進することにより、津波または高潮発生時に
おける人命の優先的な防護を行う。

港 湾 課

港
湾
課

　老朽化したフェリーターミナルを再整備しフェリーと他の貨物船を分離することで臼杵湾での安全な航路を確
保するとともに、災害発生時の緊急避難と緊急物資の輸送を行う拠点港とするため、臼杵港の下り松地区に耐震
強化岸壁を備えた新しいフェリーターミナルと緑地の整備を推進しており、全体２バース計画のうち、１バース
目と背後の防災緑地が令和７年５月に供用開始しました。引き続き、２バース目の岸壁を整備しています。

31



港湾海岸管理事業 港湾区域及び海岸保全区域における占用、土砂採取等の規
制ならびに使用料の徴収、その他管理業務 大分港、中津港等

港湾維持修繕事業 等港分大、港府別繕修持維のめたるす持保を能機設施
港 湾 改 良 事 業 佐伯港、大分港等等良改の設施いなた満に件要択採助補

港湾機能施設整備事業 岸壁等の港湾施設が機能を発揮するための埠頭用地の整備 別府港、大分港、津久見港、
佐伯港、臼杵港

港湾施設維持修繕事業 上屋・野積場など特別会計施設の維持修繕 大分港、別府港等
港 湾 調 査 事 業 港湾計画改訂の調査や埋立に関する調査等 大分港、国東港海岸等

５．主な当年度事業

県単独事業

港湾事業
１）別府港（重要港湾）
・フェリー岸壁の老朽化解消、災害発生時の幹線貨物輸送、上屋や二次交通機能の統合及びにぎわい空間の
創出等を図るため、別府港のフェリーターミナルの整備を行う。

港 湾 課

別府港石垣地区（イメージパース）

港
湾
課

臼杵港下り松地区（イメージパース）区地松り下港杵臼

守江港海岸住吉浜地区

２）臼杵港（地方港湾）

海岸事業
守江港海岸住吉浜地区 津波危機管理対策緊急事業

既存の海岸保全施設の緊急的な防災機能の推進及び避難対策を推進することにより、津波または高潮発生時に
おける人命の優先的な防護を行う。

港 湾 課

港
湾
課

　老朽化したフェリーターミナルを再整備しフェリーと他の貨物船を分離することで臼杵湾での安全な航路を確
保するとともに、災害発生時の緊急避難と緊急物資の輸送を行う拠点港とするため、臼杵港の下り松地区に耐震
強化岸壁を備えた新しいフェリーターミナルと緑地の整備を推進しており、全体２バース計画のうち、１バース
目と背後の防災緑地が令和７年５月に供用開始しました。引き続き、２バース目の岸壁を整備しています。
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砂 防 課

１．業務の概要

２．施策の方向

砂防課では、土砂災害から県民の生命・財産を守るため、砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設、地すべり防止施設な
どによるハード対策と、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定や土砂災害警戒情報などの防災情報提
供、土砂災害防止に関する啓発活動などのソフト対策に取り組んでいる。
砂防課は管理班、企画・土砂災害対策班、砂防施設整備班の三班で構成されており、各班の主な事業内容について

は下記のとおりである。
〇管理班：砂防指定地等の指定・管理に関すること、砂防関係事業の予算に関すること。
〇企画・土砂災害対策班：砂防関係事業の中・長期計画、土砂災害防止法全般に関すること。
〇砂防施設整備班：砂防関係事業等の調査、計画並びに工事の施工に関すること。

土砂災害から県民の生命や財産を守るため、砂防堰堤などのハード対策と警戒避難体制の充実・強化などのソフト
対策の両輪で、総合的な土砂災害対策を推進する。
●砂防施設の整備 ～命を守るハード対策～
・人命とともに重要交通網などのインフラ・ライフライン、避難所などの地域防災拠点、病院や社会福祉施設などの
要配慮者利用施設を守る箇所を優先的に整備します。

●警戒避難体制の構築 ～命を守る行動につなぐソフト対策～
・土砂災害から命を守るためには、「日頃の備え」と「早めの避難」が大切です。このため、土砂災害警戒区域等の
指定を行うとともに、土砂災害に関する防災情報の発信や市町村が行う土砂災害ハザードマップの作成支援、啓発
活動を行い、警戒避難体制の充実・強化を図ります。

①命と暮らしを守るハード対策 「施設整備」
②避難により、土砂災害から命を守るソフト対策 「警戒避難」
③土砂災害のおそれのある箇所における新たな住宅開発を抑制するソフト対策「土地利用規制」

砂
防
課

３．大分県の現状

土砂災害
警戒区域※１

土石流 急傾斜地の崩壊 地すべり

２５,５６２ ６, 340 18,９２２ 3０0

（全国７位） （全国１２位） （全国５位） （全国２０位）
※１ 土砂災害警戒区域等の指定状況（令和７年１２月末時点）

４．施策の概要

大分県内の土砂災害のおそれのある箇所は、下表のとおりであり、区域数では全国で７番目に多い。

砂防三法及び土砂災害防止法に基づき指定された砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災
害警戒区域等の指定状況については、資料編Ｐ９９ １０２～ を参照のこと。また、砂防施設の整備状況については、資料
編Ｐ１０３を参照のこと。

（１）交付金事業（ア，イ，ウ，エ，カ）・個別補助事業（ア，イ，ウ，エ，オ）
ア）通常砂防事業

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等の保全を
図るため、ハード（砂防えん堤整備等）・ソフト（情報基盤整備等）対策の両面から事業を実施する。

イ）火山砂防事業
火山地域における土石流及び火山噴火に伴う火山泥流等の異常な土砂流出による災害から、下流部に存在する

人家、耕地、公共施設等の保全を図るため、砂防えん堤整備等の対策を実施する。また、火山噴火時の警戒避難
体制の確立のため、ソフト対策も実施する。

ウ）地すべり対策事業
地すべりによる被害を除去または軽減し、国土の保全と民生の安定を図るため、ハード（抑制工及び抑止工）

対策を実施する。またソフト対策においても情報基盤整備等の事業を実施する。
エ）急傾斜地崩壊対策事業

斜面の崩壊により人命に被害が生ずるおそれのある、急傾斜地崩壊危険区域に対して施工する事業であり、ハー
ド（擁壁整備等）・ソフト（情報基盤整備等）対策の両面から事業を実施する。

オ）砂防メンテナンス事業
砂防設備、地すべり防止施設、及び急傾斜地崩壊防止施設の老朽化対策を計画的に実施する。

カ）土砂災害警戒区域等調査費
土砂災害防止法に基づき、土石流、地すべり及び急傾斜地の崩壊等のおそれがある土地について地形、地質、

降水、土地の利用状況等に関する基礎調査を実施する。

（２）災害系補助事業
ア）特定緊急砂防事業

土石流等により人的被害、家屋被害等が発生した一定の地区において、被害をもたらした同規模の土石流が再
び発生した場合でも、安全が確保されるよう災害関連緊急事業と一体的な計画に基づき、一定期間内（おおむね
３年）に緊急的に施設整備を実施する。
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砂 防 課

１．業務の概要

２．施策の方向

砂防課では、土砂災害から県民の生命・財産を守るため、砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設、地すべり防止施設な
どによるハード対策と、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定や土砂災害警戒情報などの防災情報提
供、土砂災害防止に関する啓発活動などのソフト対策に取り組んでいる。
砂防課は管理班、企画・土砂災害対策班、砂防施設整備班の三班で構成されており、各班の主な事業内容について

は下記のとおりである。
〇管理班：砂防指定地等の指定・管理に関すること、砂防関係事業の予算に関すること。
〇企画・土砂災害対策班：砂防関係事業の中・長期計画、土砂災害防止法全般に関すること。
〇砂防施設整備班：砂防関係事業等の調査、計画並びに工事の施工に関すること。

土砂災害から県民の生命や財産を守るため、砂防堰堤などのハード対策と警戒避難体制の充実・強化などのソフト
対策の両輪で、総合的な土砂災害対策を推進する。
●砂防施設の整備 ～命を守るハード対策～
・人命とともに重要交通網などのインフラ・ライフライン、避難所などの地域防災拠点、病院や社会福祉施設などの
要配慮者利用施設を守る箇所を優先的に整備します。

●警戒避難体制の構築 ～命を守る行動につなぐソフト対策～
・土砂災害から命を守るためには、「日頃の備え」と「早めの避難」が大切です。このため、土砂災害警戒区域等の
指定を行うとともに、土砂災害に関する防災情報の発信や市町村が行う土砂災害ハザードマップの作成支援、啓発
活動を行い、警戒避難体制の充実・強化を図ります。

①命と暮らしを守るハード対策 「施設整備」
②避難により、土砂災害から命を守るソフト対策 「警戒避難」
③土砂災害のおそれのある箇所における新たな住宅開発を抑制するソフト対策「土地利用規制」

砂
防
課

３．大分県の現状

土砂災害
警戒区域※１

土石流 急傾斜地の崩壊 地すべり

２５,５６２ ６, 340 18,９２２ 3０0

（全国７位） （全国１２位） （全国５位） （全国２０位）
※１ 土砂災害警戒区域等の指定状況（令和７年１２月末時点）

４．施策の概要

大分県内の土砂災害のおそれのある箇所は、下表のとおりであり、区域数では全国で７番目に多い。

砂防三法及び土砂災害防止法に基づき指定された砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災
害警戒区域等の指定状況については、資料編Ｐ９９ １０２～ を参照のこと。また、砂防施設の整備状況については、資料
編Ｐ１０３を参照のこと。

（１）交付金事業（ア，イ，ウ，エ，カ）・個別補助事業（ア，イ，ウ，エ，オ）
ア）通常砂防事業

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等の保全を
図るため、ハード（砂防えん堤整備等）・ソフト（情報基盤整備等）対策の両面から事業を実施する。
イ）火山砂防事業

火山地域における土石流及び火山噴火に伴う火山泥流等の異常な土砂流出による災害から、下流部に存在する
人家、耕地、公共施設等の保全を図るため、砂防えん堤整備等の対策を実施する。また、火山噴火時の警戒避難
体制の確立のため、ソフト対策も実施する。
ウ）地すべり対策事業

地すべりによる被害を除去または軽減し、国土の保全と民生の安定を図るため、ハード（抑制工及び抑止工）
対策を実施する。またソフト対策においても情報基盤整備等の事業を実施する。
エ）急傾斜地崩壊対策事業

斜面の崩壊により人命に被害が生ずるおそれのある、急傾斜地崩壊危険区域に対して施工する事業であり、ハー
ド（擁壁整備等）・ソフト（情報基盤整備等）対策の両面から事業を実施する。
オ）砂防メンテナンス事業

砂防設備、地すべり防止施設、及び急傾斜地崩壊防止施設の老朽化対策を計画的に実施する。
カ）土砂災害警戒区域等調査費

土砂災害防止法に基づき、土石流、地すべり及び急傾斜地の崩壊等のおそれがある土地について地形、地質、
降水、土地の利用状況等に関する基礎調査を実施する。

（２）災害系補助事業
ア）特定緊急砂防事業

土石流等により人的被害、家屋被害等が発生した一定の地区において、被害をもたらした同規模の土石流が再
び発生した場合でも、安全が確保されるよう災害関連緊急事業と一体的な計画に基づき、一定期間内（おおむね
３年）に緊急的に施設整備を実施する。
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イ）特定緊急地すべり対策事業
地すべり等により人的被害、家屋被害等が発生した一定の地区において、被害をもたらした同規模の地すべり
が再び発生した場合でも、安全が確保されるよう災害関連緊急事業と一体的な計画に基づき、一定期間内（おお
むね３年）に緊急的に施設整備を実施する。

（３）災害関連事業
ア）砂防災害関連事業

再度災害を防止するため、被災箇所あるいは未災箇所を含む一連の施設について、災害復旧事業費に改良費を
加え、改良復旧を実施する。
イ）緊急砂防事業

当該年発生の風水害、震災、火山活動等による土砂の崩壊等の危険な状況に緊急に対処するため、砂防設備を
設置する。
ウ）緊急地すべり対策事業

当該年発生の風水害、震災等により活発化した地すべり等について、地すべり対策事業を緊急的に実施し、地
すべり防止施設等を設置する。
エ）緊急急傾斜地崩壊対策事業

当該年発生の風水害、震災等により急傾斜地に新たに崩壊が生じた箇所において、緊急に対処するため、急傾
斜地崩壊防止施設を設置する。
オ）地域防災がけ崩れ対策事業

激甚災害に伴い発生した崩壊等について、次期降雨等による再度災害を防止するため、市町村が実施するがけ
崩れ防止工事に要する経費を補助する。

（４）単独事業
ア）砂防維持管理費

砂防指定地、地すべり防止区域、及び急傾斜地崩壊危険区域及び施設の適正な維持管理を図るため、指定標識
板及び標柱の設置などを実施する。
イ）砂防・地すべり監視事業費

雨量計の保守点検や火山監視システム、地すべり監視システムの運用等を行う。
ウ）砂防調査費

新規公共事業予定箇所の調査、地すべり防止区域の調査・観測、災害関連事業要望のための事前調査を実施す
る。
エ）砂防改修事業

国庫補助対象とならない渓流保全工等を実施する。
オ）急傾斜地崩壊対策事業

国庫補助事業の対象とならない箇所で、保全対象が５戸以上かつがけ高５ｍ以上の急傾斜区域において、急傾
斜地の崩壊による被害を防止するための工事を緊急度に応じて実施するとともに、市町村が行う保全対象５戸未
満の対策事業に対して助成する。
カ）砂防施設再生事業

国庫補助事業の対象とならない箇所で砂防施設の機能が適切に果たされるよう、優先順位をつけて施設の補強
等を実施する。
キ）土砂災害避難促進事業

土砂災害警戒区域等に指定された地区について、速やかに地域住民への周知を図るとともに、災害時の早めの
避難行動につなぐため、市町村が行うハザードマップの作成委託に係る経費に対して助成する。
的確な避難行動を促進するため、土砂災害警戒区域がある自治区等へ土砂災害の専門家を派遣し、ハザードマッ

プの再点検や地区タイムラインの作成、避難訓練等を支援するとともに、ポスターやチラシ等を配布し、避難行
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５．主な当年度事業

動の促進を図る。

費目 事業名 事業費 実施箇所（継続） 実施箇所（新規）

砂防関係事業 ９,３９８,１５１

４,７１４,４０７

1,５０８,０７３

８１９,２１３

１７３,３７１

1,４３５,７００

２,１４１,５５７

２,５４２,１８７

１,６９８,０００

１,７００,０００

１５３,３００

８１,９２１

１９,０００

５,４５０

３０,５１６

１０３,５５７

１２０,０００

２２０,０００

５５２,０００

８７,１５０

６９０,９００

補助・交付金

通常砂防事業

えん堤工：山王谷川（佐伯市大
字長谷）外

えん堤工：花合野川（由布市湯
布院町湯平）外

えん堤工：衣掛川　外
（豊後大野市犬飼町黒松）

火山砂防事業

えん堤工：芝原川②（中津市耶
馬溪町金吉）外

火山噴火対策：九重山（玖珠郡
九重町田野）外

えん堤工：田の平川
（玖珠郡玖珠町大字戸畑）

地すべり対策事業 瀬の口地区（竹田市次倉）外

急傾斜地崩壊対策事業 実相寺②地区（別府市実相寺）外 高城下（A）地区（大分市大字千歳）外

第二堂尾川（日田市前津江町赤石）外

特定緊急砂防事業 露木川支流（日田市大字小野）外

砂防メンテナンス事業 白水川（玖珠郡九重町田野）外

災害関連事業

砂防災害関連事業 －－

緊急砂防事業 －－

緊急地すべり対策事業 －－

緊急急傾斜地崩壊対策事業 －－

県単独事業

砂防改修事業 －－

急傾斜地崩壊対策事業 －－

砂防施設再生事業 －－

砂防調査費 －－

土砂災害情報周知啓発推進事業 －－

砂防維持管理費 －－

砂防・地すべり監視事業費 －－
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イ）特定緊急地すべり対策事業
地すべり等により人的被害、家屋被害等が発生した一定の地区において、被害をもたらした同規模の地すべり
が再び発生した場合でも、安全が確保されるよう災害関連緊急事業と一体的な計画に基づき、一定期間内（おお
むね３年）に緊急的に施設整備を実施する。

（３）災害関連事業
ア）砂防災害関連事業
再度災害を防止するため、被災箇所あるいは未災箇所を含む一連の施設について、災害復旧事業費に改良費を
加え、改良復旧を実施する。

イ）緊急砂防事業
当該年発生の風水害、震災、火山活動等による土砂の崩壊等の危険な状況に緊急に対処するため、砂防設備を
設置する。

ウ）緊急地すべり対策事業
当該年発生の風水害、震災等により活発化した地すべり等について、地すべり対策事業を緊急的に実施し、地
すべり防止施設等を設置する。

エ）緊急急傾斜地崩壊対策事業
当該年発生の風水害、震災等により急傾斜地に新たに崩壊が生じた箇所において、緊急に対処するため、急傾
斜地崩壊防止施設を設置する。

オ）地域防災がけ崩れ対策事業
激甚災害に伴い発生した崩壊等について、次期降雨等による再度災害を防止するため、市町村が実施するがけ
崩れ防止工事に要する経費を補助する。

（４）単独事業
ア）砂防維持管理費
砂防指定地、地すべり防止区域、及び急傾斜地崩壊危険区域及び施設の適正な維持管理を図るため、指定標識
板及び標柱の設置などを実施する。

イ）砂防・地すべり監視事業費
雨量計の保守点検や火山監視システム、地すべり監視システムの運用等を行う。

ウ）砂防調査費
新規公共事業予定箇所の調査、地すべり防止区域の調査・観測、災害関連事業要望のための事前調査を実施す
る。

エ）砂防改修事業
国庫補助対象とならない渓流保全工等を実施する。

オ）急傾斜地崩壊対策事業
国庫補助事業の対象とならない箇所で、保全対象が５戸以上かつがけ高５ｍ以上の急傾斜区域において、急傾
斜地の崩壊による被害を防止するための工事を緊急度に応じて実施するとともに、市町村が行う保全対象５戸未
満の対策事業に対して助成する。

カ）砂防施設再生事業
国庫補助事業の対象とならない箇所で砂防施設の機能が適切に果たされるよう、優先順位をつけて施設の補強
等を実施する。

キ）土砂災害避難促進事業
土砂災害警戒区域等に指定された地区について、速やかに地域住民への周知を図るとともに、災害時の早めの
避難行動につなぐため、市町村が行うハザードマップの作成委託に係る経費に対して助成する。
的確な避難行動を促進するため、土砂災害警戒区域がある自治区等へ土砂災害の専門家を派遣し、ハザードマッ

プの再点検や地区タイムラインの作成、避難訓練等を支援するとともに、ポスターやチラシ等を配布し、避難行
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５．主な当年度事業

動の促進を図る。

費目 事業名 事業費 実施箇所（継続） 実施箇所（新規）

砂防関係事業 ９,３９８,１５１

４,７１４,４０７

1,５０８,０７３

８１９,２１３

１７３,３７１

1,４３５,７００

２,１４１,５５７

２,５４２,１８７

１,６９８,０００

１,７００,０００

１５３,３００

８１,９２１

１９,０００

５,４５０

３０,５１６

１０３,５５７

１２０,０００

２２０,０００

５５２,０００

８７,１５０

６９０,９００

補助・交付金

通常砂防事業

えん堤工：山王谷川（佐伯市大
字長谷）外

えん堤工：花合野川（由布市湯
布院町湯平）外

えん堤工：衣掛川　外
（豊後大野市犬飼町黒松）

火山砂防事業

えん堤工：芝原川②（中津市耶
馬溪町金吉）外

火山噴火対策：九重山（玖珠郡
九重町田野）外

えん堤工：田の平川
（玖珠郡玖珠町大字戸畑）

地すべり対策事業 瀬の口地区（竹田市次倉）外

急傾斜地崩壊対策事業 実相寺②地区（別府市実相寺）外 高城下（A）地区（大分市大字千歳）外

第二堂尾川（日田市前津江町赤石）外

特定緊急砂防事業 露木川支流（日田市大字小野）外

砂防メンテナンス事業 白水川（玖珠郡九重町田野）外

災害関連事業

砂防災害関連事業 －－

緊急砂防事業 －－

緊急地すべり対策事業 －－

緊急急傾斜地崩壊対策事業 －－

県単独事業

砂防改修事業 －－

急傾斜地崩壊対策事業 －－

砂防施設再生事業 －－

砂防調査費 －－

土砂災害情報周知啓発推進事業 －－

砂防維持管理費 －－

砂防・地すべり監視事業費 －－
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○砂防事業
砂防事業は、県民の生命や財産を土石流や火山泥流の土砂
災害から守り、安全な社会基盤の形成及び水と緑豊かな生活
環境の創造を図るために、計画的に事業を推進している。
そのなかでも土砂災害の被害を受けるおそれのある「要配
慮者利用施設等」を有する箇所を優先して整備することによ
り、安心して生活できる県土づくりを目指している。
令和８年度は、県内８１渓流にて砂防事業を展開し、下流域
の早急な保全を図っていく。

○地すべり対策事業
地すべり対策事業は、近年における異常気象の増加によっ
て変動が活発化し、災害をもたらした地すべり区域のうち、
緊急に対策を必要とする区域及び治水上危険性の高い区域に
おいて事業を推進している。
令和８年度は、県内７区域にて地すべり事業を展開し、計
画的な対策工事を実施していく。

○急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜地崩壊対策事業は、毎年多発する急傾斜地の崩壊に
よる災害を防止し、安全で安心できる生活基盤の確保を図る
ため、計画的に事業を推進している。
令和８年度においては、県内８５地区において、急傾斜地崩

壊対策事業を展開し、土砂災害のうちもっとも身近な現象で
あるがけ崩れから人命を守るため、計画的に対策工事を実施
していく。

○基礎調査
基礎調査は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害発生のおそれのある土地について、地形・地質・降水等の調査、

土地の利用状況に関する調査等を実施し、土砂災害警戒区域等の指定を行うことで住民等に対して早期に土砂災害
の危険性を周知し、土砂災害防止のための対策を推進していく。

砂 防 課

境川（別府市）：火山砂防事業

畑倉地区（由布市）：地すべり対策事業

宮ノ下地区（佐伯市）：急傾斜地崩壊対策事業

砂
防
課

都市・まちづくり推進課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

都市計画とは、都市の健全な発展と秩序ある整備が図られるよう、土地利用（用途地域など）、都市施設（道路、
公園など）及び市街地開発事業（区画整理事業、市街地再開発事業など）について総合的な計画を定め、より良いま
ちづくりを進めるものである。
本県は、一体の都市として整備、開発、保全する必要がある１７の都市計画区域を有しており、県人口の約８割が居

住している。今後とも、県民の多様なニーズに的確に応え、都市計画に関する基礎調査（人口の規模、土地利用、交
通量等）に基づき、将来の土地利用や都市施設、市街地開発事業の整備方針を定める。
また、個性豊かでうるおいのある魅力的な景観の形成や、まちづくりの実現を図る。

人口減少・高齢化の進展や地球環境問題の深刻化、価値観・ライフスタイル・ニーズの多様化、安全・安心への意
識の高まり、グローバルな繋がりの進展など、暮らしを取り巻く環境は大きく変化している。このような中、本県に
おいては、中心市街地の空洞化や公共交通の利用低下、景観の保全など様々な問題が生じており、こうした状況への
適切な対応が求められている。
このため、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活を確保することを基本理念に、地域の魅

力を高め、環境と共生したコンパクトで持続可能なまちづくりの実現に向けて、地域住民の意見を取り入れながら、
関係市町村と一体となって計画的に整備を進めていく。

都市計画の概要
都市計画区域は、大分市の大正１５年４月３０日をはじめに、現在１４市２町で指定しており、都市計画区域面積は

１０５，１２９haで県総面積の約１６．６％、同区域内人口は９１９，９３７人で県総人口の約８３．９％となっている。

都市名 都市計画
区域名

都市計画区域指定 行政区域 都市計画区域 比率（％）
当初 最終 人口（人） 面積（ha） 人口（人） 面積（ha） 人口 面積

大 分 市 大 分 大１５．４．３０ 昭５６．１０．３０
別 府 市 別 府 昭 ２．４．１ 昭５３．１２．２２
中 津 市 中 津 昭 ６．１２．１ 昭３２．１２．９
日 田 市 日 田 昭１２．４．２６ 昭４３．１２．２８
佐 伯 市 佐 伯 昭 ９．５．２３ 昭５６．１０．３０
臼 杵 市 臼 杵 昭２５．７．５ 昭４９．４．２
津 久 見 市 津 久 見 昭 ９．１．１０ 昭５６．１０．３０
竹 田 市 竹 田 昭２３．３．３１ 昭４３．４．１６
豊後高田市 豊後高田 昭２４．７．２ 平 ６．４．１
杵 築 市 杵 築 昭１８．５．５ 昭６０．７．１９
宇 佐 市 宇 佐 昭１４．９．２７ 平２６．３．１４
豊後大野市 三 重 昭２３．１２．２８ 昭５６．１０．３０

由 布 市 挾 間 昭５６．９．１ 昭５６．９．１
湯 布 院 昭２３．１０．２６ 平 １．９．１

国 東 市 国 東 昭２５．１．２４ 昭４３．４．１６
日 出 町 日 出 昭１８．５．５ 平１１．９．２１
玖 珠 町 玖 珠 昭３５．１２．２４ 令 ３．３．２

計
県 計

都市計画適用市町一覧表 令和８年３月３１日現在

※別府市の都市計画区域名は別府国際観光温泉文化都市建設計画
※人口については 令和８年３月３１日現在
※面積（行政区域面積）については 令和８年１月１日現在（国土地理院による）

都
市
・
ま
ち
づ
く
り

推

進

課469,294 458,717 36,105 97．7 71．950,239
110,465 110,177 8,586 99．7 68．512,534
80,794 69,226 5,634 85．7 11．549,138
58,795 46,950 6,625 79．8 9．966,603
62,632 34,992 4,125 55．7 4．690,314
33,912 24,492 4,822 72．2 16．629,120
14,425 12,461 4,999 86．4 62．97,948
18,210 6,798 1,754 37．3 3．747,753
21,432 15,108 5,300 70．5 25．720,622
25,496 18,001 5,029 70．6 1828,008
50,718 41,105 9,622 81．0 21．943,905
30,909 12,231 2,235 39．5 3．760,314

33,444 16,745 2,489 50．1 7．831,932 8,172 1,874 24．4 5．9
24,369 3,592 827 14．7 2．631,809
27,562 25,616 4,039 92．9 55．17,326
13,332 8,686 1,072 65．2 3．728,660

1,075,789 913,069 105,137 84．7 17．3606,225
1,084,617 913,069 105,137 84．2 16．6634,063
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○砂防事業
砂防事業は、県民の生命や財産を土石流や火山泥流の土砂

災害から守り、安全な社会基盤の形成及び水と緑豊かな生活
環境の創造を図るために、計画的に事業を推進している。
そのなかでも土砂災害の被害を受けるおそれのある「要配

慮者利用施設等」を有する箇所を優先して整備することによ
り、安心して生活できる県土づくりを目指している。
令和８年度は、県内８１渓流にて砂防事業を展開し、下流域

の早急な保全を図っていく。

○地すべり対策事業
地すべり対策事業は、近年における異常気象の増加によっ

て変動が活発化し、災害をもたらした地すべり区域のうち、
緊急に対策を必要とする区域及び治水上危険性の高い区域に
おいて事業を推進している。
令和８年度は、県内７区域にて地すべり事業を展開し、計

画的な対策工事を実施していく。

○急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜地崩壊対策事業は、毎年多発する急傾斜地の崩壊に

よる災害を防止し、安全で安心できる生活基盤の確保を図る
ため、計画的に事業を推進している。
令和８年度においては、県内８５地区において、急傾斜地崩

壊対策事業を展開し、土砂災害のうちもっとも身近な現象で
あるがけ崩れから人命を守るため、計画的に対策工事を実施
していく。

○基礎調査
基礎調査は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害発生のおそれのある土地について、地形・地質・降水等の調査、

土地の利用状況に関する調査等を実施し、土砂災害警戒区域等の指定を行うことで住民等に対して早期に土砂災害
の危険性を周知し、土砂災害防止のための対策を推進していく。

砂 防 課

境川（別府市）：火山砂防事業

畑倉地区（由布市）：地すべり対策事業

宮ノ下地区（佐伯市）：急傾斜地崩壊対策事業

砂
防
課

都市・まちづくり推進課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

都市計画とは、都市の健全な発展と秩序ある整備が図られるよう、土地利用（用途地域など）、都市施設（道路、
公園など）及び市街地開発事業（区画整理事業、市街地再開発事業など）について総合的な計画を定め、より良いま
ちづくりを進めるものである。
本県は、一体の都市として整備、開発、保全する必要がある１７の都市計画区域を有しており、県人口の約８割が居

住している。今後とも、県民の多様なニーズに的確に応え、都市計画に関する基礎調査（人口の規模、土地利用、交
通量等）に基づき、将来の土地利用や都市施設、市街地開発事業の整備方針を定める。
また、個性豊かでうるおいのある魅力的な景観の形成や、まちづくりの実現を図る。

人口減少・高齢化の進展や地球環境問題の深刻化、価値観・ライフスタイル・ニーズの多様化、安全・安心への意
識の高まり、グローバルな繋がりの進展など、暮らしを取り巻く環境は大きく変化している。このような中、本県に
おいては、中心市街地の空洞化や公共交通の利用低下、景観の保全など様々な問題が生じており、こうした状況への
適切な対応が求められている。
このため、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活を確保することを基本理念に、地域の魅

力を高め、環境と共生したコンパクトで持続可能なまちづくりの実現に向けて、地域住民の意見を取り入れながら、
関係市町村と一体となって計画的に整備を進めていく。

都市計画の概要
都市計画区域は、大分市の大正１５年４月３０日をはじめに、現在１４市２町で指定しており、都市計画区域面積は

１０５，１２９haで県総面積の約１６．６％、同区域内人口は９１９，９３７人で県総人口の約８３．９％となっている。

都市名 都市計画
区域名

都市計画区域指定 行政区域 都市計画区域 比率（％）
当初 最終 人口（人） 面積（ha） 人口（人） 面積（ha） 人口 面積

大 分 市 大 分 大１５．４．３０ 昭５６．１０．３０
別 府 市 別 府 昭 ２．４．１ 昭５３．１２．２２
中 津 市 中 津 昭 ６．１２．１ 昭３２．１２．９
日 田 市 日 田 昭１２．４．２６ 昭４３．１２．２８
佐 伯 市 佐 伯 昭 ９．５．２３ 昭５６．１０．３０
臼 杵 市 臼 杵 昭２５．７．５ 昭４９．４．２
津 久 見 市 津 久 見 昭 ９．１．１０ 昭５６．１０．３０
竹 田 市 竹 田 昭２３．３．３１ 昭４３．４．１６
豊後高田市 豊後高田 昭２４．７．２ 平 ６．４．１
杵 築 市 杵 築 昭１８．５．５ 昭６０．７．１９
宇 佐 市 宇 佐 昭１４．９．２７ 平２６．３．１４
豊後大野市 三 重 昭２３．１２．２８ 昭５６．１０．３０

由 布 市 挾 間 昭５６．９．１ 昭５６．９．１
湯 布 院 昭２３．１０．２６ 平 １．９．１

国 東 市 国 東 昭２５．１．２４ 昭４３．４．１６
日 出 町 日 出 昭１８．５．５ 平１１．９．２１
玖 珠 町 玖 珠 昭３５．１２．２４ 令 ３．３．２

計
県 計

都市計画適用市町一覧表 令和８年３月３１日現在

※別府市の都市計画区域名は別府国際観光温泉文化都市建設計画
※人口については 令和８年３月３１日現在
※面積（行政区域面積）については 令和８年１月１日現在（国土地理院による）

都
市
・
ま
ち
づ
く
り

推

進

課469,294 458,717 36,105 97．7 71．950,239
110,465 110,177 8,586 99．7 68．512,534
80,794 69,226 5,634 85．7 11．549,138
58,795 46,950 6,625 79．8 9．966,603
62,632 34,992 4,125 55．7 4．690,314
33,912 24,492 4,822 72．2 16．629,120
14,425 12,461 4,999 86．4 62．97,948
18,210 6,798 1,754 37．3 3．747,753
21,432 15,108 5,300 70．5 25．720,622
25,496 18,001 5,029 70．6 1828,008
50,718 41,105 9,622 81．0 21．943,905
30,909 12,231 2,235 39．5 3．760,314

33,444 16,745 2,489 50．1 7．831,932 8,172 1,874 24．4 5．9
24,369 3,592 827 14．7 2．631,809
27,562 25,616 4,039 92．9 55．17,326
13,332 8,686 1,072 65．2 3．728,660

1,075,789 913,069 105,137 84．7 17．3606,225
1,084,617 913,069 105,137 84．2 16．6634,063
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都 市 計 画
区 域 名

都 市 計 画
区 域 面 積

市 街 化 区
域 内 面 積

市 街 化 区
域 内 人 口

市 街 化 区
域 の 割 合 決定年月 日 摘 要

大 分 ３６，１５０ha １１，２８８ha ４０５．７千人
（現況） ３１．３％ Ｓ４５．１２．２５

Ｒ ３．３．２６
当 初
最 終

別 府 ８，５８７ha ２，８１８ha １０９．１千人
（現況） ３２．８％ Ｓ４５．１２．２５

Ｒ ３．３．２６
当 初
最 終

市街化区域及び市街化調整区域

※各都市計画区域の「土地利用」「都市施設」等詳細データは「資料編」に記載（Ｐ１０９～）

都市名 区域名 面積 当初決定年月日 最終決定年月日
大分市 本神崎準都市計画区域 ９５ha Ｈ２２．３．３１ Ｈ２２．３．３１
大分市 佐賀関準都市計画区域 ４９４ha Ｒ３．３．２６ Ｒ ３．３．２６
中津市 三光準都市計画区域 １，４５９ha Ｈ２２．３．３１ Ｈ２２．３．３１

移行年月日
大分市 Ｈ１６．１２．１７
別府市 Ｈ１７．４．１
中津市 Ｈ１８．７．２１
日田市 Ｈ１９．４．１
佐伯市 Ｈ２９．３．１
臼杵市 Ｈ１８．３．２７

移行年月日
津久見市 Ｈ３０．３．３０
竹田市 Ｈ２３．２．７

豊後高田市 Ｈ１９．５．１
杵築市 Ｈ１８．７．１７
宇佐市 Ｈ１８．４．１４

豊後大野市 Ｈ２８．３．１

移行年月日
由布市 Ｈ１７．９．１９
国東市 Ｈ２０．５．１
姫島村 Ｈ２７．１．１
日出町 Ｒ １．１２．１
九重町 Ｈ３１．２．１
玖珠町 Ｒ ２．３．３１

４．施策の概要

市街化区域及び市街化調整区域の区域区分
一般的に「線引き」と言われ、無秩序な市街化を防止し、良好な都市形成を行うために、都市計画区域を優先的
かつ計画的に市街化すべき区域（市街化区域）と、当面市街化を抑制すべき区域（市街化調整区域）とに区分して、
段階的な市街化を図ることを目的としたものである。

令和８年３月３１日現在

準都市計画区域
都市計画区域外において、道路整備により利便性が著しく向上する既存集落周辺や高速道路のインターチェンジ周

辺など、そのまま放置すれば用途の混在や不適切な農地の浸食等が懸念され、土地利用の整序又は環境の保全が求め
られる区域である。

市町村の景観行政団体への移行状況
良好な景観の形成は基礎自治体である市町村が中心的な役割を担うことが望ましいという景観法の基本的な考え方

を踏まえ、令和２年３月末までに県内全ての市町村が景観行政団体に移行している。

◆都市計画区域マスタープラン（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針）
都市計画区域マスタープランとは、長期的な都市の将来像を明確にするため、都市計画区域における土地利用や
都市施設等の方針について定めたものである。
大分県では、平成１６年４月に１８区域（１４市２町）の都市計画区域マスタープランを策定したが市町村合併等によ

る変化を背景に平成２３年３月に改訂した。その後、概ね１０年後の目標年次に到達したことを受け、社会情勢の変化
や法・制度改正に伴って、１７区域を令和３年３月に改訂した。（佐賀関は準都市計画区域に移行）
今後は、プランの着実な実行と住民が主役のまちづくりを支援するため、「まちづくり懇談会」・「大分県都市
計画・まちづくり研究会」を継続させ、県と市町の連携を一層強化するとともに、積極的な都市計画情報の提供や
計画の進捗管理に努め、地域の課題に対応した都市政策を推進する。

都市・まちづくり推進課
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◆大分都市圏総合都市交通計画
急速に進行する高齢化や中心市街地の衰退、公共交通の衰退等への対策や集約型都市構造の実現に向けた、過度

に車に依存しない交通環境の実現のため、大分都市圏（大分市、別府市、臼杵市、豊後大野市、由布市、日出町）
の総合的な交通政策の基本方針を示したもので、平成２７年度に策定し、令和２年度に一部改訂した。

◆都市施設の整備・見直し
これまで本県では、人口の増大や経済の発展、そして各種開発計画等に対応して、道路、公園をはじめとする都

市施設の計画決定を行い、順次計画的に整備を行ってきたところである。
しかし、県内の都市施設の中には、都市計画決定後何十年も整備が進まない都市施設があり、今後の整備にあたっ
ては、法に基づく建築制限を長期間課せられている関係者を含めた地域社会の合意形成を図ることがこれまで以上
に重要な課題となっており、過去に計画された都市施設についてもその後の社会経済の変化によってその役割が大
きく変化し、都市施設そのものを見直すべきケースがあることも想定される。そこで本県では、関係市町村と共に
おおむね１０年以内の都市施設の整備状況や周辺土地利用の変化などを考慮しながら、必要に応じて整備・見直しを
行う。

◆開発許可の審査
都市計画法に基づく開発許可制度は昭和４３年に創設され、県内全域において適用されている。また、平成１８年に

は都市機能がコンパクトに集約した都市構造を実現することが重要であるという認識のもと、これまで開発許可不
要とされていた公共公益施設が許可対象となり、市街化調整区域における大規模な計画的開発を許可できる基準が
削除される等の法改正がなされている。これらの背景を踏まえつつ、開発行為について公共施設や排水設備等、必
要な施設の整備を義務付けるなど良質な宅地水準を確保するため審査を行う。

◆街路事業
良好な市街地の形成を図るため、都市構造の骨格を形成するとともに、都市交通の円滑化、住宅、宅地の供給促

進、防災避難路の確保等の多様な機能を有する都市内道路網として街路事業の整備促進を図る。
（都）庄の原佐野線（大分市大字下郡～大分市明野西１丁目）、（都）銭渕大宮線（日田市大字高瀬）、（都）

外馬場錆矢堂線（中津市大字牛神～中津市大字下池永）、（都）南立石亀川線（別府市大字鶴見）、（都）玉来吉
田線（竹田市大字玉来）、（都）駅前高市線（豊後大野市三重町市場）、（都）鶴崎駅前松岡線（大分市大字松岡）

◆土地区画整理事業
道路などの都市基盤整備が未整備な市街地や、今後市街化が予想される地区を健全な市街地にするため施行地区

内の土地を換地手法（換地及び減歩）により、道路、公園、河川、広場などの公共施設の整備と同時に宅地の区画
形状を整える。

◆都市防災総合推進事業
市街地の総合的な防災性の向上及び被災地の早期復興を図るため、都市の防災構造化、住民の意識向上、事前復

興準備及び被災地における復興まちづくりなどの取組により、災害に強いまちづくりを支援・推進する。
大分市佐賀関地区（事業主体：大分市）、天ケ瀬温泉地区（事業主体：日田市）、佐伯市全域地区（事業主体：

佐伯市）、湯平温泉地区（事業主体：由布市）、日出町地区（事業主体：日出町）
盛土等による災害から県民の生命・身体を守るため、宅地、森林、農地等にかかわらず、危険な盛土等を全国一

律の基準で包括的に規制する取組を推進する。
盛土による災害防止のための調査（事業主体：大分県、大分市）

◆宅地耐震化推進事業
大規模盛土造成地や液状化リスクが高いエリアについて、変動予測に関する調査等（ハザードマップ作成）を促

進し、住民への情報提供を図ることにより、宅地防災への理解を深めてもらうとともに、必要な対策を講じること
で、災害に強い県土づくりを推進する。

都市・まちづくり推進課
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都 市 計 画
区 域 名

都 市 計 画
区 域 面 積

市 街 化 区
域 内 面 積

市 街 化 区
域 内 人 口

市 街 化 区
域 の 割 合 決定年月 日 摘 要

大 分 ３６，１５０ha １１，２８８ha ４０５．７千人
（現況） ３１．３％ Ｓ４５．１２．２５

Ｒ ３．３．２６
当 初
最 終

別 府 ８，５８７ha ２，８１８ha １０９．１千人
（現況） ３２．８％ Ｓ４５．１２．２５

Ｒ ３．３．２６
当 初
最 終

市街化区域及び市街化調整区域

※各都市計画区域の「土地利用」「都市施設」等詳細データは「資料編」に記載（Ｐ１０９～）

都市名 区域名 面積 当初決定年月日 最終決定年月日
大分市 本神崎準都市計画区域 ９５ha Ｈ２２．３．３１ Ｈ２２．３．３１
大分市 佐賀関準都市計画区域 ４９４ha Ｒ３．３．２６ Ｒ ３．３．２６
中津市 三光準都市計画区域 １，４５９ha Ｈ２２．３．３１ Ｈ２２．３．３１

移行年月日
大分市 Ｈ１６．１２．１７
別府市 Ｈ１７．４．１
中津市 Ｈ１８．７．２１
日田市 Ｈ１９．４．１
佐伯市 Ｈ２９．３．１
臼杵市 Ｈ１８．３．２７

移行年月日
津久見市 Ｈ３０．３．３０
竹田市 Ｈ２３．２．７

豊後高田市 Ｈ１９．５．１
杵築市 Ｈ１８．７．１７
宇佐市 Ｈ１８．４．１４

豊後大野市 Ｈ２８．３．１

移行年月日
由布市 Ｈ１７．９．１９
国東市 Ｈ２０．５．１
姫島村 Ｈ２７．１．１
日出町 Ｒ １．１２．１
九重町 Ｈ３１．２．１
玖珠町 Ｒ ２．３．３１

４．施策の概要

市街化区域及び市街化調整区域の区域区分
一般的に「線引き」と言われ、無秩序な市街化を防止し、良好な都市形成を行うために、都市計画区域を優先的

かつ計画的に市街化すべき区域（市街化区域）と、当面市街化を抑制すべき区域（市街化調整区域）とに区分して、
段階的な市街化を図ることを目的としたものである。

令和８年３月３１日現在

準都市計画区域
都市計画区域外において、道路整備により利便性が著しく向上する既存集落周辺や高速道路のインターチェンジ周

辺など、そのまま放置すれば用途の混在や不適切な農地の浸食等が懸念され、土地利用の整序又は環境の保全が求め
られる区域である。

市町村の景観行政団体への移行状況
良好な景観の形成は基礎自治体である市町村が中心的な役割を担うことが望ましいという景観法の基本的な考え方

を踏まえ、令和２年３月末までに県内全ての市町村が景観行政団体に移行している。

◆都市計画区域マスタープラン（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針）
都市計画区域マスタープランとは、長期的な都市の将来像を明確にするため、都市計画区域における土地利用や

都市施設等の方針について定めたものである。
大分県では、平成１６年４月に１８区域（１４市２町）の都市計画区域マスタープランを策定したが市町村合併等によ

る変化を背景に平成２３年３月に改訂した。その後、概ね１０年後の目標年次に到達したことを受け、社会情勢の変化
や法・制度改正に伴って、１７区域を令和３年３月に改訂した。（佐賀関は準都市計画区域に移行）
今後は、プランの着実な実行と住民が主役のまちづくりを支援するため、「まちづくり懇談会」・「大分県都市

計画・まちづくり研究会」を継続させ、県と市町の連携を一層強化するとともに、積極的な都市計画情報の提供や
計画の進捗管理に努め、地域の課題に対応した都市政策を推進する。

都市・まちづくり推進課

都
市
・
ま
ち
づ
く
り

推

進

課

◆大分都市圏総合都市交通計画
急速に進行する高齢化や中心市街地の衰退、公共交通の衰退等への対策や集約型都市構造の実現に向けた、過度
に車に依存しない交通環境の実現のため、大分都市圏（大分市、別府市、臼杵市、豊後大野市、由布市、日出町）
の総合的な交通政策の基本方針を示したもので、平成２７年度に策定し、令和２年度に一部改訂した。

◆都市施設の整備・見直し
これまで本県では、人口の増大や経済の発展、そして各種開発計画等に対応して、道路、公園をはじめとする都
市施設の計画決定を行い、順次計画的に整備を行ってきたところである。
しかし、県内の都市施設の中には、都市計画決定後何十年も整備が進まない都市施設があり、今後の整備にあたっ
ては、法に基づく建築制限を長期間課せられている関係者を含めた地域社会の合意形成を図ることがこれまで以上
に重要な課題となっており、過去に計画された都市施設についてもその後の社会経済の変化によってその役割が大
きく変化し、都市施設そのものを見直すべきケースがあることも想定される。そこで本県では、関係市町村と共に
おおむね１０年以内の都市施設の整備状況や周辺土地利用の変化などを考慮しながら、必要に応じて整備・見直しを
行う。

◆開発許可の審査
都市計画法に基づく開発許可制度は昭和４３年に創設され、県内全域において適用されている。また、平成１８年に

は都市機能がコンパクトに集約した都市構造を実現することが重要であるという認識のもと、これまで開発許可不
要とされていた公共公益施設が許可対象となり、市街化調整区域における大規模な計画的開発を許可できる基準が
削除される等の法改正がなされている。これらの背景を踏まえつつ、開発行為について公共施設や排水設備等、必
要な施設の整備を義務付けるなど良質な宅地水準を確保するため審査を行う。

◆街路事業
良好な市街地の形成を図るため、都市構造の骨格を形成するとともに、都市交通の円滑化、住宅、宅地の供給促
進、防災避難路の確保等の多様な機能を有する都市内道路網として街路事業の整備促進を図る。
（都）庄の原佐野線（大分市大字下郡～大分市明野西１丁目）、（都）銭渕大宮線（日田市大字高瀬）、（都）
外馬場錆矢堂線（中津市大字牛神～中津市大字下池永）、（都）南立石亀川線（別府市大字鶴見）、（都）玉来吉
田線（竹田市大字玉来）、（都）駅前高市線（豊後大野市三重町市場）、（都）鶴崎駅前松岡線（大分市大字松岡）

◆土地区画整理事業
道路などの都市基盤整備が未整備な市街地や、今後市街化が予想される地区を健全な市街地にするため施行地区
内の土地を換地手法（換地及び減歩）により、道路、公園、河川、広場などの公共施設の整備と同時に宅地の区画
形状を整える。

◆都市防災総合推進事業
市街地の総合的な防災性の向上及び被災地の早期復興を図るため、都市の防災構造化、住民の意識向上、事前復
興準備及び被災地における復興まちづくりなどの取組により、災害に強いまちづくりを支援・推進する。
大分市佐賀関地区（事業主体：大分市）、天ケ瀬温泉地区（事業主体：日田市）、佐伯市全域地区（事業主体：
佐伯市）、湯平温泉地区（事業主体：由布市）、日出町地区（事業主体：日出町）
盛土等による災害から県民の生命・身体を守るため、宅地、森林、農地等にかかわらず、危険な盛土等を全国一
律の基準で包括的に規制する取組を推進する。
盛土による災害防止のための調査（事業主体：大分県、大分市）

◆宅地耐震化推進事業
大規模盛土造成地や液状化リスクが高いエリアについて、変動予測に関する調査等（ハザードマップ作成）を促
進し、住民への情報提供を図ることにより、宅地防災への理解を深めてもらうとともに、必要な対策を講じること
で、災害に強い県土づくりを推進する。
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◆国土利用計画
国土利用計画（県計画）は、国土利用計画法第７条の規定に基づき、国土利用計画（全国計画）を基本とし、公共
の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図ること
を基本理念として、総合的かつ計画的な国土の利用を確保するための長期の目標を定めるものである。本県におい
ては、全国計画の改定等に伴い、平成３１年３月に第五次県計画を策定した。

◆土地利用基本計画
土地利用基本計画は、国土利用計画法第９条の規定に基づき、国土利用計画（全国計画及び都道府県計画）を基
本として定めるものである。この基本計画は、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園
法、自然環境保全法等（以下「個別規制法」という）に基づく土地利用に関する諸計画の上位計画として、行政部
内の総合調整機能を果たすとともに、土地取引に関しては直接的に、開発行為に関しては個別規制法を通じて間接
的に規制の基準としての役割を果たすものである。
土地利用基本計画は、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五地域区分の範囲を縮
尺５万分の１の地形図上に記したもの（計画図）と、土地利用の調整等に関する事項を記した文書（計画書）とで
構成されている。

◆土地取引の規制
国土利用計画法においては、土地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去し、適正かつ合理
的な土地利用を確保するため、土地取引等の規制に関する措置が定められている。本県では、同法第２３条の規定に
基づき、土地に関する権利の移転又は設定後における利用目的等の届出があった場合に、関係する市町村や個別規
制法の担当部署の意見を聴いた上で、当該地域を含む周辺地域の適正かつ合理的な土地利用を図るために必要な助
言等をすることとしている。

◆地価調査
地価調査は、適正な地価形成に寄与することを目的として、国土利用計画法施行令第９条に基づき、住宅地、商
業地等類似の利用価値を有すると認められる地域ごとに選定した基準地について標準価格を判定し、９月に公表し
ている。
標準価格は、国が行う地価公示の公示価格とともに一般の土地取引の指標となるほか、公共事業用地の取得価格
の算定規準等に用いられている。

◆盛土規制法に基づく取り組み
令和５年５月２６日に施行された宅地造成及び特定盛土等規制法を受け、大分県では、令和７年５月１日に県内全

域を法律に基づく規制区域に指定し、運用を開始した。
当課において、新規盛土等の許可申請の受付・審査・許可・検査、不法盛土等の監視、既存盛土等の分布調査・
現地調査を実施する。また、違法性や危険性のある盛土等を把握した場合は、関係部局や市町村と連携して、土地
所有者等に行政指導や行政処分等を行う。

◆景観の保全
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　本県は、それぞれの地域で特色ある景観に恵まれている。こうした優れた景観を保全するため、県民に対して
は、景観教室や景観ハンドブックの活用により景観に関する意識醸成を図っている。市町村に対しては自らが景観
行政団体となり、景観計画及び景観条例を策定するという景観法の基本的な考え方に立ち、条例制定に向け、景
観・まちづくりアドバイザーの派遣や県が作成した景観行政の手引書等を示すなどして取組を支援する。さらに、
景観の保全・形成の大切さについて理解を深めるため、県民や事業者も対象としたセミナーなどを開催する。
　また、くじゅう連山など複数の市町村にわたる広域的な景観については、令和４年度策定の大分県広域景観保
全・形成指針に基づき、令和５年度に景観の一体的な保全・形成を図る７エリアで広域景観協議会を設立した。こ
の協議会では、県民・事業者・市町村・県が協働し、本県の美しく豊かな景観を次世代に引き継いでいく取組を推
進する。

５．主な当年度事業

◆まちづくり関連事業
県内の市町において、都市再生整備計画関連事業や街なみ環境整備事業等を行っており、地域住民の生活の質の

向上と、観光を始めとした地域経済・社会の活性化を図るため、歴史や文化、温泉など地域の魅力ある資源を活か
した個性あふれるまちづくりを支援する。また、大分市の市街地においては、立地に適した合理的な土地利用と都
市機能の強化を図るために、市街地再開発事業を行い、核となる商業施設等を整備し、地域の活性化を図る。

◆屋外広告物の規制
屋外広告物法に基づいて大分県屋外広告物条例及び同施行規則を定めており、良好な景観の形成、風致の維持及

び公衆に対する安全の確保を図っている。また、講習会の開催及び屋外広告業の登録制度により、従事者等に対し、
法令等の知識や技術の向上を図るとともに、その指導育成に努めている。なお、屋外広告物に関する事務は、都市・
まちづくり推進課が所管しているが、条例に基づく許可、屋外広告業者登録申請の受付及び違反広告物の是正指導
等の事務は、各土木事務所において行っている。（但し、大分市については中核市に指定されたことに伴い、平成
９年４月１日から同市の事務となっている。また、平成２０年４月から姫島村、平成２１年４月から日田市、豊後高田
市、由布市、平成２６年７月から津久見市、平成２９年７月から竹田市が一部権限移譲により事務を行っている。）

）区工野明・郡下（線野佐原の庄）都（）区工郡下（線野佐原の庄）都（

図想予成完図想予成完
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◆国土利用計画
国土利用計画（県計画）は、国土利用計画法第７条の規定に基づき、国土利用計画（全国計画）を基本とし、公共
の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図ること
を基本理念として、総合的かつ計画的な国土の利用を確保するための長期の目標を定めるものである。本県におい
ては、全国計画の改定等に伴い、平成３１年３月に第五次県計画を策定した。

◆土地利用基本計画
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本として定めるものである。この基本計画は、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園
法、自然環境保全法等（以下「個別規制法」という）に基づく土地利用に関する諸計画の上位計画として、行政部
内の総合調整機能を果たすとともに、土地取引に関しては直接的に、開発行為に関しては個別規制法を通じて間接
的に規制の基準としての役割を果たすものである。
土地利用基本計画は、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の五地域区分の範囲を縮

尺５万分の１の地形図上に記したもの（計画図）と、土地利用の調整等に関する事項を記した文書（計画書）とで
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制法の担当部署の意見を聴いた上で、当該地域を含む周辺地域の適正かつ合理的な土地利用を図るために必要な助
言等をすることとしている。
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◆盛土規制法に基づく取り組み
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の協議会では、県民・事業者・市町村・県が協働し、本県の美しく豊かな景観を次世代に引き継いでいく取組を推
進する。

５．主な当年度事業
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県内の市町において、都市再生整備計画関連事業や街なみ環境整備事業等を行っており、地域住民の生活の質の
向上と、観光を始めとした地域経済・社会の活性化を図るため、歴史や文化、温泉など地域の魅力ある資源を活か
した個性あふれるまちづくりを支援する。また、大分市の市街地においては、立地に適した合理的な土地利用と都
市機能の強化を図るために、市街地再開発事業を行い、核となる商業施設等を整備し、地域の活性化を図る。

◆屋外広告物の規制
屋外広告物法に基づいて大分県屋外広告物条例及び同施行規則を定めており、良好な景観の形成、風致の維持及
び公衆に対する安全の確保を図っている。また、講習会の開催及び屋外広告業の登録制度により、従事者等に対し、
法令等の知識や技術の向上を図るとともに、その指導育成に努めている。なお、屋外広告物に関する事務は、都市・
まちづくり推進課が所管しているが、条例に基づく許可、屋外広告業者登録申請の受付及び違反広告物の是正指導
等の事務は、各土木事務所において行っている。（但し、大分市については中核市に指定されたことに伴い、平成
９年４月１日から同市の事務となっている。また、平成２０年４月から姫島村、平成２１年４月から日田市、豊後高田
市、由布市、平成２６年７月から津久見市、平成２９年７月から竹田市が一部権限移譲により事務を行っている。）
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公園・生活排水課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

（１）都市公園関係業務
①県営都市公園（大洲総合運動公園、高尾山自然公園、ハーモニーパーク、大分スポーツ公園）の整備に関すること
②県営都市公園の維持管理・運営に関すること
③市町村の施行する都市公園事業の計画、指導監督に関すること

（２）生活排水・下水道関係業務
①市町村の施行する生活排水処理施設整備事業及び都市浸水対策事業の計画、指導監督に関すること
②生活排水対策の普及啓発に関すること

近年、余暇の充実や快適で潤いのある生活環境の創出、さらには、安全・安心の確保や長寿・福祉社会に対応した
良好な都市環境の形成が求められている。
このため、都市公園の整備を進めて、都市環境並びに都市防災機能の向上を図るとともに、公共下水道、農業・漁

業集落排水施設並びに合併処理浄化槽の整備を推進して、生活環境の改善、浸水の防除及び公共用水域の水質保全を
図る。

（１）都市公園の概要

※大分県の都市公園現況は「資料編」に記載（Ｐ１１６）

大分県都市公園整備状況
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　令和６年度末現在の県内の都市公園等の箇所数は、県内最大の大分スポーツ公園をはじめ1,210箇所、面積は
1,300. 0haである。整備水準の目安となる一人あたりの都市公園等の面積は12. 6㎡と全国平均の11. 0㎡を上回って
いる。「おおいた土木未来プラン2024」に掲げた目標（令和９年度末に12. 6㎡、令和 14年度末に12. 8㎡）の達成に向
け、引き続き整備水準の確保に努める。

大分県 全国平均 九州平均
汚水処理人口普及率 ８４．０％ ９３．７％ ９０．３％

（令和６年度末現在）

生活排水対策マスコット「くりん」

４．施策の概要

（２）生活排水・下水道の概要
本県では、生活環境の改善や公共用水域の水質保全等を目的として、公共下水道（分流式汚水）、農業・漁業集落

排水施設、合併処理浄化槽等の生活排水処理施設の整備を推進しているが、令和６年度末現在の汚水処理人口普及率
は、県全体で８４．０％であり、九州全体の９０．３％、全国の９３．７％に比べると整備は大きく遅れており、生活排水処理施
設を整備する市町村に対して財政的な支援を行っている。
各市町村においては、１２市町で公共下水道事業を、８市町村で農業・漁業集落排水事業を、１６市町で浄化槽設置整備

事業（個人設置型）を、２市で公共浄化槽等整備推進事業（市町村設置型）を実施する。また、都市における浸水被
害の防止、軽減を目的として９市町で公共下水道（分流式雨水）の整備を行う。

※汚水処理人口普及率（住民基本台帳人口に対する生活排水処理施設を利用できる人口の割合）

（１）都市公園事業

県営都市公園は、１９７８年８月に開設した大洲総合運動公園をはじめ、１９８６年４月に高尾山自然公園、１９９１年４月に
ハーモニーパーク、２００１年５月に大分スポーツ公園を順次開設しており、２００２年FIFAワールドカップサッカーや２００８
年第６３回国民体育大会、２０１９年ラグビーワールドカップやスタジアムライブ等の大規模イベントをはじめとして、県
内外のスポーツ競技大会の開催、身近に親しめるレクリエーションや自然とのふれあいの場として幅広く利用され、
多くの利用者が訪れている。しかし、これらの県営都市公園は、長いもので開設から４０年以上が経過しており、老朽
化や社会情勢・利用者ニーズの変化に伴い、公園施設の改修・更新が必要となっている。
このため、誰もが安全かつ安心して都市公園を利用できるよう、本事業により、大分スポーツ公園におけるクラサ

スドーム大分やその他各公園施設の計画的な改修・更新を行う。

公園・生活排水課

ータンセツーポス道武スサラク園公ツーポス分大
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94.9%
90.5% 90.4% 88.4% 88.3% 86.5% 84.8% 84.0%

九州平均 90.3%九州平均 90.3%
全国平均 93.7%全国平均 93.7%

県営都市公園長寿命化事業・県営都市公園施設整備事業
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公園・生活排水課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

（１）都市公園関係業務
①県営都市公園（大洲総合運動公園、高尾山自然公園、ハーモニーパーク、大分スポーツ公園）の整備に関すること
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①市町村の施行する生活排水処理施設整備事業及び都市浸水対策事業の計画、指導監督に関すること
②生活排水対策の普及啓発に関すること

近年、余暇の充実や快適で潤いのある生活環境の創出、さらには、安全・安心の確保や長寿・福祉社会に対応した
良好な都市環境の形成が求められている。
このため、都市公園の整備を進めて、都市環境並びに都市防災機能の向上を図るとともに、公共下水道、農業・漁

業集落排水施設並びに合併処理浄化槽の整備を推進して、生活環境の改善、浸水の防除及び公共用水域の水質保全を
図る。

（１）都市公園の概要

※大分県の都市公園現況は「資料編」に記載（Ｐ１１６）
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　令和６年度末現在の県内の都市公園等の箇所数は、県内最大の大分スポーツ公園をはじめ1,210箇所、面積は
1,300. 0haである。整備水準の目安となる一人あたりの都市公園等の面積は12. 6㎡と全国平均の11. 0㎡を上回って
いる。「おおいた土木未来プラン2024」に掲げた目標（令和９年度末に12. 6㎡、令和 14年度末に12. 8㎡）の達成に向
け、引き続き整備水準の確保に努める。

大分県 全国平均 九州平均
汚水処理人口普及率 ８４．０％ ９３．７％ ９０．３％

（令和６年度末現在）

生活排水対策マスコット「くりん」

４．施策の概要

（２）生活排水・下水道の概要
本県では、生活環境の改善や公共用水域の水質保全等を目的として、公共下水道（分流式汚水）、農業・漁業集落

排水施設、合併処理浄化槽等の生活排水処理施設の整備を推進しているが、令和６年度末現在の汚水処理人口普及率
は、県全体で８４．０％であり、九州全体の９０．３％、全国の９３．７％に比べると整備は大きく遅れており、生活排水処理施
設を整備する市町村に対して財政的な支援を行っている。
各市町村においては、１２市町で公共下水道事業を、８市町村で農業・漁業集落排水事業を、１６市町で浄化槽設置整備
事業（個人設置型）を、２市で公共浄化槽等整備推進事業（市町村設置型）を実施する。また、都市における浸水被
害の防止、軽減を目的として９市町で公共下水道（分流式雨水）の整備を行う。

※汚水処理人口普及率（住民基本台帳人口に対する生活排水処理施設を利用できる人口の割合）

（１）都市公園事業

県営都市公園は、１９７８年８月に開設した大洲総合運動公園をはじめ、１９８６年４月に高尾山自然公園、１９９１年４月に
ハーモニーパーク、２００１年５月に大分スポーツ公園を順次開設しており、２００２年FIFAワールドカップサッカーや２００８
年第６３回国民体育大会、２０１９年ラグビーワールドカップやスタジアムライブ等の大規模イベントをはじめとして、県
内外のスポーツ競技大会の開催、身近に親しめるレクリエーションや自然とのふれあいの場として幅広く利用され、
多くの利用者が訪れている。しかし、これらの県営都市公園は、長いもので開設から４０年以上が経過しており、老朽
化や社会情勢・利用者ニーズの変化に伴い、公園施設の改修・更新が必要となっている。
このため、誰もが安全かつ安心して都市公園を利用できるよう、本事業により、大分スポーツ公園におけるクラサ

スドーム大分やその他各公園施設の計画的な改修・更新を行う。

公園・生活排水課

ータンセツーポス道武スサラク園公ツーポス分大
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94.9%
90.5% 90.4% 88.4% 88.3% 86.5% 84.8% 84.0%

九州平均 90.3%九州平均 90.3%
全国平均 93.7%全国平均 93.7%

県営都市公園長寿命化事業・県営都市公園施設整備事業
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間期定指者理管定指名園公市都
大分スポーツ公園

及び
高尾山自然公園

㈱大宣 令和 ６．４．１～令和１１．３．３１

大洲総合運動公園 ファビルス・プランニング大分共同事業体 令和 ５．４．１～令和１
１
０．３．３１

ハーモニーパーク ㈱サンリオエンターテイメント 令和 ８．４．１～令和 ３．３．３１

県営都市公園の維持管理・運営
県営都市公園では、公園利用者へのサービスの向上と経費の節減等を図るため、平成１８年度から指定管理者制度を
導入しており、維持管理・運営を下記の民間事業者等に委託している。

指定管理者には、「大分県都市公園条例」の規定に基づき、次の業務を委託している。
① 公園施設の維持管理及び修繕に関する業務
② 都市公園の利用の受付及び案内に関する業務
③ 有料公園施設の利用の許可に関する業務
④ 都市公園の利用の促進に関する業務
⑤ その他、知事が特に必要と認める業務（地域、NPO等との連携に関する業務 等）

（２）生活排水・下水道事業
大分県生活排水処理施設整備構想2015及び広域化・共同化計画

本県では、公共下水道等の生活排水処理施設について、将来にわたる整備手法と持続可能な運営体制を構築するた
め、平成２８年３月に「大分県生活排水処理整備構想２０１５」を策定し、今後２０年間の生活排水処理の全体像を示した。
また近年において、「既存施設の老朽化」「人口減少による使用料収入の減少」「管理職員の減少による執行体制

の脆弱化」などにより、経営環境の厳しさが顕著となってきていることから、将来にわたる持続可能な運営を目的と
して、令和５年３月に「大分県生活排水処理事業広域化・共同化計画」を策定した。
この計画では、短期的には「施設の統廃合」「汚泥処理の共同化」のハード整備や「台帳システムの電子化」「勉

強会や災害対応合同訓練等の人材育成の共同化」のソフト対策を、中長期的には「使用料金の共同徴収」「維持管理
の共同発注」を目標に掲げ、市町村間の連携を強化し、県内の生活排水処理における事業運営【職員（ヒト）・施設
（モノ）・財政（カネ）】を安定させることを目的としている。
下水道事業

下水道は、汚水の収集・処理、雨水の排除という機能を有し、生活環境の改善や公衆衛生の向上、浸水の防除、さ
らには河川・湖沼、海域等の公共用水域の水質保全を図るために欠かすことのできない施設である。
いわば、人々の日常生活や社会経済活動を根底から支える社会基盤の一つであり、着実な整備や、適切な維持管理

が求められている。
・事業実施中の箇所：１２市町村（大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、豊後高田市、

杵築市、宇佐市、国東市、日出町）
浄化槽設置整備事業

合併処理浄化槽は各家庭ごとに設置するもので、生活雑排水による公共用水域の環境悪化に対処し、水環境の保全
及び公衆衛生の向上を図ることを目的としている。
農業集落排水事業

農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水又は雨水を処理する施設やその循環利用を目的とした施設等を整備、
維持管理し、活力ある農村社会の形成に資することを目的としている。
・実施中の箇所：７市町（中津市、佐伯市、竹田市、杵築市、宇佐市、国東市、日出町）

漁業集落排水事業

漁業集落排水施設の整備を行い、漁村の生活環境の改善を図ると同時に、漁港及び周辺水域の水質保全により漁業
の振興に資することを目的としている。
・実施中の箇所：４市町村（佐伯市、臼杵市、姫島村、日出町）

公園・生活排水課
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５．主な当年度事業

生活排水処理施設整備推進事業

本県では、生活排水処理施設の整備を行う市町村に対して汚水処理人口普及率に応じた交付金を起債の償還財源と
して交付するほか、浄化槽設置整備事業（個人設置型）に対して補助金を交付することにより、市町村の財政負担を
軽減し、汚水処理人口普及率の向上を図っている。
また、平成２６年度から平成２８年度には、流域会議※が設置される４モデルの河川の流

域市町と連携し、汚水処理人口普及率が低い地域において、合併処理浄化槽への転換に
対する補助金額を上乗せした。平成２９年度からは、対象地域を拡大して、全県下で実施
している。
※きれいな河川を将来にわたって守っていくため、各河川の上流域から下流域までの
地元自治会や水環境に関わる団体等が主体的に参加し、設立する会議。
流域ごとに、わかりやすい取り組み目標を定めて、川辺の清掃や生活排水対策等

の環境保全活動に流域全体で取り組む。
きれいな水再生啓発事業

工業等産業系の排水に対する規則が強化されて排水対策が進んだ今日では、日常生活に伴う生活排水が公共用水域
における水質汚濁の大きな原因となっている。
このような状況に対処するため、県では９月１０日の「下水道の日」から１０月１日の「浄化槽の日」を含む１０月１０日

までを「生活排水きれい推進月間」として、各種の啓発活動を行っている。
また、大分県生活排水対策基本方針に基づき、合併処理浄化槽への転換促進及び下水道への接続促進を図るため、

汚水処理人口普及率が低い地域を中心に、小学校への出張教室等を実施している。

事 業 名 予算額（千円） 概 要

農業集落排水事業 ２１

６

０，２１２ 中津市、佐伯市、竹田市、杵築市、宇佐市、国東市、
日出町

漁業集落排水事業 ２，３１２ 佐伯市、臼杵市、姫島村、日出町
国庫補助事業計 ２７２，５２４

県営都市公園長寿命化等対策事業 ４６３，０５０ 大洲総合運動公園、ハーモニーパーク、大分スポーツ
公園、高尾山自然公園

交付金計 ４６３，０５０

大分スポーツ公園等管理運営事業 ４７６，０６８ 高尾山自然公園、総合競技場、サッカー・ラグビー場
（２面）、野球場、サブ競技場等の管理運営

県営都市公園施設整備事業 ３４，２２３ 高尾山自然公園、大洲総合運動公園、ハーモニーパー
ク、大分スポーツ公園の維持修繕

公園維持管理費 １４３，０８６ 大洲総合運動公園、ハーモニーパークの管理運営
生活排水処理施設整備推進事業 ５０９，６５１ 補助対象事業の工事費に対する県費助成
きれいな水再生啓発事業 ９３２ 地域住民への啓発活動

県単事業計 １，１６３，９６０
合 計 １，８９９，５３４

公園・生活排水課

生活排水対策マスコット「くりん」
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間期定指者理管定指名園公市都
大分スポーツ公園

及び
高尾山自然公園

㈱大宣 令和 ６．４．１～令和１１．３．３１

大洲総合運動公園 ファビルス・プランニング大分共同事業体 令和 ５．４．１～令和１
１
０．３．３１

ハーモニーパーク ㈱サンリオエンターテイメント 令和 ８．４．１～令和 ３．３．３１

県営都市公園の維持管理・運営
県営都市公園では、公園利用者へのサービスの向上と経費の節減等を図るため、平成１８年度から指定管理者制度を

導入しており、維持管理・運営を下記の民間事業者等に委託している。

指定管理者には、「大分県都市公園条例」の規定に基づき、次の業務を委託している。
① 公園施設の維持管理及び修繕に関する業務
② 都市公園の利用の受付及び案内に関する業務
③ 有料公園施設の利用の許可に関する業務
④ 都市公園の利用の促進に関する業務
⑤ その他、知事が特に必要と認める業務（地域、NPO等との連携に関する業務 等）

（２）生活排水・下水道事業
大分県生活排水処理施設整備構想2015及び広域化・共同化計画

本県では、公共下水道等の生活排水処理施設について、将来にわたる整備手法と持続可能な運営体制を構築するた
め、平成２８年３月に「大分県生活排水処理整備構想２０１５」を策定し、今後２０年間の生活排水処理の全体像を示した。
また近年において、「既存施設の老朽化」「人口減少による使用料収入の減少」「管理職員の減少による執行体制

の脆弱化」などにより、経営環境の厳しさが顕著となってきていることから、将来にわたる持続可能な運営を目的と
して、令和５年３月に「大分県生活排水処理事業広域化・共同化計画」を策定した。
この計画では、短期的には「施設の統廃合」「汚泥処理の共同化」のハード整備や「台帳システムの電子化」「勉

強会や災害対応合同訓練等の人材育成の共同化」のソフト対策を、中長期的には「使用料金の共同徴収」「維持管理
の共同発注」を目標に掲げ、市町村間の連携を強化し、県内の生活排水処理における事業運営【職員（ヒト）・施設
（モノ）・財政（カネ）】を安定させることを目的としている。
下水道事業

下水道は、汚水の収集・処理、雨水の排除という機能を有し、生活環境の改善や公衆衛生の向上、浸水の防除、さ
らには河川・湖沼、海域等の公共用水域の水質保全を図るために欠かすことのできない施設である。
いわば、人々の日常生活や社会経済活動を根底から支える社会基盤の一つであり、着実な整備や、適切な維持管理

が求められている。
・事業実施中の箇所：１２市町村（大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、豊後高田市、

杵築市、宇佐市、国東市、日出町）
浄化槽設置整備事業

合併処理浄化槽は各家庭ごとに設置するもので、生活雑排水による公共用水域の環境悪化に対処し、水環境の保全
及び公衆衛生の向上を図ることを目的としている。
農業集落排水事業

農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水又は雨水を処理する施設やその循環利用を目的とした施設等を整備、
維持管理し、活力ある農村社会の形成に資することを目的としている。
・実施中の箇所：７市町（中津市、佐伯市、竹田市、杵築市、宇佐市、国東市、日出町）

漁業集落排水事業

漁業集落排水施設の整備を行い、漁村の生活環境の改善を図ると同時に、漁港及び周辺水域の水質保全により漁業
の振興に資することを目的としている。
・実施中の箇所：４市町村（佐伯市、臼杵市、姫島村、日出町）

公園・生活排水課
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５．主な当年度事業

生活排水処理施設整備推進事業

本県では、生活排水処理施設の整備を行う市町村に対して汚水処理人口普及率に応じた交付金を起債の償還財源と
して交付するほか、浄化槽設置整備事業（個人設置型）に対して補助金を交付することにより、市町村の財政負担を
軽減し、汚水処理人口普及率の向上を図っている。
また、平成２６年度から平成２８年度には、流域会議※が設置される４モデルの河川の流

域市町と連携し、汚水処理人口普及率が低い地域において、合併処理浄化槽への転換に
対する補助金額を上乗せした。平成２９年度からは、対象地域を拡大して、全県下で実施
している。
※きれいな河川を将来にわたって守っていくため、各河川の上流域から下流域までの
地元自治会や水環境に関わる団体等が主体的に参加し、設立する会議。
流域ごとに、わかりやすい取り組み目標を定めて、川辺の清掃や生活排水対策等
の環境保全活動に流域全体で取り組む。

きれいな水再生啓発事業

工業等産業系の排水に対する規則が強化されて排水対策が進んだ今日では、日常生活に伴う生活排水が公共用水域
における水質汚濁の大きな原因となっている。
このような状況に対処するため、県では９月１０日の「下水道の日」から１０月１日の「浄化槽の日」を含む１０月１０日

までを「生活排水きれい推進月間」として、各種の啓発活動を行っている。
また、大分県生活排水対策基本方針に基づき、合併処理浄化槽への転換促進及び下水道への接続促進を図るため、

汚水処理人口普及率が低い地域を中心に、小学校への出張教室等を実施している。

事 業 名 予算額（千円） 概 要

農業集落排水事業 ２１

６

０，２１２ 中津市、佐伯市、竹田市、杵築市、宇佐市、国東市、
日出町

漁業集落排水事業 ２，３１２ 佐伯市、臼杵市、姫島村、日出町
国庫補助事業計 ２７２，５２４

県営都市公園長寿命化等対策事業 ４６３，０５０ 大洲総合運動公園、ハーモニーパーク、大分スポーツ
公園、高尾山自然公園

交付金計 ４６３，０５０

大分スポーツ公園等管理運営事業 ４７６，０６８ 高尾山自然公園、総合競技場、サッカー・ラグビー場
（２面）、野球場、サブ競技場等の管理運営

県営都市公園施設整備事業 ３４，２２３ 高尾山自然公園、大洲総合運動公園、ハーモニーパー
ク、大分スポーツ公園の維持修繕

公園維持管理費 １４３，０８６ 大洲総合運動公園、ハーモニーパークの管理運営
生活排水処理施設整備推進事業 ５０９，６５１ 補助対象事業の工事費に対する県費助成
きれいな水再生啓発事業 ９３２ 地域住民への啓発活動

県単事業計 １，１６３，９６０
合 計 １，８９９，５３４

公園・生活排水課

生活排水対策マスコット「くりん」
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建築住宅課、公営住宅室

１．業務の概要

２．施策の方向

・建築行政
（建築基準法関係許認可事務・宅地建物取引業法関係免許登録事務・二級及び木造建築士・建築士事務所への指
導、監督など）
・住宅行政
（大分県住生活基本計画等の策定・住宅セーフティネットの推進・子育て高齢者世帯の支援・公営住宅等整備事
業・県営住宅の管理など）

建築行政は、建築基準法や建築士法、宅地建物取引業法等の運用を通じ、建築物の安全確保をはじめ、その質の向
上により、国民の生命、健康及び財産の保護を図ることを目的として、きめ細かい行政サービスを実施している。
また、住宅行政は、豊かさを実感できる住生活を営むことができるよう、良質な住宅ストック及び住環境の形成を

図ることを基本目標に、「大分県住生活基本計画」（令和３年度改訂）等に基づいて、各種施策を推進している。

・耐震対策
現行の建築基準法に規定される耐震性を有しない既存建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するため、新聞・広
報誌等を利用した普及啓発や、技術者を対象とした耐震診断、耐震改修講習会を実施する。
また、住宅耐震化総合支援事業では、市町村と連携して、平成12年以前に建てられた木造住宅の耐震診断、およ
び昭和56年以前に建てられた木造住宅の耐震改修費の助成を行い、耐震化を促進する。
さらに、特定建築物耐震化促進事業では、市町村と連携し、耐震改修工事費の助成を行い、一定規模以上の特定
建築物の耐震化を促進する。

・子育て世帯支援
子育て世帯の住環境向上に向け、市町村と連携し、こども部屋の増築や三世代同居のための改修に要する費用を
助成する。また、県営住宅においても、既存住宅を子育て世帯向けに改修するなど、子育て世帯の支援を進める。

・高齢者支援
高齢者の健康寿命延伸に向け、市町村と連携し、住宅のバリアフリー改修に要する費用を助成する。
また、高齢者向け賃貸住宅の適切な供給など高齢者が安心して住まいを確保できる環境整備を推進する。

・住宅に関する情報の提供
住宅の品質確保や消費者保護のため、住宅性能表示制度や瑕疵保証制度の普及促進を図る。

・居住支援の推進
低額所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の住まい確保や暮らしを支援するため、居住
支援法人の指定やセーフティネット住宅の登録を実施するほか、市町村ごとの居住支援協議会設立を推進する。
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３．大分県の現状

構造別 簡平 簡２ 低耐 中耐及び準耐（３～５Ｆ） 高層（６Ｆ～） 合計

戸数 ４０ １６０ ９６ ７，４８９ ８０５ ８，５９０

年度 建替実績戸数 建替住宅名（所在地）戸数

平成１８年度 ４１戸 明野住宅（大分市）４１戸

平成１９年度 １２戸 広野住宅（中津市）１２戸

平成２０年度 ５８戸 城南住宅（大分市）５８戸

平成２１年度 ３４戸 明野住宅（大分市）３４戸

平成２７年度 ４２戸 城南住宅（大分市）４２戸

平成２９年度 ３０戸 城南住宅（大分市）３０戸

令和３年度 ２０戸 城南住宅（大分市）２０戸

令和６年度 ３３戸 明野住宅（大分市）

令和７年度 ５６戸 明野住宅（大分市）

３３戸

５６戸

４．施策の概要

構造別県営住宅の管理戸数
（令和８年４月１日現在）

大分県営住宅ストック総合活用計画及び大分県公営住宅等長寿命化計画に基づく建替実績戸数（着工年次）

・平成２２年度から、平成２６年度まで全面的改善事業を実施。敷戸住宅（大分市）１６９戸
・高齢者向け改善工事の実績は、平成９年度～令和７年度で９５１戸

建築行政
（１）建築基準行政

「建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、健康及び財産の保護を図り、
もって公共の福祉の増進に資する」という建築基準法の目的のもとに確認をはじめとする許認可事務を行ってい
る。
昭和４６年１０月１日に大分市が、平成９年４月１日に別府市、中津市、日田市、佐伯市、宇佐市が特定行政庁と
なり、現在７つの特定行政庁となった。
また、平成１２年５月１日から（一財）大分県建築住宅センターが大分県知事指定の指定確認検査機関として業

務を開始した。
平成１９年６月２０日施行の建築基準法の一部改正により、構造規定等が改正され、一定の建築物について、構造
計算の適合性判定が必要となった。
耐震性が不足しているおそれのある一定の建築物については「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づ

いた指導、助言や助成等を行い建築物の耐震化を促進している。
※建築基準法の施行状況は「資料編」に記載
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建築住宅課、公営住宅室

１．業務の概要

２．施策の方向

・建築行政
（建築基準法関係許認可事務・宅地建物取引業法関係免許登録事務・二級及び木造建築士・建築士事務所への指
導、監督など）

・住宅行政
（大分県住生活基本計画等の策定・住宅セーフティネットの推進・子育て高齢者世帯の支援・公営住宅等整備事
業・県営住宅の管理など）

建築行政は、建築基準法や建築士法、宅地建物取引業法等の運用を通じ、建築物の安全確保をはじめ、その質の向
上により、国民の生命、健康及び財産の保護を図ることを目的として、きめ細かい行政サービスを実施している。
また、住宅行政は、豊かさを実感できる住生活を営むことができるよう、良質な住宅ストック及び住環境の形成を

図ることを基本目標に、「大分県住生活基本計画」（令和３年度改訂）等に基づいて、各種施策を推進している。

・耐震対策
現行の建築基準法に規定される耐震性を有しない既存建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するため、新聞・広

報誌等を利用した普及啓発や、技術者を対象とした耐震診断、耐震改修講習会を実施する。
また、住宅耐震化総合支援事業では、市町村と連携して、平成12年以前に建てられた木造住宅の耐震診断、およ

び昭和56年以前に建てられた木造住宅の耐震改修費の助成を行い、耐震化を促進する。
さらに、特定建築物耐震化促進事業では、市町村と連携し、耐震改修工事費の助成を行い、一定規模以上の特定

建築物の耐震化を促進する。

・子育て世帯支援
子育て世帯の住環境向上に向け、市町村と連携し、こども部屋の増築や三世代同居のための改修に要する費用を

助成する。また、県営住宅においても、既存住宅を子育て世帯向けに改修するなど、子育て世帯の支援を進める。

・高齢者支援
高齢者の健康寿命延伸に向け、市町村と連携し、住宅のバリアフリー改修に要する費用を助成する。
また、高齢者向け賃貸住宅の適切な供給など高齢者が安心して住まいを確保できる環境整備を推進する。

・住宅に関する情報の提供
住宅の品質確保や消費者保護のため、住宅性能表示制度や瑕疵保証制度の普及促進を図る。

・居住支援の推進
低額所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の住まい確保や暮らしを支援するため、居住

支援法人の指定やセーフティネット住宅の登録を実施するほか、市町村ごとの居住支援協議会設立を推進する。
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３．大分県の現状

構造別 簡平 簡２ 低耐 中耐及び準耐（３～５Ｆ） 高層（６Ｆ～） 合計

戸数 ４０ １６０ ９６ ７，４８９ ８０５ ８，５９０

年度 建替実績戸数 建替住宅名（所在地）戸数

平成１８年度 ４１戸 明野住宅（大分市）４１戸

平成１９年度 １２戸 広野住宅（中津市）１２戸

平成２０年度 ５８戸 城南住宅（大分市）５８戸

平成２１年度 ３４戸 明野住宅（大分市）３４戸

平成２７年度 ４２戸 城南住宅（大分市）４２戸

平成２９年度 ３０戸 城南住宅（大分市）３０戸

令和３年度 ２０戸 城南住宅（大分市）２０戸

令和６年度 ３３戸 明野住宅（大分市）

令和７年度 ５６戸 明野住宅（大分市）

３３戸

５６戸

４．施策の概要

構造別県営住宅の管理戸数
（令和８年４月１日現在）

大分県営住宅ストック総合活用計画及び大分県公営住宅等長寿命化計画に基づく建替実績戸数（着工年次）

・平成２２年度から、平成２６年度まで全面的改善事業を実施。敷戸住宅（大分市）１６９戸
・高齢者向け改善工事の実績は、平成９年度～令和７年度で９５１戸

建築行政
（１）建築基準行政

「建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、健康及び財産の保護を図り、
もって公共の福祉の増進に資する」という建築基準法の目的のもとに確認をはじめとする許認可事務を行ってい
る。
昭和４６年１０月１日に大分市が、平成９年４月１日に別府市、中津市、日田市、佐伯市、宇佐市が特定行政庁と
なり、現在７つの特定行政庁となった。
また、平成１２年５月１日から（一財）大分県建築住宅センターが大分県知事指定の指定確認検査機関として業

務を開始した。
平成１９年６月２０日施行の建築基準法の一部改正により、構造規定等が改正され、一定の建築物について、構造
計算の適合性判定が必要となった。
耐震性が不足しているおそれのある一定の建築物については「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づ
いた指導、助言や助成等を行い建築物の耐震化を促進している。

※建築基準法の施行状況は「資料編」に記載
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（２）宅地建物取引行政
宅地及び建物の取引の公正を確保するとともに、宅地建物取引業の健全な発達を促進し、購入者等の利益の保
護と宅地及び建物の流通の円滑化を図ることを目的として、宅地建物取引業に係る免許登録事務や指導等を行っ
ている。

※宅地建物取引業法の施行状況は「資料編」に記載
（３）建築士行政

「建築物の設計、工事監理を行う技術者の資格を定めて、その業務の適性をはかり、もって建築物の質の向上
に寄与させる」という建築士法の目的のもとに二級・木造建築士及び建築士事務所への指導監督を中心とした業
務を行っている。
平成２３年４月１日より大分県が（公社）大分県建築士会を二級及び木造建築士の免許登録事務を行う指定登録
機関に指定、また（一社）大分県建築士事務所協会を指定事務所登録機関に指定した。

※建築士法の施行状況は「資料編」に記載

住宅行政
（１）住生活基本計画

住生活基本法（平成１８年法律第６１号）に基づき、大分県の区域における住民の住生活の確保及び向上に関する
基本的な計画として定めるもの。県民や住宅関連事業者の参画をもとに、本県が住宅政策を総合的に推進するた
めの計画であり、県内の市町村が地域の実情に応じた住宅政策を展開する際の指針となる。
令和３年度に社会情勢の変化や住生活をめぐる新たな課題への対応等を踏まえ見直しを行い、各種施策に取り
組んでいる。（計画期間は令和３年度から令和１２年度までの１０年間）

（２）大分県公営住宅マスタープラン２０２０
昭和４０年代の高度成長期に大量に供給された公営住宅が更新時期を迎えている上、高齢者や子育て世帯が安心

して暮らすことができるという時代の要請に、間取りや設備が十分に応えきれていない状況が明らかになった。
これらの課題の解決を図るため、公営住宅を所有・管理する県と市町村は、共同して「大分県公営住宅マスター
プラン２０２０」（計画期間：令和２年度から令和２２年度まで）を策定し、入居管理から住宅の建替や改善等までの
必要な居住環境の提供に係る各種施策に連携して取り組んでいる。

（３）公営住宅等整備事業
国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低
額所得者に対して低簾な家賃で賃貸することにより、国民生活の安定と、社会福祉の増進に寄与する事を目的と
する事業

（４）住宅地区改良事業
不良住宅が密集する地区内の住宅を取り壊して、跡地にもとの居住者のための低家賃住宅（改良住宅）や道路、
公園等の公共的施設を整備することにより、新たに良好な住環境を形成しようとする事業

（５）住宅新築資金等償還推進事業
歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されている地域の環境整備改善を図る目的で平成８年度
まで実施された「住宅新築資金等貸付事業」の貸付金の償還を推進する事業。

（６）木造住宅の振興
木造住宅の普及と関連産業の振興を目的とし、昭和60年に大分県木造住宅等推進協議会を設立し、以来、木造
建築技術者の育成や地域材の積極的な利用推進に向けた取り組みを実施している。
その主要な取り組みの一つである「おおいた木の良さを生かした建築賞」は、優れた木造建築物を表彰すること
で、木造建築分野への県民の関心を高め、設計者および施工者の技術力向上を図っている。
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５．主な当年度事業

（７）県営住宅のストック総合活用
長期的な維持管理を実現するため、平成２１年度に策定（平成２５年度改訂）した「大分県公営住宅等長寿命化計
画」を令和３年度に見直し、新たに令和４年度から令和１３年度までの１０年間における修繕、改善、建替などの県
営住宅の活用手法を定めた。これに基づき計画的な建替事業と改善事業を進めている。なお、既存住宅の浴室内
段差解消や手すりを設置する高齢者向け改善工事や、子育てしやすい間取りの改修や給湯器を整備する子育て世
帯向け改善工事などを実施し、住宅ストックの整備を進めている。

（８）居住支援の推進

（９）県営住宅の管理

高齢者や障がい者、生活困窮者など住宅確保要配慮者の住まい確保や暮らしを支援するため、各市町村におけ
る居住支援協議会の設立や活動の拡大など、居住支援の取り組みを推進する。

県営住宅は、県内１８市町村に所在し、その管理戸数は８，５９０戸となっている。
平成２６年度より、入退去事務、使用料の収納事務、修繕事務などの県営住宅の管理業務に管理代行制度を導入

し、大分県住宅供給公社が協定に基づき県営住宅を管理している。
（１０）空き家対策促進事業

空き家の適切な管理と利活用を促進するため、総合的な対策を実施する。

・住宅耐震化総合支援事業
・住まい守り隊、耐震・アドバイザー派遣制度の継続
・令和７年度 耐震診断実施件数 ２３３戸
・令和７年度 耐震改修実施件数 ８２戸
・令和７年度 ブロック塀等除却実施件数 １０８件

・県営住宅建設事業
・県営明野住宅建替事業

・既設県営住宅改善事業
・令和７年度 高齢者向け住戸改善 ９戸（高城住宅外）
・令和７年度 子育て世帯向け住戸改善 ５４戸（敷戸住宅外）

・子育て・高齢者世帯住環境整備事業
・令和７年度 子育て支援型 ３５件
・令和７年度 三世代同居支援型 ３９件
・令和７年度 高齢者バリアフリー型 ８６件

・居住支援体制構築事業
・居住支援協議会への活動支援補助 ３協議会
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（２）宅地建物取引行政
宅地及び建物の取引の公正を確保するとともに、宅地建物取引業の健全な発達を促進し、購入者等の利益の保
護と宅地及び建物の流通の円滑化を図ることを目的として、宅地建物取引業に係る免許登録事務や指導等を行っ
ている。

※宅地建物取引業法の施行状況は「資料編」に記載
（３）建築士行政

「建築物の設計、工事監理を行う技術者の資格を定めて、その業務の適性をはかり、もって建築物の質の向上
に寄与させる」という建築士法の目的のもとに二級・木造建築士及び建築士事務所への指導監督を中心とした業
務を行っている。
平成２３年４月１日より大分県が（公社）大分県建築士会を二級及び木造建築士の免許登録事務を行う指定登録
機関に指定、また（一社）大分県建築士事務所協会を指定事務所登録機関に指定した。

※建築士法の施行状況は「資料編」に記載

住宅行政
（１）住生活基本計画

住生活基本法（平成１８年法律第６１号）に基づき、大分県の区域における住民の住生活の確保及び向上に関する
基本的な計画として定めるもの。県民や住宅関連事業者の参画をもとに、本県が住宅政策を総合的に推進するた
めの計画であり、県内の市町村が地域の実情に応じた住宅政策を展開する際の指針となる。
令和３年度に社会情勢の変化や住生活をめぐる新たな課題への対応等を踏まえ見直しを行い、各種施策に取り

組んでいる。（計画期間は令和３年度から令和１２年度までの１０年間）
（２）大分県公営住宅マスタープラン２０２０

昭和４０年代の高度成長期に大量に供給された公営住宅が更新時期を迎えている上、高齢者や子育て世帯が安心
して暮らすことができるという時代の要請に、間取りや設備が十分に応えきれていない状況が明らかになった。
これらの課題の解決を図るため、公営住宅を所有・管理する県と市町村は、共同して「大分県公営住宅マスター

プラン２０２０」（計画期間：令和２年度から令和２２年度まで）を策定し、入居管理から住宅の建替や改善等までの
必要な居住環境の提供に係る各種施策に連携して取り組んでいる。

（３）公営住宅等整備事業
国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低
額所得者に対して低簾な家賃で賃貸することにより、国民生活の安定と、社会福祉の増進に寄与する事を目的と
する事業

（４）住宅地区改良事業
不良住宅が密集する地区内の住宅を取り壊して、跡地にもとの居住者のための低家賃住宅（改良住宅）や道路、
公園等の公共的施設を整備することにより、新たに良好な住環境を形成しようとする事業

（５）住宅新築資金等償還推進事業
歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されている地域の環境整備改善を図る目的で平成８年度
まで実施された「住宅新築資金等貸付事業」の貸付金の償還を推進する事業。

（６）木造住宅の振興
木造住宅の普及と関連産業の振興を目的とし、昭和60年に大分県木造住宅等推進協議会を設立し、以来、木造
建築技術者の育成や地域材の積極的な利用推進に向けた取り組みを実施している。
その主要な取り組みの一つである「おおいた木の良さを生かした建築賞」は、優れた木造建築物を表彰すること
で、木造建築分野への県民の関心を高め、設計者および施工者の技術力向上を図っている。

建築住宅課
公営住宅室

建
築
住
宅
課

公
営
住
宅
室

５．主な当年度事業

（７）県営住宅のストック総合活用
長期的な維持管理を実現するため、平成２１年度に策定（平成２５年度改訂）した「大分県公営住宅等長寿命化計
画」を令和３年度に見直し、新たに令和４年度から令和１３年度までの１０年間における修繕、改善、建替などの県
営住宅の活用手法を定めた。これに基づき計画的な建替事業と改善事業を進めている。なお、既存住宅の浴室内
段差解消や手すりを設置する高齢者向け改善工事や、子育てしやすい間取りの改修や給湯器を整備する子育て世
帯向け改善工事などを実施し、住宅ストックの整備を進めている。

（８）居住支援の推進

（９）県営住宅の管理

高齢者や障がい者、生活困窮者など住宅確保要配慮者の住まい確保や暮らしを支援するため、各市町村におけ
る居住支援協議会の設立や活動の拡大など、居住支援の取り組みを推進する。

県営住宅は、県内１８市町村に所在し、その管理戸数は８，５９０戸となっている。
平成２６年度より、入退去事務、使用料の収納事務、修繕事務などの県営住宅の管理業務に管理代行制度を導入

し、大分県住宅供給公社が協定に基づき県営住宅を管理している。
（１０）空き家対策促進事業

空き家の適切な管理と利活用を促進するため、総合的な対策を実施する。

・住宅耐震化総合支援事業
・住まい守り隊、耐震・アドバイザー派遣制度の継続
・令和７年度 耐震診断実施件数 ２３３戸
・令和７年度 耐震改修実施件数 ８２戸
・令和７年度 ブロック塀等除却実施件数 １０８件

・県営住宅建設事業
・県営明野住宅建替事業

・既設県営住宅改善事業
・令和７年度 高齢者向け住戸改善 ９戸（高城住宅外）
・令和７年度 子育て世帯向け住戸改善 ５４戸（敷戸住宅外）

・子育て・高齢者世帯住環境整備事業
・令和７年度 子育て支援型 ３５件
・令和７年度 三世代同居支援型 ３９件
・令和７年度 高齢者バリアフリー型 ８６件

・居住支援体制構築事業
・居住支援協議会への活動支援補助 ３協議会

建築住宅課
公営住宅室
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施設整備課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

施設整備課では、県有建築物を所管する部署からの依頼に基づいて、新築、増改築、改修等の企画、設計及び工事
に係る業務を行っている。また、既存県有建築物に対しては、それぞれの行政ニーズに応じた施設機能の維持を目的
として、長期的な計画に沿って良質で均衡のとれた保全業務に取り組んでいる。
さらに、県以外の事業主体が実施する国庫補助事業に係る設計及び工事の審査も担当している。

※詳細は「資料編」に記載

県有施設は、親しみやすく、便利で、かつ安全であることを基本として、それぞれの用途に応じた機能が十分発揮
できるよう整備が進められてきた。
また、一方では、少子高齢化等による需要の減少、県民生活の多様化、施設の老朽化対策等、様々な課題に対応し

たより質の高い社会資本整備が求められている。
県有施設の整備は、量的な充足と機能の確保に加えて、県民共有の資産として優れた建物の整備、長寿命化を図り、

県民一人一人が真に安全で安心な暮らしを送ることのできる社会の創造に寄与することが要請されている。

大分県の県有建築物は約３，８００棟あり、建設年度別で整理した建築物の保有面積を下のグラフに示す。
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４．施策の概要
（１）県有建築物防災対策推進事業

昭和５６年以前に着工された県有建築物について、利用者等の安全を図るため、平成７年度から平成２７年度に１２８
棟の耐震診断及び５４棟の耐震補強工事を実施した。また、災害時の復旧活動の拠点となる県庁舎及び地方総合庁舎
等の建築設備の防災対策強化を実施した。
さらに、県有建築物の利用者の安全を確保するため、地震時における天井材の落下防止対策を進めている。

（２）県庁舎等施設管理業務
県庁舎本館、県庁舎新館、県庁舎別館の３庁舎について、以下の施設管理業務を行う。
・建築、電気、空調、衛生、エレベーター、ガス整備等の日常的な維持・管理業務
・電気・機械設備の運転・保守管理委託の契約及び監督に関する業務

（３）営繕事業の受託業務
県有建築物を所管する部署からの依頼に基づき、建築物の調査、企画、設計、工事、工事監理等を行う。
計画にあたっては、全ての人が利用しやすい施設や建築における脱炭素化への取組など、人と環境にやさしい施

設の整備を目指す。
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施設整備課

１．業務の概要

２．施策の方向

３．大分県の現状

施設整備課では、県有建築物を所管する部署からの依頼に基づいて、新築、増改築、改修等の企画、設計及び工事
に係る業務を行っている。また、既存県有建築物に対しては、それぞれの行政ニーズに応じた施設機能の維持を目的
として、長期的な計画に沿って良質で均衡のとれた保全業務に取り組んでいる。
さらに、県以外の事業主体が実施する国庫補助事業に係る設計及び工事の審査も担当している。

※詳細は「資料編」に記載

県有施設は、親しみやすく、便利で、かつ安全であることを基本として、それぞれの用途に応じた機能が十分発揮
できるよう整備が進められてきた。
また、一方では、少子高齢化等による需要の減少、県民生活の多様化、施設の老朽化対策等、様々な課題に対応し

たより質の高い社会資本整備が求められている。
県有施設の整備は、量的な充足と機能の確保に加えて、県民共有の資産として優れた建物の整備、長寿命化を図り、

県民一人一人が真に安全で安心な暮らしを送ることのできる社会の創造に寄与することが要請されている。

大分県の県有建築物は約３，８００棟あり、建設年度別で整理した建築物の保有面積を下のグラフに示す。
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４．施策の概要
（１）県有建築物防災対策推進事業

昭和５６年以前に着工された県有建築物について、利用者等の安全を図るため、平成７年度から平成２７年度に１２８
棟の耐震診断及び５４棟の耐震補強工事を実施した。また、災害時の復旧活動の拠点となる県庁舎及び地方総合庁舎
等の建築設備の防災対策強化を実施した。
さらに、県有建築物の利用者の安全を確保するため、地震時における天井材の落下防止対策を進めている。

（２）県庁舎等施設管理業務
県庁舎本館、県庁舎新館、県庁舎別館の３庁舎について、以下の施設管理業務を行う。
・建築、電気、空調、衛生、エレベーター、ガス整備等の日常的な維持・管理業務
・電気・機械設備の運転・保守管理委託の契約及び監督に関する業務

（３）営繕事業の受託業務
県有建築物を所管する部署からの依頼に基づき、建築物の調査、企画、設計、工事、工事監理等を行う。
計画にあたっては、全ての人が利用しやすい施設や建築における脱炭素化への取組など、人と環境にやさしい施
設の整備を目指す。
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５．主な当年度事業

事 業 名 当初予算（千円） 概 要

営繕管理費 ４，８６２ 営繕工事を適切に執行するための単価更新等

県有建築物防災対策推進事業費 １８７，９８６ 県有建築物の吊り天井落下防止対策工事

庁舎営繕費 １１５，５６２ 県庁舎本館・別館・新館に係る改修工事及び日常的維持管理業務

営繕関係受託事業費 １１５，８８２ 企業局長浜寮の新築工事

合計 ４２４，２９２

施設整備課

（１）当年度事業概要一覧

（２）当年度の主な工事

●別府コンベンションセンター特定天井改修工事
（県有建築物防災対策推進事業）
◆目的

施
設
整
備
課

東日本大震災等で天井の落下による被害が相次
いだことにより関係法令が改正された。旧基準
の既存天井について改修工事を実施することで
施設利用者の安全を確保し、地震後も使用可能
となるよう施設を整備する。

コンベンションホール　全景

天井部分　足場掛状況天井部分　改修前

関係機関

大分県地域づくり機構（住宅供給公社・土地開発公社）
「新行政改革大綱」に基づく公社等外郭団体の共通事務局化の方針により、平成１３年度に住宅供給公社等３公社の
統合が行われ、統合（共通事務局化）後の職員の一体感等を高めるため、愛称を「大分県地域づくり機構」と定めた。
地域づくり機構として発足して２５年が経過し、道路公社が解散して２公社となったが、今後も円滑な事業の推進や
人事交流に伴う職員の意識改革、人件費削減などに一層留意し、事業の効率化等に務める。
地域づくり機構では、土地開発公社ビルの老朽化により旧住宅供給公社ビル跡地において公募型プロポーザルによ

るＢＯＴ方式で６階建ての新庁舎が完成、令和６年１０月２８日から新庁舎で各部の業務を行っている。

（令和８年６月１日）

関
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５．主な当年度事業

事 業 名 当初予算（千円） 概 要

営繕管理費 ４，８６２ 営繕工事を適切に執行するための単価更新等

県有建築物防災対策推進事業費 １８７，９８６ 県有建築物の吊り天井落下防止対策工事

庁舎営繕費 １１５，５６２ 県庁舎本館・別館・新館に係る改修工事及び日常的維持管理業務

営繕関係受託事業費 １１５，８８２ 企業局長浜寮の新築工事

合計 ４２４，２９２

施設整備課

（１）当年度事業概要一覧

（２）当年度の主な工事

●別府コンベンションセンター特定天井改修工事
（県有建築物防災対策推進事業）
◆目的
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東日本大震災等で天井の落下による被害が相次
いだことにより関係法令が改正された。旧基準
の既存天井について改修工事を実施することで
施設利用者の安全を確保し、地震後も使用可能
となるよう施設を整備する。

コンベンションホール　全景

天井部分　足場掛状況天井部分　改修前

関係機関

大分県地域づくり機構（住宅供給公社・土地開発公社）
「新行政改革大綱」に基づく公社等外郭団体の共通事務局化の方針により、平成１３年度に住宅供給公社等３公社の
統合が行われ、統合（共通事務局化）後の職員の一体感等を高めるため、愛称を「大分県地域づくり機構」と定めた。
地域づくり機構として発足して２５年が経過し、道路公社が解散して２公社となったが、今後も円滑な事業の推進や
人事交流に伴う職員の意識改革、人件費削減などに一層留意し、事業の効率化等に務める。
地域づくり機構では、土地開発公社ビルの老朽化により旧住宅供給公社ビル跡地において公募型プロポーザルによ

るＢＯＴ方式で６階建ての新庁舎が完成、令和６年１０月２８日から新庁舎で各部の業務を行っている。

（令和８年６月１日）
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大分県住宅供給公社
１．概 要
（１）法人名 大分県住宅供給公社
（２）事務所の所在地 大分市城崎町１丁目２番３号 大分県地域づくり機構ビル

TEL（代表）０９７‐５３２‐５１３５
（県営）０９７‐５３２‐５１３７
（市営）０９７‐５３３‐１６７４

（３）法人の種別 特別法人
（４）設立の根拠法 地方住宅供給公社法

（昭和４０年６月１０日法律第１２４号）
（５）設立登記年月日 昭和４０年９月２０日
（６）基本財産の額 １０，０００千円（全額大分県出資）
（７）沿 革

住宅供給公社は、戦後の住宅難解消のため昭和２７年２月２日に設立された財団法人大分県住宅協会をその前
身とし、「地方住宅供給公社法」の公布施行により勤労者に居住環境の良好な住宅及び宅地を供給し、住民生
活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として昭和４０年９月２０日に改組した。
高度経済成長や県都大分市の新産業都市の指定等による人口増加により、増大する住宅需要に対応するた
め、城南団地をはじめ明野団地や敷戸団地等これまで県内各地において多数の住宅建設及び宅地供給を実施し
てきた。
そのほかに公社賃貸住宅・利便施設の建設及び管理事業や県営住宅管理等の受託事業を実施してきた。
特に県営住宅管理については、昭和５３年度から管理業務を受託し平成１８年度からは「指定管理者」として、
平成２６年度からは「管理代行者」として事業に取り組んでいる。
市営住宅管理については、平成２３年度以降、佐伯市、竹田市、豊後高田市、豊後大野市、臼杵市、杵築市、

別府市、中津市、由布市、津久見市、そして令和５年４月からは新たに国東市の市営住宅を「管理代行者」と
して、大分市営住宅の一部を「指定管理者」として業務を実施している。
平成３１年４月からは、初の試みとして、県営、市営の窓口を一元化した「豊後大野・公営住宅管理センター」
を開設し、令和３年５月からは「佐伯・公営住宅管理センター」を開設した。

２．業務内容
（１）住宅の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（２）住宅の用に供する宅地の造成、賃貸その他の管理及び譲渡
（３）市街地において公社が行う住宅の建設と一体して商店、事務所等の用に供する施設の建設を行うことが適当で

ある場合において、それらの用に供する施設の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（４）住宅の用に供する宅地の造成と併せて学校、病院、商店等の用に供する宅地の造成を行うことが適当である場

合において、それらの用に供する宅地の造成、賃貸その他の管理及び譲渡
（５）公社が賃貸し、又は譲渡する住宅及び公社が賃貸し、又は譲渡する宅地に建設される住宅の居住者の利便に供

する施設の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（６）前各号に掲げる業務に附帯する業務
（７）公営住宅法に基づき、公営住宅及び共同施設の管理（家賃の決定、金銭の請求等に関することを除く）を事業

主体に代わって行うこと
（８）建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、委託により、住宅並びに住宅の建設と一体として建設した商

店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団体の居住者の利便に供する建築物の耐震診断及び耐
震改修

（９）前各号に掲げる業務の遂行に支障のない範囲内で、委託により、住宅の建設及び賃貸その他の管理、宅地の造
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成及び賃貸その他の管理並びに市街地においてみずから又は委託により行う住宅の建設と一体して建設するこ
とが適当である商店、事務所等の用に供する施設及び集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する施設の建
設及び賃貸その他の管理を行うこと

３．令和８年度事業の概要
（１）管理受託住宅管理事業

県営住宅管理事業は、平成２６年度より「管理代行者」として県下全域８，５９０戸の県営住宅の入退去・維持管理・
家賃収納等の業務を行っており、きめ細かなサービスの提供や更なる家賃収納率の向上に努める。
また、市営住宅管理事業は、佐伯市営住宅、竹田市営住宅、豊後高田市営住宅、豊後大野市営住宅、臼杵市営

住宅、杵築市営住宅、別府市営住宅、中津市営住宅、由布市営住宅、津久見市営住宅、国東市営住宅を「管理代
行者」として、大分市営住宅の一部を「指定管理者」として実施し、県営住宅と同様、公正かつ公平な住民サー
ビスの提供に努める。
なお、別府市より南部振興開発ビルの管理を受託している。

（２）賃貸管理事業

公社賃貸住宅１０６戸、賃貸店舗１６施設、賃貸土地等１３施設の適正な管理を行う。
（３）分譲事業

大分空港から約２．５kmに位置する電線類を地中化した「向陽台（国東市武蔵町・安岐町）」分譲団地の販売を
行う。

（４）受託事業

「大分県建築行政業務支援機関」として、市町村等から公共建築物建替工事実施設計業務等を受託する。また、
県教育委員会等から職員住宅、公共施設等の改修工事に係る設計監理業務等を受託し実施する。
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大分県住宅供給公社
１．概 要
（１）法人名 大分県住宅供給公社
（２）事務所の所在地 大分市城崎町１丁目２番３号 大分県地域づくり機構ビル

TEL（代表）０９７‐５３２‐５１３５
（県営）０９７‐５３２‐５１３７
（市営）０９７‐５３３‐１６７４

（３）法人の種別 特別法人
（４）設立の根拠法 地方住宅供給公社法

（昭和４０年６月１０日法律第１２４号）
（５）設立登記年月日 昭和４０年９月２０日
（６）基本財産の額 １０，０００千円（全額大分県出資）
（７）沿 革

住宅供給公社は、戦後の住宅難解消のため昭和２７年２月２日に設立された財団法人大分県住宅協会をその前
身とし、「地方住宅供給公社法」の公布施行により勤労者に居住環境の良好な住宅及び宅地を供給し、住民生
活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として昭和４０年９月２０日に改組した。
高度経済成長や県都大分市の新産業都市の指定等による人口増加により、増大する住宅需要に対応するた
め、城南団地をはじめ明野団地や敷戸団地等これまで県内各地において多数の住宅建設及び宅地供給を実施し
てきた。
そのほかに公社賃貸住宅・利便施設の建設及び管理事業や県営住宅管理等の受託事業を実施してきた。
特に県営住宅管理については、昭和５３年度から管理業務を受託し平成１８年度からは「指定管理者」として、
平成２６年度からは「管理代行者」として事業に取り組んでいる。
市営住宅管理については、平成２３年度以降、佐伯市、竹田市、豊後高田市、豊後大野市、臼杵市、杵築市、

別府市、中津市、由布市、津久見市、そして令和５年４月からは新たに国東市の市営住宅を「管理代行者」と
して、大分市営住宅の一部を「指定管理者」として業務を実施している。
平成３１年４月からは、初の試みとして、県営、市営の窓口を一元化した「豊後大野・公営住宅管理センター」
を開設し、令和３年５月からは「佐伯・公営住宅管理センター」を開設した。

２．業務内容
（１）住宅の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（２）住宅の用に供する宅地の造成、賃貸その他の管理及び譲渡
（３）市街地において公社が行う住宅の建設と一体して商店、事務所等の用に供する施設の建設を行うことが適当で

ある場合において、それらの用に供する施設の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（４）住宅の用に供する宅地の造成と併せて学校、病院、商店等の用に供する宅地の造成を行うことが適当である場

合において、それらの用に供する宅地の造成、賃貸その他の管理及び譲渡
（５）公社が賃貸し、又は譲渡する住宅及び公社が賃貸し、又は譲渡する宅地に建設される住宅の居住者の利便に供

する施設の建設、賃貸その他の管理及び譲渡
（６）前各号に掲げる業務に附帯する業務
（７）公営住宅法に基づき、公営住宅及び共同施設の管理（家賃の決定、金銭の請求等に関することを除く）を事業

主体に代わって行うこと
（８）建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、委託により、住宅並びに住宅の建設と一体として建設した商

店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団体の居住者の利便に供する建築物の耐震診断及び耐
震改修

（９）前各号に掲げる業務の遂行に支障のない範囲内で、委託により、住宅の建設及び賃貸その他の管理、宅地の造
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成及び賃貸その他の管理並びに市街地においてみずから又は委託により行う住宅の建設と一体して建設するこ
とが適当である商店、事務所等の用に供する施設及び集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する施設の建
設及び賃貸その他の管理を行うこと

３．令和８年度事業の概要
（１）管理受託住宅管理事業

県営住宅管理事業は、平成２６年度より「管理代行者」として県下全域８，５９０戸の県営住宅の入退去・維持管理・
家賃収納等の業務を行っており、きめ細かなサービスの提供や更なる家賃収納率の向上に努める。
また、市営住宅管理事業は、佐伯市営住宅、竹田市営住宅、豊後高田市営住宅、豊後大野市営住宅、臼杵市営
住宅、杵築市営住宅、別府市営住宅、中津市営住宅、由布市営住宅、津久見市営住宅、国東市営住宅を「管理代
行者」として、大分市営住宅の一部を「指定管理者」として実施し、県営住宅と同様、公正かつ公平な住民サー
ビスの提供に努める。
なお、別府市より南部振興開発ビルの管理を受託している。

（２）賃貸管理事業

公社賃貸住宅１０６戸、賃貸店舗１６施設、賃貸土地等１３施設の適正な管理を行う。
（３）分譲事業

大分空港から約２．５kmに位置する電線類を地中化した「向陽台（国東市武蔵町・安岐町）」分譲団地の販売を
行う。

（４）受託事業

「大分県建築行政業務支援機関」として、市町村等から公共建築物建替工事実施設計業務等を受託する。また、
県教育委員会等から職員住宅、公共施設等の改修工事に係る設計監理業務等を受託し実施する。
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大分県土地開発公社
１．概 要
（１）法人名 大分県土地開発公社
（２）事務所の所在地 大分市城崎町１丁目２番３号 TEL（代表）０９７‐５３６‐１４４６
（３）法人の種別 特別法人
（４）設立の根拠法 公有地の拡大の推進に関する法律

（昭和４７年法律第６６号）
（５）設立登記年月日 昭和４８年３月３１日
（６）基本財産の額 ３０，０００千円（全額大分県出資）
（７）沿革

昭和３５年１０月２４日財団法人大分県開発公社（基本財産１，０００千円）として発足以来、新産都一期計画の背後
地の整備事業用地並びに進出企業のための住宅用地の取得・造成工事及び内陸工業用地の取得等を推進してき
た。
昭和４８年３月には、「公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）」に基づく特別法人大分県
土地開発公社として組織改正され、大分自動車道、東九州自動車道及び一般国道、地方道等の道路用地や河川・
ダム用地、公園、学校等の公共の用に供する土地の取得造成などに取り組み、また、大分北部中核工業団地、
大分インテリジェントタウンや流通業務団地、内陸工業用地として、大分市等のキヤノン用地の取得・造成事
業や玖珠工業団地の造成事業を実施した。

２．業務内容
（１）道路改良工事及び新設工事に係る土地の取得
（２）河川改修工事に係る土地の取得
（３）住宅建設に係る土地の取得及び造成
（４）学校建設に係る土地の取得及び造成
（５）公園、緑地その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地の取得、造成及び管理
（６）内陸工業用地、流通業務団地、事務所及び店舗等に係る土地の造成事業並びに造成地についての賃貸
（７）上記事業の実施と併せて整備されるべき公共施設又は公用施設の整備で地方公共団体の委託に基づくもの及び

当該業務に付帯する業務
（８）その他公共用地の取得に関する調査、測量及び設計

３．令和８年度事業の概要（単位：千円）
（１）公有地取得事業（３，０３５，５３６）

主な事業 ①国道　 号鶴崎拡幅（ ５３９，９１９）
②鶴崎駅前松岡線（

１９７
７５９，０７３）

③庄の原佐野線（５３７，０１７）
④その他県内各地の公共用地の取得

（２）土地造成事業（１，８

１，

０９）
（３）関連施設整備事業（１４８，５３７）
（４）公有地売却事業（３，０７０，５７２）
（５）土地造成売却事業（７，６８５）
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公益財団法人大分県建設技術センター

名 称 公益財団法人大分県建設技術センター

設立年月日

平成６年４月１日（民法第３４条に拠る財団法人として設立）

平成２５年４月１日（公益財団法人へ移行）

基本財産 ３，０００万円（出捐金 大分県２，０００万円 市町村１，０００万円）

所在地

総務部・技術部 TEL０９７‐５５２‐３２５５ FAX０９７‐５５２‐３４０３
〒８７０‐０９０５ 大分市向原西１丁目３番３３号
技術部 研修広報課・材料試験課 TEL０９７‐５５６‐２９８２ FAX０９７‐５５６‐３０７３
〒８７０‐０９３３ 大分市花津留２丁目２番５号 花津留庁舎

１．目 的
良質な社会資本の整備と秩序ある県土づくりによる地域社会の健全な発展を目指し、それらを担う人材の育成、社

会資本の整備や維持管理及び安全・安心を共有できる社会づくりへの支援等を行い、もって広く県民の福祉の増進に
寄与することを目的とする。

２．概 要

３．事 業
（１）社会資本の整備及び県土づくりを担う人材育成に向けた技術・技能の研修、普及啓発及び情報提供事業
（２）社会資本の整備や維持管理、県土づくり等に関する技術相談及び積算、技術審査、品質監理、検査等に係る支

援事業
（３）社会資本の品質確保に係る各種材料試験及び調査研究事業
（４）社会資本の情報化へ向けての支援事業
（５）その他目的を達成するために必要な事業

４．組 織 図
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大分県土地開発公社
１．概 要
（１）法人名 大分県土地開発公社
（２）事務所の所在地 大分市城崎町１丁目２番３号 TEL（代表）０９７‐５３６‐１４４６
（３）法人の種別 特別法人
（４）設立の根拠法 公有地の拡大の推進に関する法律

（昭和４７年法律第６６号）
（５）設立登記年月日 昭和４８年３月３１日
（６）基本財産の額 ３０，０００千円（全額大分県出資）
（７）沿革

昭和３５年１０月２４日財団法人大分県開発公社（基本財産１，０００千円）として発足以来、新産都一期計画の背後
地の整備事業用地並びに進出企業のための住宅用地の取得・造成工事及び内陸工業用地の取得等を推進してき
た。
昭和４８年３月には、「公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）」に基づく特別法人大分県
土地開発公社として組織改正され、大分自動車道、東九州自動車道及び一般国道、地方道等の道路用地や河川・
ダム用地、公園、学校等の公共の用に供する土地の取得造成などに取り組み、また、大分北部中核工業団地、
大分インテリジェントタウンや流通業務団地、内陸工業用地として、大分市等のキヤノン用地の取得・造成事
業や玖珠工業団地の造成事業を実施した。

２．業務内容
（１）道路改良工事及び新設工事に係る土地の取得
（２）河川改修工事に係る土地の取得
（３）住宅建設に係る土地の取得及び造成
（４）学校建設に係る土地の取得及び造成
（５）公園、緑地その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地の取得、造成及び管理
（６）内陸工業用地、流通業務団地、事務所及び店舗等に係る土地の造成事業並びに造成地についての賃貸
（７）上記事業の実施と併せて整備されるべき公共施設又は公用施設の整備で地方公共団体の委託に基づくもの及び

当該業務に付帯する業務
（８）その他公共用地の取得に関する調査、測量及び設計

３．令和８年度事業の概要（単位：千円）
（１）公有地取得事業（３，０３５，５３６）

主な事業 ①国道　 号鶴崎拡幅（ ５３９，９１９）
②鶴崎駅前松岡線（

１９７
７５９，０７３）

③庄の原佐野線（５３７，０１７）
④その他県内各地の公共用地の取得

（２）土地造成事業（１，８

１，

０９）
（３）関連施設整備事業（１４８，５３７）
（４）公有地売却事業（３，０７０，５７２）
（５）土地造成売却事業（７，６８５）

関係機関

関
係
機
関

公益財団法人大分県建設技術センター

名 称 公益財団法人大分県建設技術センター

設立年月日

平成６年４月１日（民法第３４条に拠る財団法人として設立）

平成２５年４月１日（公益財団法人へ移行）

基本財産 ３，０００万円（出捐金 大分県２，０００万円 市町村１，０００万円）

所在地

総務部・技術部 TEL０９７‐５５２‐３２５５ FAX０９７‐５５２‐３４０３
〒８７０‐０９０５ 大分市向原西１丁目３番３３号
技術部 研修広報課・材料試験課 TEL０９７‐５５６‐２９８２ FAX０９７‐５５６‐３０７３
〒８７０‐０９３３ 大分市花津留２丁目２番５号 花津留庁舎

１．目 的
良質な社会資本の整備と秩序ある県土づくりによる地域社会の健全な発展を目指し、それらを担う人材の育成、社

会資本の整備や維持管理及び安全・安心を共有できる社会づくりへの支援等を行い、もって広く県民の福祉の増進に
寄与することを目的とする。

２．概 要

３．事 業
（１）社会資本の整備及び県土づくりを担う人材育成に向けた技術・技能の研修、普及啓発及び情報提供事業
（２）社会資本の整備や維持管理、県土づくり等に関する技術相談及び積算、技術審査、品質監理、検査等に係る支

援事業
（３）社会資本の品質確保に係る各種材料試験及び調査研究事業
（４）社会資本の情報化へ向けての支援事業
（５）その他目的を達成するために必要な事業

４．組 織 図

関係機関

関
係
機
関
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５．業務内容
５‐１．研修広報事業

（１）研修事業
■当センターは大分県内の県・市町村・建設業界の土木技術職員の資質向上を図るための研修を実施していま
す。
■この計画は、令和８年４月２０日現在のものです。都合により、計画を変更することがあります。

（企画・運営：（公財）大分県建設技術センター）
▼専門技術研修

№ 研修名 開催日 時間 受講対象者 階層／
区分の目安＊１ 受講形式

定員
研修会場

会場 オンライン

１

2

３

４

土木行政の基礎知識と建設業・
建設関連業の役割

６月18日（木）
６月19日（金）

５月14日（木） 10：00～15：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

新任（１年目）
／必修 会場 70 － （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室

土木工事積算の基本

はじめての土木測量

災害復旧実務

公共土木工事の監督･検査

５月19日（火） 13：30～16：30

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

新任（１年目）
／必修 会場 70 － （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室

５月26日（火） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室30 －

土木工事積算演習【基礎編】
（県・市町村職員）
※５／27（水）開催の研修内容
と同じ

新任（１年目）
／必修 会場

５月27日（水） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室30 －

土木工事積算演習【基礎編】
（県・市町村職員）
※５／26（火）開催の研修内容
と同じ

新任（１年目）
／必修 会場

５ ６月２日（火） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室50 －

新任（１年目）
／必修 会場

６ ６月12日（金） 10：00～16：30 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室60 －

新任（１年目）
／必修 会場

７ ６月16日（火） 13：30～16：10 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室70 100新任（１年目）

／必修

新任（３年目）
／必修

全階層／任意

会場
オンライン

建築積算研修【●●編】
※研修内容調整中８ 調整中 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室70 －－ 会場

土木技術者のための
VEワークショップ９ 9：00～17：00

9：00～17：00

７月23日（木）
７月24日（金）

9：50～16：20
9：50～16：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

25 －会場

６月24日（水）

７月７日（火）

７月10日（金）

７月17日（金）

７月22日（火）

体験しよう！！
ボーリング調査とコア観察

ミドルマネジメントの強化

技術者として必要なコミュニケー
ション力のスキルアップセミナー

実施例に学ぶ施工計画と
現場管理のポイント

「知っておくべき地盤の調査と
評価（合理的な基礎・地盤の設
計・施工に向けて）」（民間）

「知っておくべき地盤の調査と
評価（合理的な基礎・地盤の設
計・施工に向けて）」（行政）

10

11

12

13

14

15

16

17

13：00～16：00

10：00～16：00

13：30～16：30

13：15～16：45

9：50～16：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社
大分高専学生

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

大分工業高等専門学校構内60 －

70 100

70 100

70 100

70 100

技師・主任
/選択

全階層／任意

主査以上/選択

新任(1年目)
/必修

全階層/特別

技師・主任
/選択

全階層/任意

－

会場

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

擁壁の設計

県・市町村職員 70 100
技師・主任
/必修

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

会場
オンライン

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室７月31日（金） 10：00～16：00

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

70 100会場
オンライン

仮設工の設計と施工時の留意点 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室８月７日（金） 10：00～16：00

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

70 100会場

関係機関

関
係
機
関

関係機関

＊１ 階層／区分の目安：大分県土木建築部人材育成計画により定められたもの

関
係
機
関

№ 研修名 開催日 時間 受講対象者 階層／
区分の目安＊１ 受講形式

定員
研修会場

会場 オンライン

８月19日（水） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室18

生成 AI×プログラミングで
実現する業務効率化
【Excel マクロ編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

全階層 /任意 会場 20 －

９月２日（水） 10：00～16：10 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室19 現場のマネジメントと安全管理

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

主任・主査
/選択

全階層 /任意

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

70 100

11月５日（木） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室20 地盤リスクと斜面･地すべり対策

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

主任・主査
/選択

全階層/任意
70 100

９月８日（火） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室21 必ず身につくコンクリートの

基礎知識

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意
70 100

９月11日（金） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室22

生成 AI×プログラミングで
実現する業務効率化
【ローコード編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

全階層 /任意 会場 20 －

９月18日（金） 10：00～15：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室23 流域治水対策

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意

会場
オンライン 70 100

10月２日（金） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室24 土木材料と品質管理

【コンクリート編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意
会場 20 －

10月９日（金） 10：00～16：00

10月16日（金） 13：30～16：30

10月20日（火） 10：00～16：50

10月23日（金） 9：30～16：00

10月30日（金） 13：30～16：30

11月13日（金） 13：30～16：30

11月20日（金） 10：00～16：00

11月６日（金） 13：30～16：30

12月４日（金） 10：00～16：00

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

【点検実習】調整中
【模擬診断】調整中

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

25

26

27

28

29

30

31

32

33

土石流対策えん堤の計画と設計

インフラ点検のポイント
【橋梁・トンネル】

建設DX【調査・点検編】

インフラ点検・診断実地研修
【橋梁】

トンネル（NATM）の
調査・設計・施工

法面・斜面の調査と補修・補強

橋梁の計画から施工まで

エンジニアリング・
ジャッジメント

土木工事積算演習【橋梁補修編】
（県・市町村職員）

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県･市町村職員

県･市町村職員

技師・主任
/選択

砂防担当/必修
全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

主任・主査
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

主査～
主幹(総括)
/必修

新任
(1年目～3年目)
/選択

全階層/任意

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場

70

70

70

20

70

70

70

70

30

100

100

100

－

100

100

100

100

－

1, 905 1, 900
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５．業務内容
５‐１．研修広報事業

（１）研修事業
■当センターは大分県内の県・市町村・建設業界の土木技術職員の資質向上を図るための研修を実施していま
す。

■この計画は、令和８年４月２０日現在のものです。都合により、計画を変更することがあります。
（企画・運営：（公財）大分県建設技術センター）

▼専門技術研修

№ 研修名 開催日 時間 受講対象者 階層／
区分の目安＊１ 受講形式

定員
研修会場

会場 オンライン

１

2

３

４

土木行政の基礎知識と建設業・
建設関連業の役割

６月18日（木）
６月19日（金）

５月14日（木） 10：00～15：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

新任（１年目）
／必修 会場 70 － （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室

土木工事積算の基本

はじめての土木測量

災害復旧実務

公共土木工事の監督･検査

５月19日（火） 13：30～16：30

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

新任（１年目）
／必修 会場 70 － （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室

５月26日（火） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室30 －

土木工事積算演習【基礎編】
（県・市町村職員）
※５／27（水）開催の研修内容
と同じ

新任（１年目）
／必修 会場

５月27日（水） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室30 －

土木工事積算演習【基礎編】
（県・市町村職員）
※５／26（火）開催の研修内容
と同じ

新任（１年目）
／必修 会場

５ ６月２日（火） 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室50 －

新任（１年目）
／必修 会場

６ ６月12日（金） 10：00～16：30 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室60 －

新任（１年目）
／必修 会場

７ ６月16日（火） 13：30～16：10 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室70 100新任（１年目）

／必修

新任（３年目）
／必修

全階層／任意

会場
オンライン

建築積算研修【●●編】
※研修内容調整中８ 調整中 10：00～16：00 県・市町村職員 （公財）大分県建設技術センター

花津留庁舎 研修室70 －－ 会場

土木技術者のための
VEワークショップ９ 9：00～17：00

9：00～17：00

７月23日（木）
７月24日（金）

9：50～16：20
9：50～16：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

25 －会場

６月24日（水）

７月７日（火）

７月10日（金）

７月17日（金）

７月22日（火）

体験しよう！！
ボーリング調査とコア観察

ミドルマネジメントの強化

技術者として必要なコミュニケー
ション力のスキルアップセミナー

実施例に学ぶ施工計画と
現場管理のポイント

「知っておくべき地盤の調査と
評価（合理的な基礎・地盤の設
計・施工に向けて）」（民間）

「知っておくべき地盤の調査と
評価（合理的な基礎・地盤の設
計・施工に向けて）」（行政）

10

11

12

13

14

15

16

17

13：00～16：00

10：00～16：00

13：30～16：30

13：15～16：45

9：50～16：20

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社
大分高専学生

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

大分工業高等専門学校構内60 －

70 100

70 100

70 100

70 100

技師・主任
/選択

全階層／任意

主査以上/選択

新任(1年目)
/必修

全階層/特別

技師・主任
/選択

全階層/任意

－

会場

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室

擁壁の設計

県・市町村職員 70 100
技師・主任
/必修

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

会場
オンライン

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室７月31日（金） 10：00～16：00

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

70 100会場
オンライン

仮設工の設計と施工時の留意点 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎 研修室８月７日（金） 10：00～16：00

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

70 100会場

関係機関

関
係
機
関

関係機関

＊１ 階層／区分の目安：大分県土木建築部人材育成計画により定められたもの

関
係
機
関

№ 研修名 開催日 時間 受講対象者 階層／
区分の目安＊１ 受講形式

定員
研修会場

会場 オンライン

８月19日（水） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室18

生成 AI×プログラミングで
実現する業務効率化
【Excel マクロ編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

全階層 /任意 会場 20 －

９月２日（水） 10：00～16：10 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室19 現場のマネジメントと安全管理

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

主任・主査
/選択

全階層 /任意

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

70 100

11月５日（木） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室20 地盤リスクと斜面･地すべり対策

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

主任・主査
/選択

全階層/任意
70 100

９月８日（火） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室21 必ず身につくコンクリートの

基礎知識

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意
70 100

９月11日（金） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室22

生成 AI×プログラミングで
実現する業務効率化
【ローコード編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

全階層 /任意 会場 20 －

９月18日（金） 10：00～15：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室23 流域治水対策

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意

会場
オンライン 70 100

10月２日（金） 10：00～16：00 （公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室24 土木材料と品質管理

【コンクリート編】

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

技師・主任
/選択

全階層/任意
会場 20 －

10月９日（金） 10：00～16：00

10月16日（金） 13：30～16：30

10月20日（火） 10：00～16：50

10月23日（金） 9：30～16：00

10月30日（金） 13：30～16：30

11月13日（金） 13：30～16：30

11月20日（金） 10：00～16：00

11月６日（金） 13：30～16：30

12月４日（金） 10：00～16：00

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

【点検実習】調整中
【模擬診断】調整中

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

（公財）大分県建設技術センター
花津留庁舎研修室

25

26

27

28

29

30

31

32

33

土石流対策えん堤の計画と設計

インフラ点検のポイント
【橋梁・トンネル】

建設DX【調査・点検編】

インフラ点検・診断実地研修
【橋梁】

トンネル（NATM）の
調査・設計・施工

法面・斜面の調査と補修・補強

橋梁の計画から施工まで

エンジニアリング・
ジャッジメント

土木工事積算演習【橋梁補修編】
（県・市町村職員）

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県・市町村職員
建設会社（土木）
測量・設計会社
地質調査会社

県･市町村職員

県･市町村職員

技師・主任
/選択

砂防担当/必修
全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

主任・主査
/選択

全階層/任意

技師・主任
/選択

全階層/任意

技師・主任
/必修

全階層/任意

主査～
主幹(総括)
/必修

新任
(1年目～3年目)
/選択

全階層/任意

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場
オンライン

会場

70

70

70

20

70

70

70

70

30

100

100

100

－

100

100

100

100

－

1, 905 1, 900
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研 修 名 開催日 時 刻 受講対象者 会 場 定員

１ コンクリートの不思議（１回目） 未定 － 未定 未定 ２０名

２ コンクリートの不思議（２回目） 未定 － 未定 未定 ２０名

▼一般県民向け研修

●所在地
（公財）大分県建設技術センター研修棟（〒８７０‐０９３３ 大分市花津留２‐２‐５）
https : //sites.google.com/view/oitacontech-seminar （TEL）０９７‐５５６‐２９８２

（２）新規採用土木技術職員研修 県及び市町村の新規採用土木技術職員等を対象に、早期に活躍できるよう基礎的、
実務的な知識・能力を習得させるため、積算及び災害復旧等の個別指導を行う。

（３）長期建設技術実務研修 市町村技術職員を対象に資質の向上並びに専門的な知識及び技術の習得を図り、もっ
て市町村建設行政の能率的な運営に資する目的で長期（１年以内）の実務研修を実
施する。
なお、実施にあたっては、センターが人件費を含む研修費用を負担して派遣元が研
修生を出しやすい環境を提供する。

（４）講師派遣事業 建設関係団体や地域住民グループの要請に基づき、社会資本整備推進や技術者の育
成に取り組むため、講師等としてセンター職員を派遣する。

（５）広報事業 土木技術等に関する情報の収集、発信を行う。また、一般県民への見学会を開催す
るなど、産学官連携を通じて建設事業に対する一般県民の理解の促進を図る。

５‐２．土木積算等技術支援事業

（１）技術審査・積算支援事業 設計時の技術的課題に対する専門的見地からの助言および設計成果の審査
技術的難易度の高い工事設計書の積算を支援

（２）品質監理支援事業 公共工事の品質・出来形・安全・工程・施工体制に関する総合的な施工監理の支援
（３）災害等緊急時支援事業 災害復旧の調査設計に係る技術指導、助言

査定設計書および査定後の工事設計書の積算を支援
大分県防災エキスパート技術者派遣制度による支援

（４）資料作成支援事業 道路台帳調製管理等、各種資料の作成を支援

５‐３．建設材料試験、審査事業

（１）建設材料試験事業 公共土木施設等の耐久性や安全性等の品質を確保するため、県内唯一の公的試験機
関としての県の品質管理基準に定める各種建設材料の試験を行う。
①コンクリート試験 ②鋼材試験 ③骨材試験 ④土質試験 ⑤アスファルト試験

（２）アスファルト混合物
事前審査事業

公共工事等に使用するアスファルト混合物の品質向上を目的に県内唯一の公的試験
機関として同混合物の事前審査及び品質の認定を行う。
①密度試験 ②マーシャル安定度試験 ③アスファルト抽出試験
④ふるい分け試験 ⑤ホイールトラッキング試験

関係機関

関
係
機
関

サイトのお問い合わせフォームより、

いつでもご相談ください！

５‐４．情報化支援事業

（１）情報化技術・教育支援事業 公共事業に情報化技術を活用し効率化を図るCALS/ECの導入、運用支援を行う。
①CALS/EC普及支援
②IT教育研修
③CALS/EC関連システムの運用、保守

（２）積算システム運用事業 公共調達の適切な入札・契約に資するため、地方自治体が発注する工事、委託業務
の費用算出システム（県市町村共同利用型積算システム）に関する運用保守等を行
う。

５‐５．その他

（１）市町村よろず技術相談 これまで培った知識・経験をもとに、公共工事に携わる職員の「困った」を解決す
るための手助けとなる市町村よろず支援を開設した。専門スタッフが無料で相談に
乗る。

担当：技術部 鷲見（すみ）・阿部（あべ）・戸高（とだか）・高橋（たかはし）・
佐藤（さとう）・大野（おおの）・豊田（とよだ）

（２）市町村建設行政職員への技術支援 市町村の建設行政に携わる職員の基礎的技術力の向上等を目的として、ＯＪＴ研修
等を行っている。

関係機関

関
係
機
関

ウェブサイトでは、さまざまな情報を発信しています

● 専門技術研修のスケジュールの確認、申し込み
● 各種材料試験の申し込み、公共土木施設DB登録申請 https://www.contech.or.jp/ 公式Instagram
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研 修 名 開催日 時 刻 受講対象者 会 場 定員

１ コンクリートの不思議（１回目） 未定 － 未定 未定 ２０名

２ コンクリートの不思議（２回目） 未定 － 未定 未定 ２０名

▼一般県民向け研修

●所在地
（公財）大分県建設技術センター研修棟（〒８７０‐０９３３ 大分市花津留２‐２‐５）
https : //sites.google.com/view/oitacontech-seminar （TEL）０９７‐５５６‐２９８２

（２）新規採用土木技術職員研修 県及び市町村の新規採用土木技術職員等を対象に、早期に活躍できるよう基礎的、
実務的な知識・能力を習得させるため、積算及び災害復旧等の個別指導を行う。

（３）長期建設技術実務研修 市町村技術職員を対象に資質の向上並びに専門的な知識及び技術の習得を図り、もっ
て市町村建設行政の能率的な運営に資する目的で長期（１年以内）の実務研修を実
施する。
なお、実施にあたっては、センターが人件費を含む研修費用を負担して派遣元が研
修生を出しやすい環境を提供する。

（４）講師派遣事業 建設関係団体や地域住民グループの要請に基づき、社会資本整備推進や技術者の育
成に取り組むため、講師等としてセンター職員を派遣する。

（５）広報事業 土木技術等に関する情報の収集、発信を行う。また、一般県民への見学会を開催す
るなど、産学官連携を通じて建設事業に対する一般県民の理解の促進を図る。

５‐２．土木積算等技術支援事業

（１）技術審査・積算支援事業 設計時の技術的課題に対する専門的見地からの助言および設計成果の審査
技術的難易度の高い工事設計書の積算を支援

（２）品質監理支援事業 公共工事の品質・出来形・安全・工程・施工体制に関する総合的な施工監理の支援
（３）災害等緊急時支援事業 災害復旧の調査設計に係る技術指導、助言

査定設計書および査定後の工事設計書の積算を支援
大分県防災エキスパート技術者派遣制度による支援

（４）資料作成支援事業 道路台帳調製管理等、各種資料の作成を支援

５‐３．建設材料試験、審査事業

（１）建設材料試験事業 公共土木施設等の耐久性や安全性等の品質を確保するため、県内唯一の公的試験機
関としての県の品質管理基準に定める各種建設材料の試験を行う。
①コンクリート試験 ②鋼材試験 ③骨材試験 ④土質試験 ⑤アスファルト試験

（２）アスファルト混合物
事前審査事業

公共工事等に使用するアスファルト混合物の品質向上を目的に県内唯一の公的試験
機関として同混合物の事前審査及び品質の認定を行う。
①密度試験 ②マーシャル安定度試験 ③アスファルト抽出試験
④ふるい分け試験 ⑤ホイールトラッキング試験

関係機関

関
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機
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サイトのお問い合わせフォームより、

いつでもご相談ください！

５‐４．情報化支援事業

（１）情報化技術・教育支援事業 公共事業に情報化技術を活用し効率化を図るCALS/ECの導入、運用支援を行う。
①CALS/EC普及支援
②IT教育研修
③CALS/EC関連システムの運用、保守

（２）積算システム運用事業 公共調達の適切な入札・契約に資するため、地方自治体が発注する工事、委託業務
の費用算出システム（県市町村共同利用型積算システム）に関する運用保守等を行
う。

５‐５．その他

（１）市町村よろず技術相談 これまで培った知識・経験をもとに、公共工事に携わる職員の「困った」を解決す
るための手助けとなる市町村よろず支援を開設した。専門スタッフが無料で相談に
乗る。

担当：技術部 鷲見（すみ）・阿部（あべ）・戸高（とだか）・高橋（たかはし）・
佐藤（さとう）・大野（おおの）・豊田（とよだ）

（２）市町村建設行政職員への技術支援 市町村の建設行政に携わる職員の基礎的技術力の向上等を目的として、ＯＪＴ研修
等を行っている。

関係機関
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ウェブサイトでは、さまざまな情報を発信しています

● 専門技術研修のスケジュールの確認、申し込み
● 各種材料試験の申し込み、公共土木施設DB登録申請 https://www.contech.or.jp/ 公式Instagram




